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一江両河中流域農業総合開発計画
計画事業地区境況
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粒薩市

海抜3,648mの投薩市の朝

粒薩市

近代化された撞薩市の中心部

地方都市江又県所在地

西蔵民族文化の集積した門前

街
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伝統的取水工

河川の要所に簡単な石組で導

水路を設け自流取水する方式

が一般的に行われている｡

大きな洪水時には流失/崩壊

する｡

幹線導水路

自流取水された濯混用水は素

掘り(土水路)の幹線導水路

を伝い濯概区へ給水される｡

平均勾配が1/5000内外以下､

流速o.5mノsec.以下の条件が一

般的である｡従って水路法面

の侵食は比較的少ない｡但し

浸透損失が極めて大きい現状

である｡

末端水路と濯浩圃場

末端水路には特定な分水工は

無く適宜開削して開場に導水

する方式が一般的である｡

圃場での濯概は水盆藩概が一

般的で､一回当りの濯概用水

は水深で20-30cm給水される



主義三宅二

取水堰と取水工

港概施設整備事業で改善/修

復された取水堰及び取水工｡
洪水に対する構造物の強化対

策が図られ取水機能が大きく

向上している｡

石組工を施した幹線導水路

港概施設整備事業で石組護岸

された幹線導水路｡

法面侵食の問題は解決された

が石組の目地塗りが無いため

用水の浸透損失は大きい｡

末端水路と濯満圃場

濯概施設整備事業で施設され

た分水工｡末端水路は土水路

のままである｡



砂丘の形成と砂漠化

近年､山岳を形成している基

岩(砂岩､砂磯宕等)の風化/

崩壊物が風砂となって峡谷低

部の可耕地/既耕地に砂丘を

形成し砂漠化する面積が拡大

し農地保全対策措置が緊急課
題となっている｡

年楚河下流域の濯浩区

春､ 5月中旬の藩概区では秋蒔
き′｣､麦の幼酉が順調に生育し

ている｡

濯灘区の防風林と緑化

農業生産基盤整備及び環境整

備の一環として植樹/造林が

進められているD



沖巴漏曲(狗)

自然河川の情況｡洪水期には

両岸山裾いっぱいの川幅とな

って濁流が菰下する

年楚油木流の堤防
計画対象地の雅魯蔵布江本流

及び支流の年楚河､並薩河等

の中流域は石積み護岸の堤防

が構築され洪水防御対策が施

されている

年楚河上流の小水力発電所

各河川の要所に低落差の小水

力発電所が設けられ農村電化

に便宜している



果樹の植樹

農業生産構造の改善と砂漠化

防止対策の研究項目として果

樹(リンゴ)の導入試験が行

われている｡勢走技術を含め

肥培管理技術等について基礎

的事項から指導する必要があ

る｡

畜産現況

畜産は､使役用家畜を中心に伝

統的体制のまま農家の副業規模

で行われているが､将来､耕種

の多様化と整合を囲って振興す

れば農家所得向上の有力な資源

となる｡近年､肉牛､乳牛､綿

羊等の飼養が盛んになってきて

いる｡

山羊(産毛用山羊: cashmere)

の放牧｡遠景は瀧概改良草地｡

粒薩市近郊農村の施設園芸

西蔵自治区では､特に､冬期

間の生鮮野菜が不足し､四川

省･方面からの供給に依存して

いる｡

近年､以上の情況に鑑み粒薩

市近郊農村を対象に施設園芸

の振興が図られ漸次生鮮野菜

の自給体制を整える努力が払

われている｡しかし､施設園

芸栽培に適応する種子供給及

び栽培技術等の点にまだ改善

の余地が残っている｡



耕種法(1)

耕起､砕土,畦立て等の重作

業は(毛牛:yak)を使用､ま

た､生産資材や収穫物の搬送

には馬､塩馬等が多く使用さ

れている｡近年トラクタ-の

導入も見られるが普及率は15%

内外である｡

写真は､毛牛(yak)による大

麦(青株)播種のための畝立

て作業｡

耕種法(2)

軽農作業は､主として人力に

よる手作業で行っている｡機

械播種､機械収穫等の普及率

はまだ15%内外以下である｡

写真は大麦(青株)の播種作

業｡

耕種法(3)

藩概圃場に於ける春野菜の栽

培｡

圃場を3mx30m内外に区画した

小水盆を準備し水盆藩概､散

播方式が取られている｡一部

､甘藍等の作付けには畦間濯
瀧､移植法も適用されている
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中華人民共和国西蔵自 治区

一江両河中部流域農業総合 開発計画

フ○ロシ●ェクト･ファインデインク◆調査報告書

寡-章 緒 言

1.1 はじめに

この報告書は､ 1995年5月に社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会(Agricultural

Development ConsultaJltSAssociation, Japan : ADCA) ･が実施した｢中華人民共和国西蔵自治区一江
両河中部流域農業絵合開発計画｣に係わるプロジェクトファインデイング調査の成果を取り纏

めたものである｡

西蔵自治区一江両河地域農業総合開発計画(以下､ ｢開発計画｣と略称する)は,西蔵

(zizang orCibet)自治区水利庁が中心となって､一江両河中部流域(雅魯蔵布江(yarlung

zangboJiang)及び支流の年楚河(NianquHe)
､粒薩河(LhasaHe)を中心とする地域)の農業

生産基盤整備と農業牧畜生産の経営改善並びに砂漠化防止対策を基本に置いた農村地域社会経済

総合開発事業として構想されたものである｡この開発計画は､中国政府が施行する｢中国西部少

数民族地域の重点開発政策｣に沿った緊急性の高い開発事業の一つとして取り上げられている｡

開発対象地区は､自治区人民政府が企画している｢一江両河中部流域重点農業総合開発県｣の

農耕地約150,000 ha (全自治区地域の66%相当)である.行政単位は,自治区の首都である粒薩

市､山南地区及び日略則地区に包含される都合1区27県が該当する｡この地区は､雅魯蔵布江

(yarlungZangbojiang)及び支流の年楚河(NianquHe)
､泣薩河(LhasaHe)及びこれらの亜支

流河川の沖積作用で形成された氾濫原及び河岸段丘で砂岩及び砂裸岩を母材とした硬質砂壌土-

砂質沖積土が厚く堆積している｡この地域の農業は,河川の侵食/解析を受けた不連続の地形の

ため大面積の生産団地形成はないが,西蔵自治区経済及び食糧生産基地として重要な基盤となっ

ている｡この地域の農業は､大麦､小麦,トウモロコシ,豆類､菜種等の生産が盛んである｡

1993年の穀類生産の平均収量は､耕種法の改善､施肥技術の普及､藩政開発を含めた基盤整備事

業等の効果があって,毎年､確実に増加してきているが, 1993年現在, 3.4ton伽と全国平均収量

に比較すると未だかなり低い状況である｡藩政区は,比較的豊富な水源に恵まれているが､藩政

区の諸施設は､伝統的な自然取水方式で,かつ,工事精度が低いため機能的に劣っており､藩政

効率の向上/改善が今後の農業生産安定の大きな課題項目となっている｡また､流域内の山岳を

構成する砂岩､砂襟岩の風化崩壊で生成された｢砂｣が耕地内に風堆積され砂丘を形成するため

既耕地並びに周辺可耕地の荒廃/砂漠化が近年特に著しく､抜本的な｢風砂｣及び｢植生回復｣

対策が以上の藩政開発と併せ緊急課題となっている｡

西蔵自治区水利庁は,以上の経緯と背景に立って､一江両河中部流域重点農業総合開発県地域

の｢基幹藩概施設の改修/改善｣ ､ ｢取水施設の新設または改修｣及び｢末端藩政施設の整備に

よる濃概の合理化｣に重点を置いた藩政開発､ ｢収益性の高い耕種の導入を含めた農業生産の多

様化による農業生産構造改善｣並びに｢砂丘/荒廃地の植林･緑化と防風林帯の設置｣等を目指
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した農業･農村給合開発事業の推進を企画している｡なお､中国政府並びに西蔵自治区人民政府

は､本計画事業の実施について日本政府の技循及び経済協力をを強く希望している｡

1.2 ADCA7ot7ゾェ州形成調査団

海外農業開発コンサルタンツ協会(ADCA)は,中国水利部国際合作司の招蒋を受け､ 1995年

5月17日から5月26日までの10日間に亘り標題の開発事業の推進に係わるプロジェクトファインデイ

ング調査団として本間進､日本工営株式会社第三事業部専門技術部長及び金景日本工営株式会

社第三事業部嘱託の二名を西蔵自治区計画事業地域の現地に派遣し､上記の西蔵自治区人民政府

の企画する開発事業のレビューと円滑な事業推進に対する日本政府の協力の方途について検討を

行った｡

プロジェクトファインデイング調査団は､漆付資料-1の調査日程の通り､首都の泣薩市並び

に計画事業地域に於て資料収集と踏査･視察を行うと共に西歳自治区人民政府､自治区水利庁等

をはじめ計画対象地域関係機関各位(添付資料-2 :面会者リスト参照)との協議を通じ開発計画に

係わる各種情報並びに開発受益地区の抱える問題,開発のニーズと地元受益者の期待等について

聴取した｡

調査団は,以上の結果を踏まえ,開発計画の目的､基本的戦略及び開発事業各項目について検

討し,今後の計画事業推進の工程を策定した｡

1.3 謝 辞

本プロジェクト形成調査の実施に当たりADCAプロジェクトファインデイング調査団は､何文

垣,水利部国際合作司副司長､章凌,水利部国際合作司科技合作処長,葉冬柏､国家科学技術委

員会国際合作司日本処副処長をはじめ関係各位より多大なご高配を賜りました｡また,西戎自治

区方面にあっては､劉長明､西蔵自治区水利局副局長,加保､西蔵自治区一江両河開発建設弁公

室主任はじめ関係各方面から多大なる便宜とご協力を得ました｡現地調査に当たっては､多忙な

折にも拘わらず李逢春,授産市副市長,喬文周,西蔵自治区日格別地区専員公署(地区長)はじ

め関係各位から瑛地紹介と情報の提供等多大なご便宜を賜りました｡玄許､記して感謝の意を表

する次第です｡
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第2章 計画の背景

2.1 一般概況

2.1.1中国の社会経済概況と開発政策

中国は､国土総面積が960万km2あり､この内､概ね10%相当に当たる96万km2

(9,565万ha)が開墾され農耕地として利用されている｡人口一人当たり耕地の平均

占有面積は､約o.1ha (1.26畝)と極めて狭小で中国農業発展の制約安貞となってい

る｡

1993年末の稔人口は, ll.85億人(なお, 1995年2月16日総人口は12億人に達した) ､

1984年以降10年間の人口自然増加は約1.42億人､年平均人口増加は1.2-1.3%で推移

している｡男女別人口は夫々6.05佳人と5.80億人で概ね均衡している｡農村及び都市

地域の人口は､各々8.52侵入(71.9%)と3.33億人(28.1%)である｡

1993年末現在の労働総人口(15歳以上)は約8.2佳人(62%)で､この内6.02倭人

(73.7%)が就業している｡未就労人口には専業主婦及び上級学校の学生が含まれる｡

近年,世帯の経済環境の好転から専業主婦が増加する傾向を示している｡

社 会 就 労 瑛 況 (単位:百万人)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

労働総人口 485.3

社会就労人口 401.5

未就労人口 83.8

就業率(%) 82.7

528.8 621.1

423.6 498.7

105.2 122.4

80.1 80.3

697.3

567.4

129.9

8l.4

709.8 721.2 817.5

583.6 594.3 602.2

126.2 126.9 215.3

82.2 82.4 73.7

出典: 中国統計年鑑(1994)

また､全就労人口の内､国営企業等で就業する職工が1.09偉人(18.1%) ､都市部

の一般労働者3,393万人(5.6%)
,また､農村部の就業者数は､

4.59億人(76.3%)

である｡経済部門別の就業状況は次の通りである｡

経済部門別就業人口 (単位:百万人)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

総労働人口

社会就労人口

農業

工業
石油/鉱山探査

建設

運輸/通信

商業

金融/保険

公共サーt:.ス

その他

485.3

401.5

283.73

60.91

0.97

8.79

7.35

ll.55

0.76

22.23

5.1_1

528.8 62l.1

423.6 498.7

29l.81 31l.87

67.14 83.49

1.00 1.06

10.22 20.69

7.87 12.22

13.81 23.63

0.99 1.38

24.88 31.17

5.88 13.19

697.3

567.4

341.77

96.97

1.00

709.8 72l.2 817.5

583.6 594.3 602.2

350.16 348.55 339,66

99.47 102.19 92.95

1.00 1.00 1.44

24.61 25.21 27.02 39.82

14.69

29.37

I)_. 18

38.83

17.98

15.15 15.73 16.88

3l.00 33.12 34.59

2.34 2.48 2.70

40.17 41.08 34.38

19.10 23.13 37.40

出典: 中国統計年鑑(1994)
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1982年､政府は､社会経済近代化構想の実現を目指し｢2000年工農生産四倍増計画｣

を策定､その基本政策である｢対外開放･対内活性化｣に沿って,人民公社の解体､

責任生産性の導入､国営農場の基盤整備と生産に係わる諸制度の改善等各種努力と経

済建設を進めてきた｡これら経済改革と対外開放政策の実効は著しく､国民総生産

(GNP)は､ 1978年の3,588億元(実勢価格)から1993年には31,342億元(実勢価格)

に増加し,国民一人当たりのGNPも1978年の372元から1993年の2,645元となったo

実質国民収入の成長率は､ 1980年前半が10%､後半が7.5%､また､ 1990年代に入っ

てからは市場経済体制の導入の効果が著しく､相村的な国家経済の生長には,まだ不

安定要素が残るものの近年の経済開発投資が効を奏し確実な生長を示している｡特に,

工業部門及び建設部門の生長は著しく飛躍している｡

国民稔生産(GNP) (単位:GNP-億元,.GNP/人-元)

OO
70ノ1 1980 1985 1990 1991 1992 1993

国民総生産

農業

工業
建設

運輸/通信

金融/商業

一般1トビス
GNP/人
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0
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-
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8.558 17,695 20,236 24,036 3 I
,342

2,542 5,017

3,449 6,858

418 859

407 1,117

577 837

1,135 2,995

808 l,547

5,288 5,744

8,087 10,128

1,015 1,447

1,277 1,402

1,245 1,411

3,275 3,887

1,747 2,05 1

6,650

14,140

2,104

1,901

1.782

4,765

2,645

出典: 中国競計年鑑(1994)

経 済 生 長 率 (単位:生長宰 %)

:1 1980 1985 090ノ1 ー99ー 1992 1993

国民総生産
農業

工業
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出典: 中国統計年鑑(1994)

順調な経済生長を支える対外輸出入の財政的収支環境は､ 1980年代中盤まで貿易赤

字を累積してきたが同年代後半に至り農業及び工業開発投資の効果が出､年収支が黒

字に好転し大きく国家収入に寄与する状況となっている｡なお, 1993年皮は,工場企

業等に於て施設整備が活発に行われ機械施設等国際市場からの購入が増加して輸出入

収支が一時的赤字となっている｡

対外輸出 入収支 (単位:億米ト●ル)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

輸出代価 97.5

輸入代価 108.9

輸出入収支
-ll.4

181.2 273.5

200.2 422.5

-19.0 -149.0

620.9 718.4 849.4 917.6

533.5 637.9 805.9 1,039.5

87.4 80.5 43.5
-121.9

出典: 中国統計年鑑(1994)
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以上急生長の経済環境の中で諸物価は,統制された計画経済の下にあって1992年後

半までは極めて穏当な状況で准移してきた｡しかしながら､開放市場経済政策が施行

された1993年からは工業製品の価格急騰を発端として市場価格が大きく変わり､イン

フレーションの進行が一般消費と一次産品の生産環境を圧迫する状況が蔭成された｡

諸 物 価 上 昇 率 (単位: %)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

一次産品価格
103.9

卸売り価格 100.7

消費生活費用 100.7

107.1 108.6 97.4 98.0 103.4 1 13.4

106.O 108.8 102.1 102.9 105.4 1 16.1

107.5 11l.9 10l.3 105.1 108.6 116.I

出典: 中国鏡計年鑑(1994)

国家統計局の1994年10月18日付け発表の1-9月期凝済の実掛こよれば､ 1993年以

降､本格的市場経済の施行により経済活動が著しく活性化されたが､これに伴いサー

ビスを含めた消費者物価は､全国平均で前年の同期間の実績に比較し23.3%上昇し､

中国社会の安定にとって最大の懸案であるインフレーションの高進に歯止めがかから

ない状態が続いている｡これら物価上昇とインフレーションの高進は､食糧作物の生

産を促進するため政府が1994年8月に買上価格を大きく引き上げたことが誘発の要因

となったと考えられる｡即ち､食糧価格が前年比で約30%上がり､これが全体の物価

を押し上げることとなった｡

中国の食糧総生産は､ 1949年建国当時の1.13億tonから伸び悩んでいたが1980年代

の経済改革以降には生産基盤整備の投資並びに農業技術の普及等が効を奏し､第七次

五カ年計画最終年次の1990年には史上最高の4.46億tonを記録するに至った.この期

間,人口が11.43億人(建国当時の約2倍強)に増加しているが､実質食糧生産の伸び

が人口増加を上回り､国民一人当たり年間食糧占有量は210kgから390kgへと大幅な

増加となった｡他方､耕地面積は, 1957年の約1.33億ha (20億畝)をピークに以降は

毎年漸減し､ 1991年末には､約47万haの新規開墾が進められた半面,国の基本インフ

ラ整備事業用(15%)
,林地転換(26.5%) ,または牧畜用地転換(ll.5%)等あっ

て全体で約50万haが減少､結果として9,565万haと縮小し､建国当時の10,930万ha

(16.4億畝)を稽下回るに至っている. 1993年末現在の農耕地9,510万haの内,畑地

(樹園地を含む)及び水田の占有面積は､夫々7,007万ha (全体の73%)と2,503万

ha (27%)である｡畑地の内,藩政受益面積は､約2,370万ha (畑地面積の34%また

は全体耕地の24%)である｡実質耕作面積については, 1.4億ba-1.5億ha (耕地利用

率1.56)を維持している｡

2.1.2中国社会経済開発政策と中･長期開発計画

現行の｢国民経済社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣では､計画目標の設定を三
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段階に分けて以下の通り構想している｡

① 第一段階 当初5年間(第八次五カ年計画: 1991-1995)に国民総生産を

1980年の二倍にする(なお,この目標は､ 1992年末現在既に達成

済みである)

② 第二段階 国民総生産を第九次五カ年計画(1996-2000)までに更に倍増

し, 1980年の四倍にする

③ 最終第三段階 21世紀中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引

き上げる

また､以上の目標を達成するための戦略として,次の五項目の方針が打ち出されて

いる｡

① 国民総生産を年率6%程度の水準で伸ばす.

② 国民の生活レベルを｢温飽(最低生活水準) ｣から｢小康的水準｣に到達するo

③ 21世紀初頭までに社会経済の持続的発展に必要な物質的･技術的基礎を築くo

④ 公有制を基本に計画経済と市場経済を有機的に結び付けた経済体制を確立し､

その運用を試行する｡

⑤ 社会主義文明の水準向上に努め,社会主義民主法体制を創設するo

以上の経済開発政策の基本に立つ｢国民経済社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣

の開発理念は､農業分野の開発に優先順位を置き､食糧の増産と安定供給を最重点課

題としてる.特に､今世紀最終の5カ年間を対象とする九･五計画では､ ｢_qヲ風車_/"

亜敵地.*_の一間澄途上皇た.&_iA,:数民族_良漁区_8_=_.W"し息会経済.Ba盈投.Rを.重点戯.iS_1i_y,一束

艶沿適地簸の_三景先選地と_P_盈済_梅屋是正旦風る｣政策構想が強く打ち出しているo

即ち､以上5項目の目標達成には,人口の過半数を抱える農村部に於て｢厳存_3T_.るー資.

渡_Q一合理的風,Rq?_活偲_1E_It"白魚環魔保全Q腰底牡策｣並びに｢農杜党風△__E]_g)_党働塵

産性_9.L5.土_
,i._労鳳悪風_q?且揚_をag._b,_意.*.旦.;鹿_I.農#.部_q?.A.芙農道_@.改畳と生痘象境.q?_

改善_整備.｣が急務であるとしている｡

食糧生産は､ 2000年までに5億tonの達成を目標としている｡この食糧増産計画には､

品種改良､施肥法の改善､栽培管理の合理化等の農業科学技術革新の継続努力,低･

中位生産耕地の改善に加え､農業水利施設の拡充強化等､生産基盤整備事業の推進が

構想されている｡特に,藩概開発については､受益面積を1990年の約4,810万ba

(7.22億畝)から2000年を目標年に置き, 5,440万ha (8.16億畝)まで増やす必要が

あるとしている｡

地域農業開発を長期的戦略として組織的に実施するため､政府は1978年2月に採択

した｢国民社会経済発展10ケ年計画要綱｣の中で構想した農村近代化計画を推進し､

以上の農業生産基盤整備と併せ農村インフラ施設整備を中心に農村生活環境の改善を

構想している｡この事業構想では,環境対策､農村給水施設整備,農村幹線道路網整

備､通信及び教育施設整備等が事業項目として取り上げられている｡これら事業項目

の内,農杜部_q?恩境儀全牡策娃,…狭嵐に於_1_r_農杜地域｣三鷹_i_チ_bl宜温¢_合理_B91惑乱

_a_保全｣‥畳_良風8_i_置き._I_漢_たユ_.広義@.濃置_としヱは_地理的.9"bjg.ら_ず広_(_丑会経眉漁
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2.2 西蔵自治区の一般概況

2.2.1行政単位

西蔵(チへ◆ブり自治区(xizang (Tibet)Autonomous Region)は､中国最西南端に

位置するチベット族の行政自治区で､総面積122.84万Km2 (全国土面積の12.8%)を

占める｡自治区は所謂チベット高原にあって,南部はヒマラヤ山脈(GreatHimalaya

MountainChain)の分水線を境としてネパール(Nepal) ,シッキム(Sikkim) ､ブー

タン(Bhutan)
､インド(India)及びパーマ(Burma)また､西部はインド･カシ

ミール地方(KashmirRegion, India)と国境を接しているo自治区の北部は新彊経書

ホ自治区(xinjiang UygurAutonomous Region )と青海省(Qinghai Province) ､

また､東部は四川省(sichuan Province)及び雲南省(yunnan province)と行政区

界を接する｡

自治区の行政単位は､以下の通り､首都の泣薩市の他, 6地区, 73県､ 31鋲, 897郷､

7,409村で構成されている｡

西蔵自治区の行政単位

地 区

県級市 鋲 郷

地区数 単位数 単位数

市街地 村落住民

住民委員会 委員会

授産市

林芝地区

昌都地区

山南地区

日客則地区

那曲地区

阿里地区

自治区合計
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762

603

l,611

881

1,714

1,487

251

7,409

出典:西戎自治区統計年鑑(1994)

なお､以上の行政単位は､地理的及び農業生産構造的特徴から｢辺境県｣ ､ ｢農業県｣ ,

｢牧畜県｣ ､ ｢半農半牧畜県｣ ､ ｢一江両河中部流域農業結合開発県｣及び｢食糧生産基地県｣

に区分されている(次頁の県(市､地区)分類表参照) 0
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地理的･農業生産構造的特長による行政区分(県政市及び地区)

T9r!'Jl

it幼

1､放

(千)

良(FIf､L亘)名称

辺境星

帆'Z地l*_

21

4 掛悦irt.米林上T..繋r鞘iT.-LIJ)ii.

[llli,4'地l< 4 肺｣IL上L催T-ir.-耶那il.J.n'iLl.fT-iT..

lllrh-剛地l八二 ～) d],A_7j.:ii.TT-I:降iし主引_:/:木iiJ脚望見l'ユ氾i(.L'Ji[~.ーiし良一i[.t}LL.'ift!j.旦仲巴i(.-

FrllllT.J也l人二

衣北星

]'T1:J;.L:[I)-

4

35

6

ELi'.-竺iT.-.fL]ムit.峨;I-;ill.IJ卜上旦.

城又区制一'(1二ドiL-}'ム政if...JIE)E掛｣iiF..[uJ水irLL尼木ift.

恥芝地l<. (1 掛悦上し米什上T..柿.芝iし披'.+ill..矧11)ill..則ii-

IITIFl;地l<_
1
)f,I..:I..I卓if../[:_u)i'ii,納l権if..jh桝iし

lllll.1'地A<'. El ノシ/).:iし]-L佃_Ll..'1i'l噴iし粂llir..I);.;i,.I..lil..柄J.Liし)JH,/Lti.[;'f.{.ir.-

Hlrh'I)!J.r地l^二

牧北星

I:Flit:[rJ-

皿

14

∩

l1一別u)lJ-ri.りこ休止il'.政ir..'ifl1上r.LーL.tE:迦if..I.T':政iT..('‖'!))上し

f二/TJ--ir.J'iify.-'iし1iI.:l筏iT..i.臼.I/-_木it.

1=L'T耽iT.-

=哨州地l<-. ワ

r'JT巴i[..l料唱上_I..

耶州ー地l<-. i( I)l川=iT..L'u.守iしi.王:Xii[..I/1'.彰iJ.-lll札上f..I)Eにir.-巴llf'.if..JLij,与ii.

P川!.地J^-.

半衣半枚鼻

)I-I_J乙L:ih'

.'ー

24

l

L'kfJ!F)良.Y.._盲ー.:if.-T[.ri.仙旦

林一.I.']呈し

f[.2;地IL_ ー ]'.1i(ill_]去とし

ll'lHr'.l也l*.
I

'f=T.Gr;Lt.-iL-.]ムii.u-il,見i[..炎-{!)岸il..l'l'l'ri[..':,k'怖比′lLIJ[t,[i(..

llー一別也l*. 4
[Ilf松it..T[''(:):.i[..L[:.-川Lくとし,ntiL'.(.とし

=怖州地l{ E] 石=二iL.1削j血'Jif..J}Jミj!Jil.-!",-_,^J;ir..l.ljLu.上し

))l川り也l^-. I)

比I}Hir..,*t:.iftL

P.,1Tlリ也l<_

●●一江丙河●'E>部

流域衣北綜合牙

岩鼻

1tT'J_l;',k'llJ'

i

18

/

瞥三LT..ルムiT..Ill.);fバir..IIl_..it.J

叫又li'.肘!.]irtJ)Li^ヾi7..l"J]^iTt.州f.J亡比))ごii.)-土収LL)1'_.;†')-L'.l1'.と(..

‖=削也l八二 5 )'J,^Jミi[..｣~Lヤ卓iT.JU'i'F慢i7.-負lJi1..I)払l.=il..

lーlrZit-[)llj地l*_

根食基地鼻

I'./-_I;7;ll)A

6

ll

り

ll略則rlよ南本林ir.-.ir.政ir..l'-lL'UJii.I;/:孜上r.-iq.一泊rli[.,

JIF.)巳紙状旦休川ir..

林芝地lS. I 披'.*.:良

fI!IGl'.)也l互 ー lL'.I_:I,1iii-

[h繭地L4+_ 3 )'J!)i'旦札朝旦i7i-噸旦

lー哨州地lS_ 4 i_l-.孜iT..rj糾iI.-r.ー晴則iTJ-柁改良
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2.2.2 自然環境

(1)気象情況

自治区の気象環境は,夏期に東南方面からのモンスーンと冬期に北西方面からの寒波(寒流)

が大きく影響し､概ね東南部の温暖多雨(年平均気温80c内外､年平均雨量800mm内外)から

北西部の冷涼寡雨(年平均気温20c内外,年平均雨量60mmmm内外と変化する.首都の粒薩市

は､以上二区分の調度中間点に位置し､自治区地域の最も平均的気象条件に支配されている｡

粒薩市の多年平均気温は8.20c (最低気温が1月で0.lOC､また最高気温が7月で16.40c) ,年間
無霜期間160日内外､平均降雨量は537.2mmである.年降雨の概ね75%-80%は6月中下旬-8

月の2.5ケ月に集中している｡年平均日照時間は3,020時間内外､大風の吹く荒天日数は10日内

外､また,降電日数が5日内外である｡

(2)土地･地勢

西蔵自治区は､海抜2,500m内外から5,500m以上のヒマラヤIJ｣系の山岳に至る,所謂､チベッ

ト高原に位置する｡チベット高原の平均的な標高は､海抜4,000-5,000mの範囲にある｡標高

別の分布は以下の通りである｡

標高別土地分布

標高(海抜皿) 支配面積(万監m2) 分布(%)

5,500以上

5,000-5,500

4,500-5,000

4,000-4,500

3,500-4,000

3,000-3,500

2,500-3,000

2,500以下

24.20

31.82

39.43

10.32

7.37

2.95

1.47

5.28

7
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自治区地域の地形･地貌は､急峻な山岳､峡谷低部の氾濫原及び河岸段丘､中山間の盆地並

びに高原台地(準平原)に区分される｡高原台地には大小多数の湖沼が点在するが,これらの

殆どは塵湖)であり水資源としての利用価値は低い｡以上の地形区分の内,峡谷低部の氾濫原

及び河岸段丘､中山間の盆地が､現在､自治区の経済活動基盤として利用されている｡なお,

山岳斜面の自然草地は,家畜の季間放牧地として重要な農業資源である｡

(3)河川と水資源

西蔵自治区の水系は､大きく太平洋へ流出する｢太平洋水系｣
､インド洋へ流出する｢イン

ド洋水系｣二つの外流水系並びに地域内の湖沼に流入する｢蔵北内流水系｣及び｢蔵南内流水

系｣の内流水系に四区分できる｡夫々の水系に係る涜域面積及び支配面積率は次に要約する通

りである｡これら水系の内,インド洋水系及び太平洋水系のi耶Ilが､現在,自治区の経済活動

基盤として重点的に開発が進められている｡
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水系別流域面積

水 系 主要河川敷 流域面積(虹r12) 支配面積率(%)

太平洋水系

インド洋水系

外流水系小計

蔵北内流水系

蔵南内流水系

内流水系小計

水系合計

2

1_ I)_

24

6

6l,530

527,550

589,080

585,572

2(～,670

612,242

1,201,322

以上の水系から期待できる厳存水資源は概ね次の通りである｡

土地利用及び天然資源既存量

水力資源:

河川年間総流出量(億m3)
包蔵水力(万tcw)
内,開発可能量(万EⅣ)

3.9(;

5,659.27

3,842.00

(4)土地及び既存天然資源

省地域に既存する土地及び天然資源は､以下に要約する通りである｡

土地及び天然資源既存量

土地資源(万ba)
耕地面積

林地

林木資源:

森林面積(万ba)

森林被覆率(%)
林木蓄積既存量(億m3)

草原面積(万ha)

内,開発可能面積(万ha)

122.$4

22.26

268.0

717.00

5.84

20.84

8,213.33

4,100.00

鉱山資源(既存量) :

鉄鉱石(億ton) 473.23

銅鉱石(億ton) 11.58

棚砂(万ton)
岩塩(億ton)
石墨(万ton)
石膏(億ton)
石炭(万ton)

泥炭(万ton)
地熱(万m3)

161.60

4.42

243.70

12.20

4,789.50

813.70

10.95

(5)自然環境保護区及び保護対象動植物

自治区地域には､ 1995年環在､ 2ケ所の国家指定自然保護区､ 11ケ所の地方(自治

区)指定自然保護区が設定されているo これら自然保護区は､自治区全面積の26･32%

に相当する32.56万haを占める｡

自然環境保護区及び保護対象動植物

自然保護区:

国家級(ケ所) 2

地方級(ケ所) 11

自然保護区総面積(万ba) 32.58

同上､占有面積率(%) 26.32

保護対象動･植物(種類数
＼

-
/

国家重点保護動物(一類)
国家重点保護動物(二類)
国家重点保護植物(一類)
国家重点保護植物(二類

国家重点保護植物(≡

′0

8

ー

ー

7

つ▲

つJ

ー

2
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2.2.2 西蔵自治区の社会経済現況

自治区の1993年末或在に於ける総人口は､ 228.88万人(全国総人口の0.19%) ､ま

た､総世帯数は39.78万戸(平均世帯人口は5.75人/戸)である｡自治区総面積に村

する人口密度は､ 1.86人/Km2,また,無人の原野と山岳を除く可耕地及び開発可能

な草原を対象とした場合でも48人/Km2と中国中心部の人口(500入内外/Km2)に

比べ著しく過疎の情況を呈している｡都市部及び農村部の人口は､夫々38.84万人

(地域総人口の16.53%)と191.04万人(83.47%)で､圧倒的に多くの人口が農村部

に片寄っているo最近10年間の人口増加は32.2万人あり,年率平均増加率は1.6%内外

で推移している｡男女別人口は､男性が113.17万人(49.25%) ､女性が115･71万人

(50.55%)と概ね均衡しているo民族別の人口分布は､チベット族が22016万人

(96.4%)
､漠族が6.49万人(2.8%) ､その他20数部族(o.8%)が少数宛て在住す

る｡

同年末の実就業者総数は､ 112.35万人(49%)である｡部門別就業者は､夫々第一次産業

88.52万人(78.8%)
､この内､農林牧漁業従事者は88.14万人(78.5%)第二次産業6.22万人

(5.5%)
､第三次産業17.61万人(15.7%)である｡なお,撞薩市､昌都地区､日客別地区及び

那曲地区は,第三次産業に大きな就業者数を持つが,これらは商業/貿易関係の業務従事者が

多いことに由来する｡また､中央その他の区分は､自治区人民政府の直営する工場及び一般行

政管理従事者が集中している結果である｡地区別人口及びセクター別就業人口は以下に要約す

る通りである｡

西蔵自治区行政地区別人口(1993年) (単位:万人)

地区 人口
地 区 総人口 分布(%) 宗野

_次産妄'(農芸牧表)別製品人三宝産業
地区就労

投薩市

林芝地区

昌都地区

山南地区

日客別地区
那曲地区

阿里地区

中央､その他
自治区合計

37.27 16.28

13.61 5.95

51.83 22.64.

29.62 12.95

58.29 25.47

3l.72 13.86

6.54 2.85

228.88 100.00

15.33

6.02

22.91

14,36

28.75

14.79

3.71

6.48

112.35

(49.1)

10.12 10.04

5.04 5.01

20.32 20.27

12.16 12.15

24.98 24.89

12.46 12.43

3.24 3.23

0,20 0.12

88.52 88.14

(78.8) (78.5)

I.48 3.73

0.25 0.73

0.47 2.12

0.38 l.82

1.06 2,71

0.34 1.99

0.10 0.37

1.24 5.04

6.22 17.61

(5.5) (15.7)

出典:酉蔵自治区競計年鑑(1994)証:括弧内数値の内､就労絵人口は地域絵人口に対し,また,他のの数値は夫々就労捻人

口に対する指数(%)である｡

1980年代､中国政府は､近代化構想実現のための基本政策として｢2000年工農生産

四倍増計画｣を策定､ ｢対外開放･対内活性化｣の思想に添って諸制度を改善する等

各種努力と経済建設を進めてきた｡西蔵自治区に於ても､これら経済改革と対外開放

政策の実効は著しく,国内総生産(RGDP)は､ 1985年の22.2億元(実勢価格)に対

し､ 1990年の38.9億元､また､ 1993年には57億元(実勢価格)と著しい経済飛躍を
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成し遂げてきた｡国民一人当たりRGDPも1985年の1,115元から1993年の2,488元と2

倍以上の成長を示している｡セクター別RGNPは,第一次産業が概ね50%を占め,吹

いで第三次産業が36.2%､第二次産業が14.8%である｡第一次産業の中では､牧畜と

耕種生産部門が夫々54%と44%,都合98%を占める.

西蔵自治区の国内給生産(RGDP)と国民稔生産(RGNP) 単位:万元

事 項 1985年 1990年 1991年 1992年 1993年 (指数%)

国内稔生産(RGDP)
農業

工業

建築業

通信/交通(運輸)

商業/貿易

国民総生産(RGNP)
第一次産業

第一次産業
第一次産業

222,377 389,450 457,270 494,Sol

108,675 195,023 210,063 224,530

21,247 37,200 44,214 49,696

58,251 70,450 100,902 1 10,006

12,221 22,362 2l,601 25,280

2l,783 64,415 80,490 85,285

177,600 277,000 305
,300

332,900

88,700 14l,000 155,000 165,900

30,800 35,700 41
,700

44,600

58,100 100,300 108,600 122,400

569,614

229,860

59,873

138,288

32,974

108,619

372,800

182,700

55,100

135,000

出典: 西戎自治区歳計年鑑(Ⅰ994)

.2.3
西蔵自治区の農業

西蔵自治区の農林業牧畜セクターの土地利用現況(1993年末現在)は以下に要約す

る通りである｡

西蔵自治区の土地利用額況

事 項 面積(ha) 占有率(%) 1993年利用実漬(ha)

総面積

土地利用:

農耕地

水田

畑

その内､港叔畑

果樹園

茶園

草原

その内､改良草地

その内､潅親筆地
森林面積

122,840,000 100.00

223,790 0.18 222,620

830 0.00

222,960 0.18

157,470 (70.63)
595 0.00

143 0.00

73,676,000

410,670

153,330

7,170,000

58.9

0.33

(37.34)
5.74

787

221,830

157,400

595

143

410,670

153,330

出典:西歳自治区統計年鑑(1994)

農耕地面積は､地域給面積の僅か0.18%相当､ 22.3万ha (333.93万畝)である｡水

田は830haのみで､他は,一般畑である｡畑の藩概受益率は70.6%%と全国平均の50%

に比べかなり高い状況である｡主要食糧作物は,大麦(青株)が仝耕地面積の43.3%

と概ね半数を占め､小麦及び豆類が合計で28%､また抽科作物が5%となっている｡自

治区の農業は,上述の通り地域経済の基幹をなすものであるが､実情は､伝統的地域

自給型の生産構造であり､生産性の低い営農が行われている｡従って,今後,市場経
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済体制の中に在って,地域経済の発展を推進するためには,生産基盤整備と併せ経済

効率の高い耕種の導入を図る等の抜本的構造改善が急務となっている｡

農業生産基盤及び農村インフラ施設整備情況

摘 要 単位 1990年 1991年 1992年 1993年

稔耕地面積
農業機械化:

機械沸起

機械播種

機械収穫

農村電化:

農村電力消費量

小型水力発電所

総発電容量

水利施設整備:

田畑有効澄渡面積
内,ポンプ港概面積

澄渡用井戸

草地荘洗面積

排水改良面積

(ba)

(ba)
(ba)
(ba)

(万KW仙r.)
(ケ所)
(万KW)

(ba)

(ha)

(眼)
(ba)
(ha)

222,500 222,900

17,070 22,900

29,980 36,250

3,940 4,050

1,428 1,620

203 221

13,700 36,900

136,720 1 13,290

6,230

137

152,380 175,710

223,790 222,620

2l,480

30,820

4,§20

2,815 1,790

219 191

18,300 25,800

8l,490 136,810

4,750 8,980

185

152,450

4l,570 3l,740 60,O10

藩政開発は､先に土地利用現況の項で延べた通り､仝耕地面積に対し157,400 ha

(耕地面積の概ね70%相当)について実績を持つ｡藩政施設整備は,河川の表流水を

利用した伝統的自然取水による重力藩政が全体の93.5%で､地下水またはポンプ亜概

は僅かで6.5%相当である.藩政開発面積に対し年間の実有効藩政面積は,各年の降雨

状況に影響されかなり大きく変動する｡近年､ポンプ港耽面積が暫時増加しているが､

不安定な自流水利用の不便に対処したものと推察される｡但し,ポンプ藩政には､動

力源となる電力(水力発電)が大きく不足しているため自治区政府では､表流水藩政

の機能改善を図り対処する方向で水利事業を進めているo

農業機械化率は､上の表に見る通り､最も機械化されている播種作業についても全

耕地面積に対し14%以下と低く､畜力(毛牛:yak)依存度の高い耕作が営まれてい

る｡農村電化は､発電量が未だ不足し給･配電に不安定要素が顕在するが､一応施設

整備が整っている｡

西蔵自治区の1992年及び1993年実績に基づく農業生産の主要品目及び生産量は､以

下の通りである｡

主要農産物の生産量(1991年実績) (単位:面積ha.生産量ton､単位収量torVha)

1 9 9 3 年 1 992年

農産物 作付け面積 捻生産量 単位収量 作付け面積 捻生産量 単位収量

食糧作物

小麦(秋蒔晩生種)
大麦(青株)
水稲

192,547 672,185 3･49 192,293 657･121 3･42

46,747 212,417 4･54 43,573 196･282 4･50

120,320 386,806 3･21 122,260 393,429 3122

945 3,889 4.1 1 l,127 3,905 3･46
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主要農産物の生産量(1991年実績) (単位:面恥､生産JtLOn,単位収itonha)

1 9 9 3 * 1 9 9 2 *

農産物 作付け面積 稔生産量 単位収量 作付け面積 捻生産量 単位収量

2,687 9,71 1

18,560 49,023

3,273 10,332

12,133 26,040

6,140 51,610

4,520 46,081

595 5
,26~8

143 131

ー

4

5

4

0

0ノ

5

ー

6

6

ー

ー

4

ー
00

9

つJ

つ】

つJ

2

00

0

oO

0

ー

2,670 6,688

18,527 44,975

1,207

i i.527 17,862

6,613 51,364

4,113 24,026

594 5,010

143 119

0

2

4

7

4

つJ

2

5

4

5

7

00

4

00

2

つ】
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ー

7

5

00

0

西蔵自治区の1992年及び1993年実漬に基づく畜産物の主要品目及び生産量は､以下

の通りである｡

主要畜産物の生産量 (単位:飼養乗数(万頭)
､生産量ton)

1 9 9 3 年 1 9 9 2 年

畜産物 飼養頭数 生産量 飼養頭数 生産量

産牛

馬
駐
屡
豚
山
綿
肉
牛
毛
卵
蜂

育 (豚牛羊飼養頭数)

午乳内

馬馬

羊羊

類
乳
類
類
蜜

536.93

203.98

34.54

14.40

1.71

19.69

567.80

1,144.81

102,500

132,000

9,299

1,476

J)_65

547.3(;

203.98

32.55

14.10

1.16

18.58

590.26

I,188.43

97,400

14S,200

693

出典: 西蔵自治区統計年鑑(1994)

2.2.4 西蔵自治区の中･長期社会経済開発計画

(1)農業開発政策

中央政府は､現行の国家開発政策の中で農業を経済社会開発の基礎と考え,以下の農

業振興対策を掲げている｡

1)農業開発投資の増加

2)農産物価格の調整

3)食糧作物生産区で専用備蓄制度の確立

4)農業生産資材の生産増強と安定供給
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政府は､西蔵自治区を｢中国西部少数民族開発途上地域重点開発投資政策｣の対象地

域として取り上げ､自治区地域の農業振興及び農村経済構造改善事業を推進する構想を

掲げた｡即ち､西蔵自治区は､実質的に新しい開発段階に入ったと言える｡

西蔵自治区社会経済開発10カ年計画は,以上の中央政府の開発政策並びに計画策定要

領に基づくもので､その開発理念は､ ｢今世紀最後の5年間を自治区地域が中国の特色

ある社会主義市場経済体制を確立する課程に於て引き続き発展する期間と考え､全面的

な経済振興と社会発展の促進によって自治区の近代化と社会経済水準の向上を図る｣こ

とを基本としている｡

(2)農業･農村開発の基本方針

西蔵自治区は､ 1980年代,特に後半の七･五計画から1990年代前半の八･五計画の実施に於い

て社会･経済の目覚ましい発展を遂げた｡中でも基本インフラである道路網は著しく整備され輸

送の便が極めて良好となった｡しかしながら､自治区の農業セクターは､開発資金の不足から

｢生産基盤整備の立ち遅れ｣ ､ ｢既存の生産支援施設の老朽化/更新費の負担増加｣ ､ ｢農業生

産物の貯蔵能力並びに市場流通に村応した輸送手段の不備｣ , ｢付加価値生産を支持する産業構

造または企業化組織の低迷｣ ､ ｢資産,資源､労働力の未活用部分が多く経済効率が低い｣等ま

だ多くの未解決の問題と改善の余地を残こしているのが実情である｡

以上､中央政府の基本指導方針と自治区の八･五計画までの開発実績並びに残された各種課題

に照らして構想された90年代後半(九･五計画)及び長期(10カ年計画)の経済社会開発の基本

方針は､概ね以下の通りである｡

1)自治区地域の各種生産部門の生産性並びに経済効率の向上を図ると共に産業構造の改善と近

代化を進め､中国の特色ある社会主義市場経済の中で地域の社会経済の活性化と自立を目標

とする｡即ち､地域に厳存する資源の合理的有効活用を開発の理念とし,農･工生産と･商

業活動の均衡のとれた総合経営体制の確立と発展を期待する｡具体的な対策構想は次の通り

である｡

① 地域社会･経済の基盤である農業及び畜産の生産増強と農家経済の安定を支持できる生

産基盤整備水準の向上を図る｡特に,農業用水の利用効率の向上を基本とした利水環境

/施設整備を行い､かつ,水資源利用管理の技術体系を確立する｡

② 地域の特性を活かした農業の多様化と集体承包(集落単位の協同経営)制の強化による

農業生産経営体系の整備を進め､農業生産の合理化と市場経済に相応した生産構造を創

設する｡

③ 工業､商業等企業活動についても経営に係わる諸制度･規範を整備確立し､経済連合体

と企業グループ化促進,私企業の振興育成等企業経営の合理化と市場経済に対応した企
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業構造の改善と活動の活性化を図る｡

2) ｢科教興墾｣をスローガンに置き､科学技術の研究開発と技術普及を重点的に推進するo生

産従事者の教育/訓練を徹底し､自治区全体の生産性並びに生産事業経営の質的向上を図る｡

3)生産増強と経営合理化による生産各部門の財政的自立を目指す｡特に､固定資産投資と投

資の運営管理を強化し,自治区地域の円滑な経済社会発展を期する｡固定資産投資につい

ては､農業基礎建設(農業生産基盤整備及び農業インフラ整備) ,既存企業の改善/改造並

びに基本建設工程及び予算管理の徹底を基本とする｡
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第三章 計画対象地域の現況

3.1.計画対象地域の概況

計画事業の対象地域である｢一江両河中部流域｣は､首都泣薩市(LhasaCity)を中

心に展開する,通称､蔵南谷地の中央部に在って雅魯歳布江(yarlungZangboJi皿g)及び

支流の年楚河(NianquHe)
､粒薩河(LhasaHe)淀城が該当する｡蔵南谷地は,土地資源,

水資源及び気候的環境に恵まれ､最近の社会インフラ施設整備と相侯って各経済セク

ターの発展が比較的順調に進捗しており西蔵自治区経済の中心地となっている｡

本計画地域を含む行政区域は､概ね東西500Km､南北220Kmの広がりを持ち､総

面積6.65万Km2 (西蔵自治区総面積の5.4%)である｡行政単位は,泣薩市､山南地

区及び日暗則地区で構成される｡実質､計画事業の対象となる行政単位は､撞薩市地

域は､以下の表に示す行政区分の内､首都の撞薩市と7県,また,山南地区は5県､日

噂則地区は日格別市及び6県となる｡末端の行政単位としては,全体で214ケ村が夫々

分布する｡

計画関連地域の行政単位

県赦市 鎮 郷 民族郷 市街地 村落住民

地 区 県敷 地区数 単位数 単位数 単位数 住民委員会 委員会

自治区合計 71 2 31 897 (8) 69 7.409

計画対象地域

撞薩市

山南地区

日略則地区

計画地域合計

7

2

7
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出典: 西蔵自治区統計年鑑(1994)

既耕地は､雅魯蔵布江､年楚河､撞薩河等の峡谷内に発達した沖積氾濫原及び河岸段丘に

在って合計】47,470haあり,自治区の総耕地面積の概ね50%を占める｡最近の農産物の

総生産量は約38万tonに及び､農業総生産値は12.4億元(農業従事者一人当り2,628元

相当)である｡森林は,自治区全体の森林面積の7】%を占める｡自然林は146,670ha,

また､人口林は8,670haである｡自然草地は4,667,000haある｡主要家畜の飼養頭数

は約400万頭で全自治区の17%に当たる｡

3.2 計画対象地域の社会経済現況

計画相象関連地域1市2地区の1993年末現在に於ける総人口は､ 125.18万人(自治区総人口の

54.7%)
､また,絶世帯数は約22万戸(平均世帯人口は5.75人/戸)である｡行政区域総面積

に村する人口密度は､ 18.82人/Km2と著しく過疎の情況が想像されるが､無人の原野と山岳を

除く可耕地及び開発可能な草原を対象とした実質生活圏の人口密度は390人/Km2である｡
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同年末の実就業者総数は, 58.44万人(地域総人口の46.7%また自治区労働人口の52%)である｡

部門別変革者は､夫々第一次産業47.26万人(地域労働人口の81%)
､この内､農林牧漁業従事

都よ:46.75万人(地域労働人口の80%)第二次産業2.92万人(5.0%)
,第三次産業8･26万人

り5.0%)である｡

計画対象関連地域の行政地区別人口(1993年) (単位:万人)

地区 B%^Bp

,}^#?%,欝一次去㌻嶺孟敦表)別製品人三呈産業
自治区合計 228.88 100.00 112.35

計画対象地域:

粒薩市 37.27 16.28 15.33

山南地区 29.62 12.95 14.36

日啄別地区 58.29 25.47 28.75

計画地域合計125.18 58.44

(54.7) (52.0)

88.52 88.14

10.12 10.04

12.16 12.15

24.98 24.89

47.26 47.08

(53.4) (53.4)

6.22 17.61

1.48 3.73

0.38 1.82

1.06 2.71

2.92 8.26

(46.9) (46.9)

出典:酉歳自治区競計年鑑(1994) 註:括弧内の数値は自治区の各項目人口に対する指数(%)である.

なお､計画事業対象地域の総人口は, 1994年現在約80万人あり,この内約93%カミチ

ベット族である｡農牧業人口は約59万人(52%) ,この内30万人が実質農牧業生産就
業人口である｡

1980年代､中国政府は､社会経済構造の近代化構想実現のための基本政策として

｢2000年工農生産四倍増計画｣を策定, ｢対外開放･対内活性化｣の思想に添って諸

制度を改善する等各種努力と経済建設を進めてきた｡西蔵自治区に於ても､これら経

済改革と対外開放政策の実効が著しく､地域経済の大きな飛躍を見るに至っているo

特に,西蔵自治区経済の中心である蔵南谷地地域､中でも一江両河中流域(農業稔合

開発県)では､近年､中央政府の重点農業開発投資(水利事業)の効果が顕著で以下

の表に要約する通り農業の総生産値が12.4億元と全自治区農業総生産値の54%または

自治区国内給生産の22% 相当を産み出している｡また,商業/貿易事業は､農業生産

の増強に直接関与し概ね6.5億元と地域主要産業総生産値の30%を占める迄に活性化さ

れた｡他方,地域の工業生産は,農産物が食糧作物に偏重しているため特別な開発が

伴わず低迷しているのが実情である｡

計画対象地域の地区別主要産業別総生産値 単位:万元

主要産業 投薩市 山南地区 日時則地区 合 計 比数(%)

農 業

工 業

建築業

商業/貿易
計画地域合計

29,111 33,327

4,510

10,067

44,211

87,899

3,275

1,228

2,022

39,852

6l,790 124,228

2,985

1,645

18,726

85.146

10,770

12,940

64,959

212,897
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出典: 西蔵自治区競計年鑑(1994)
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3.3 計画対象地域の農業

3.3.1計画対象地域の土地利用

西蔵自治区の農林業牧畜セクターの土地利用現況(1993年末環在)は以下に要約す

る通りである｡

計画対象地域の土地利用瑛況

事 項 粒薩市 山南地区 日時則地区 合 計

塵耕地

畑

その内､藩政畑

藩政率(%)
草原

その内､改良草地
港概草地

39,630 30,270

39,630 30,270

34,470 28,370

(86.98) (93.72)
1,587,330 1,590,000

28,000 6,670

2,000 8l,330

77,570 147,470

77,570 147,470

64,130 126,970

(82.67) (86.10)
3,749,330 6,926,660

35,330 70,000

51,330 134,660

出典:西義自治区統計年鑑(1994)

計画地域の既存耕地は,泣薩市,山南地区及び日客則地区の三行政単位地域の合計で

147,470haあり自治区総耕地面積の66%に相当するo これら耕地は,河川沿の氾濫原及

び河岸段丘を開墾したもので､全て畑地として利用されている｡畑地藩赦は,伝統的

な河川からの自然取水形式が主体となっているが､ヒマラヤ山系の氷河から流出する

水源に恵まれた地域に位置する関係もあって広く施設整備が進んでいる｡藩政受益率

は､山南地区が最も高く90%以上､また,他の粒薩市及び目客則地区でも夫々82%と86%

以上と全国平均の50%に比べ著しく高い状況である｡牧草地に対する塵概も積極的に

行われ,改良草地(70,000ha)のみならず低地に位置する自然草地も含め全体で

134,660 baに及んでいる｡

3.3.2農家の経営規模

計画地域の既存耕地面積と港概草地面積並びに農業就業人口と-農家当りの平均労

働力(3人)から概算した平均農家の経営規模は,以下の表に示す通り山南地区が大

きく2.67ha/戸､授産市及び日客則地区の場合は楯小さくなるが1.29-1.56haと中国

全土の平均規模に比べると3倍以上の経営規模が確保されている｡これら利用耕地の

他､各地区には山岳内に広大な自然草地が厳存しておるので各農家は実質的に更に大

きな利用可能面積を保有していると見倣せる｡

現在､計画地域の農家は､既耕地を中心に大麦及び小麦を主体とした自治区内の食

糧自給を対象とした畑作を行っている｡畜産は､一部専業農家もいるが大半は副業規

模で大小家畜の飼養をおこなっている｡壬立薩市郊外の農家は､都市近郊の立地条件を

活かし､近年,施設園芸(ビニール･ハウス)で読莱の生産を開始している｡また,

各地区では､近年の生産構造改善政策の一環として果樹等の振興が進められている｡
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農 家 の 経 営 規 模

事 項 粒薩市 山南地区 日略則地区 合 計

耕地給面積(ha) 39,630 30,270

農業就業人口(万人) 9.7 12.42

一人当り耕作面積(ba/人)
0.41 0.24

農家一戸当り耕作面積(ha/戸) 1.23 0.72

澄渡草地 2,000 8 1,330

一人当り草地面積(ba/人)
0.02 0.65

農家一戸当り草地面積(ha/戸) 0.06 l.95

農家平均経営規模(ha/戸) 1.29 2.67

77,570 147,470

24.68 46.78

0.31 0.31

0.93 0.93

5l,330 134,660

0.21 0.28

0.63 0.84

1.56 1.77

3.3.3耕種の栽培と生産現況

耕種の主体は主要食糧作物で､大麦(青株: Qingzhu)が77,530 haで全耕地面積の

62.4%､次いで小麦(主として秋蒔晩生種)が32,300ha (26.0%)作付けされ両作物で

概ね耕地の90%弱を占める.これら穀類の他､馬鈴薯が2,840ha (2.3%)栽培されて

いる｡その他の耕種では､抽料作物の菜種及び落花生の栽培が拡大してきている｡ま

た近年､乾期の毛牛(yak)及び乳牛用飼料として青刈り飼料が導入され､栽培面積

も合計で16,600ha (13.3%)とかなり重要な位置を占めるに至っている.

大麦及び小麦の地域内総生産量は､ 1993年実績で夫々304.7万tonと167.6tonあり､

自治区全体生産の78%以上が産出されている｡これら耕種は､以下の表に示す通り産

概受益効果も在って各地区とも4ton/ba以上と中国全体の平均を大きく上回る単位収量

をあげている｡

主要農産物の生産量(1993年実績) (単位:面執n､生産量(on､単位収itonha)

主要排種

枯 薩 市 山 南 地 区 日 塔 別 地 区

作付け 稔生 単位 作付け 捻生 単位 作付け 稔生 単位

面積 産量 収量 面積 産量 収量 面積 産量 収量

食糧作物

小麦(秋蒔晩生種)

大麦(青株)

トウモロコシ

豆類

書類
袖科作物

読葉

音刈り飼料

ll,720 55,319

19,340 65,302

2,290 5,877

1,340 2,350

2,520 4,784

430 16,885

1,580 6,648
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6l,678

1

6,556

4,763

4,087
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1l,030 56,494

43,480 177,683

31

2

00
.10
5

4

10,510 3l,678 3.10

210 2,550 12.14

6,270 15,677 2.50

530 16,270 30.70

250 413 1,65

自治区の農業は､上述の通り地域経済の基幹をなすものであるが,実情は､伝統的

地域自給型の生産構造であり,生産性の低い営農が行われている｡従って､今後､市

場経済体制の中に在って,地域経済の発展を推進するためには,生産基盤整備と併せ

経済効率の高い耕種の多様化と経営の集約化を図る等の抜本的構造改善が急務となっ
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ている｡

3.3.4畜産と生産現況

計画対象地域の畜産は､一部農家で専業化されているが､大半はまだ副業競模の家

畜飼養が一般的である｡ 1993年実績に基づく家畜飼養頭数及び畜産物の主要品目別生

塵量は,以下に要約する通りである｡

主要家畜の飼養数と出荷量(1993年実績) (単位:万要)

投 薩 市 仙 南 地 区 日 痕 EIIJ地 区

畜種 飼養頭数 出荷量 飼養頭数 出荷量 飼養頭数 出荷量 飼養頭数 出荷量

馬馬

羊羊

牛
馬
島
屡
豚
山
綿

62.63 53.73

3.18

0.12

1.44

2.63 l.28

43.14 19.67

58.17

46.21 6.13

1.90

0.48

3.64

2.97 2.27

43.16 41.01

116.83

88.60 8.71

4.24

0.15

6.76

0.10 0.13

143.49 122.24

317.97

197.44 68.57

9.31_

0.75

1l.84

5.70 3.68

229.79 182.92

492.97

出典:西戎自治区統計年鑑(1994)

註: 飼養頭数は1993年皮末現在の残存頭数,出荷量は1993年皮内の出荷量o即ち,年間捻飼

養頭数は両者の合計頭数である｡

主要畜産物の生産量(1993年実績) (単位: ton)

授産市 山南地区 日時則地区 合 計

他

類

類

の

乳

毛

そ

肉
肉
肉
乳
乳
羊
羊
羊
毛
鮫
皮

豚
牛
羊
牛
羊
綿
山
山
牛
牛
羊

毛
毛
髭

650 1.130 70 1.850

4,770

2,420

12,830

1,050

360

(万張)

6,170

5,070

25,370

3,080

I,080

110 180

30

140

70

20

180

l
o

l

0

0

0

′0

4

(X)

/0

-

′0

(1

6,050 16,990

I,160 8,650

25,560 63,760

12,350 16,480

I,810 3,250

290 580

120 150

100 400

190 260

110 170

860

260

出典:西歳自治区耗計年鑑(1994)

3.3.5藩政施設及び圃場基盤整備の環況

藩政開発は､先に土地利用現況の項で延べた通り,全耕地面積に対し126,970 ha

(耕地面積の86.1%相当)について実績を持つ｡但し､大半の藩政施設が河川の表流

水を利用した自然取水方式のため取水効率が低く,かつ,水路網の分水機能が不備で

ある点､また､藩政受益者の藩政技術が伝統的畦間藩政または水盆産概方式が一般的

で藩政水を大量に消費する等の技術的問題が顕在し､年間の芙有効藩政面積は､各年

の降雨状況に影響されかなり大きく変動し不安定な作付け情況にあるのが実情である｡
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末端開場については､永年の藩概耕作を通じて一応の均平化が整っているが,各圃

場一筆毎の面積は伝続的な開墾手法と適宜進捗した開墾のため大小不均一である｡こ

の結果,既存の末端濃放水路網の給水機能が阻害され水掛かりの悪い圃場が点在する

要因となっている｡従って､これら末端圃場の再整備は､今後の生産基盤整備事業の

中で十分留意を要することであり､また､合理的利水環境を整える意味に於ても重要

な課題である｡

3.3.6農業機械化整備及び農村電化の現況

農業機械化率は,以下の表に示す通り､最も機械化されている播種作業についても

全耕地面積に対し14%以下で低く､畜力(毛牛:yak)依存度の高い耕作が営まれて

いる｡農相電化は､各所に小型水力発電所を開設し各村とも一応の電化(家庭用照明)

体制が整っている｡但し,大半の施設は取水機能(自然取水方式)に難があり,かつ

また,発電量が未だ不足し給･配電に不安定要素が顕在する｡

農業機械化整備及び農村電化の現況

機械耕作 機械播種 機械収穫 農村用電量 総発電量

地区名 面積(ha) 面積(ha) 面積(ha) (KW/時) (KW僻)

投薩市

山南地区

日略則地区

地区合計

8,790

3,600

4,890

17,280

ll,860

2,680

13,990

28,530

600 0.223 1.847

I,370 0.697 2.262

l,800 0.232 2.229

3,770 l.152 6.365

3.4 滞撞農業開発区の概況

計画事業地域は,雅魯蔵布江(yarlung Zangbo Jiang)及び支流の年楚河(Nianqu

He)と粒薩河(LhasaHe)の所謂｢一江両河｣の中流域を対象とする｡この地域では,

現在､以下の通り三河川の流域に都合4ケ所の農業開発区を設置し農業生産基盤整備

並びに農村近代化整備事業が計画されている｡

一江両河中淀城農業開発事業区

流域名 開発区名 行政区中心

雅魯蔵布江

年楚河

粒薩河

① 雅干Ⅰ農業総合開発区

② 雅干Ⅲ農業総合開発区

③ 滴授産区農業総合開発区

④ 粒薩河農業開発区

粒久市

曲松市

日略則市

粒薩市

西蔵自治区人民政府は,以上の｢一江両河中流域農業開発区｣の事業化について､年

楚河流域の｢満授産区農業給合開発区｣をモデル開発事業地区として取り上げ第一次

の事業化工程を企画している｡満授産区農業総合開発区では､現在,年楚河上流域に
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政府の開発投資を得て満泣水庫(多目的ダム)の建設が進められている｡また,この

水庫の利水環境改善を基に既存澄渡施設の集統合と水利機能の合理化並びに藩政受益

面積の拡大等が構想されている｡

付図- 1
一江両河中流域農業開発区(概念図)

満粒濃区農業総合開発区の概況は以下の通りである｡

3.4.1流域の概況

年楚河(Nianqu He)は､雅魯蔵布江(yarlung ZangboJiang)の比較的大きな支流

の一つで､発源地は､ヒマラヤ北麓の康皆県に位置する桑旺湖である｡流路は､康馬

県､江久県､自朗県及び日略則市を通り､日暗則市の北で雅魯蔵布江に合流する｡河

川の総延長は217Km､河口と最源流部の相対比高差は1,322 mである.河川全体の平

均勾配は6%である｡上流部の桑旺湖から巴達間の平均勾配は11.3%､また,中流部

の巴達から沖巴涌河との合流点までの平均勾配は6.4%である｡下流部､沖巴涌河と

年楚河の合流点から河口間の平均勾配は2.2%である｡

年楚河の主な支流は､龍馬河,沖巴涌河､仁撞浦河,魯河､天就河,久布粒河等で

ある｡沖巴涌河は､江牧の上流8Kmの地点で年楚河と合流する｡合流地点から河口

(雅魯蔵布江との合流点)までの主河道の延長は10.84 Kmある｡流域絵面積は

ll,130Km2 (仝西蔵自治区総面積の0.93%相当)である.

雨粒農業開発区は､年楚河及び支流の峡谷低部に発達した河岸段丘及び氾濫沖積原を村象

として設置されている｡河岸段丘及び氾濫沖積原は､幾壇かの段差を持つが概ね平坦ま

たは極媛傾斜地である｡土壌は､所謂沖積土( Alluvial Soils)で概して肥沃である｡
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3.4.2気象

年楚河流域は､高原温帯半乾燥気候区に属する｡但し､地理的位置と季節風の影響

により降雨量は､時間的､場所的に非情に不均一である｡場所的に見ると降雨量は西

北から東南へ､即ち､下流域から上流域に向かって減少する｡年楚河の河口にある日

暗則観測所の年平均降雨量は413.3mmであるが､これより94Km上流の江久観測所

では294.3mmと大きく減少する｡降雨量は6月-9月の概ね4ケ月に集中し,年間稔降

雨量の概ね95%がこの間に観測される｡冬期11月-2月の降雨量は僅かに1%内外であ

る｡年平均蒸発量は2,527mmである｡多年平均月別降雨量及びその他の気象諸元は以

下に要約する通りである｡

多年平均月別降雨量(mm)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月年間合計

日略別観測所

江久観測所:

o.5 0.1 0.6 l.8 14.1 57.6 12.6 14.0 56.4 5.8 0.8 0.0 413.3

o.6 0.2 1.5 3.O 14.9 46.8 90.1 9l.1 41.1 4.6 l.2 0.6 294.3

計画地域の気象諸元

日格別観測所 江久観測所

多年平均降雨量(mm)
最大年降雨量(m)
最小年降雨量(mm)

多年平均年平均気温(Oc) 6.3

最高月平均気温(Oc)

最低月平均気温(Oc)
最大凍結深(m)
無霜期間(臼)

最大風速(m/秒)

3.4.3 水文

294.3

498.0

131.0

4.8

12.8

-5.1
1.01

年楚河及び主たる支流(龍馬河､沖巴涌河,仁粒浦河､魯河､天就河､久布粒河等)の

流域面積及び年間流出量は以下の通りである｡
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年楚河及び主要支流河川

河川名 流域面積(Km2) 年流出量(百万m3)

浬如蔵布河
龍馬河

漫如蔵布河本流

沖巴涌曲(河)
沖巴涌曲本流

康如普曲(河)
年楚河

仁粒普曲(河)
魯曲(河)
脂紙統曲(河)
薄就曲(河)
久惹曲(河)
年楚河本流

合計

3,030

775

2,255

2,864

I,624

1,240

5,23(;

275

386

745

1,436

905

I,489
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以上の河川の内,年楚河本流には日略則観測所及び江久観測所が設置され1961年か

ら現在に至る35年間の観測資料が保存されている｡また､支流の浬如蔵布河及び沖巴

涌河に夫々馬朗祐とに小南端が設置され最近19年間に亘る観測が行われている○

年輩河は,流域内の｢降雨｣ , ｢氷河/雪融け水｣及び｢ヒマラヤ山系で滴暮され

た地下水の湧出｣が水源となっている｡年楚河の多年平均及び確立流量(cy=0.24,

p=75%)並びに多年平均流出総量及び確立流出総量(cv=0.24, P=75%)は､次の通

りである｡

年楚河の流量及び流出量

流域面積

(Em2) 流量(m3/砂)流出量(億m3) 流量(m3/秒)流出量(億m3)

1 1,130 40.72 12･84 32･O 10･3

年楚河の記録上の既往最大の洪水は､ 1954年7月16日に発生している｡この洪水は

桑旺湖周辺で発生した雪崩が湖に入った特殊なケースで,このため澗の水位が異常に

上昇しピーク洪水流量が推定1万m3/秒に達し,しかも40数時間に亘ったと記録されて

いる｡被災人口は2万人､この内､ 400余人の死亡者を出している｡また､流失田畑

870ha､冠水田畑5,730haに及んだと報じられている｡

実測既往最大洪水は､ 1962年にあり最大洪水ピーク流量は571m3/秒であるoまた､

1987年8月28日に観測された洪水は､日格別観測所及び江牧観測所地点夫々で最大洪

水ピーク流量が344m3/秒と369m3/秒であった｡年楚河の確立洪水流量は､両観測所

地点で夫々次の通りである｡

西蔵-26



計画地域の既往観測洪水順位表 単位: m3/砂

日略削観測所 江久観測所

午/月/日 洪水量 年/月/日 洪水量

1962

1 987/08/28

I988/08/24

1966/08/3 I

I 977/08/27

1963

I 987/08/28

1

00

7

5

2

5

4

7

7

′b

5

′0

5

4

5

4

4

4

つJ

つJ

つJ

I 987/08/28

1962

I 986/07/26

1978/08/08

I966/08/3 1

I 988/08/24

I977/08/27

9

0

2

-

ー

7

2

′b

OO

4

4

つJ

O

9

つJ

2

2

2

2

2

ー

年楚河の確立洪水流量(ピーク流量) 単位: m3/秒

観測地点 p= 1/20年 p= 1/50年 p= 1/100年 p=1/1000年

El略別観測所 553 668 734 1,000

江久観測所 323 390 440 504

年楚河の流水の平均含沙量は1.56 Kg/m3であるo また､平均流沙量は32.3Kg/秒,

最大流沙量は34.3Kg/秒あり､年間総流沙量は102万m3と見込まれているo

年楚河の支流には20余座の小型藩政用水庫及び700余の小型貯水池が完成している｡

また,最大支流である沖巴涌曲(河)源流部には､自然湖(氷河湖)を利用した多目

的利用の大型水庫として｢沖巴湖｣が完成しており､発電､洪水調節,直概に供して

いる.更に,年楚河源流に当たる浬如蔵布河上流(江牧観測所から30Km)に,現在､

｢満粒水庫｣が国営水利事業の一環として建設中である｡この水庫は｡ 1998年末に完

成を予定している｡

年楚河二大水庫の概要

沖巴水庫(既設) 満粒水庫(建設中)

集水面積(Km2)

最大貯水容量(億m3)
調節貯水容量(億m3)

発電容量(万KⅣ)
港瀧受益(ha)

0

′b

つJ

O〇

一2

0

l

l

3.4.4 社会経済現況

年楚河淀城には､康馬県､江久県､自朗県の大部分と日略則市の2区4郷が含まれる｡

1990年現在の流域内総人口は､ 15.19万人あり､西蔵自治区総人口(218.05万人)の

6.97%を占める｡この内､農･牧業人口は12.12万人である｡農村労働力は5.62万人､

また､人口密度は13.65人/Km2である｡約90%の人口は,江久の合流点から下流部
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に集中的に在住している｡

年楚河及び主要支流河川の流域別人口分布(1/2)

河川名 流域面積 総人口 城市人口 農村人口

(Km2) (A) (A) (A)

浬如蔵布河

龍馬河

浬如蔵布河本涜

神巴涌曲(河)
沖巴涌曲本流

康如普曲(河)
年楚河

仁粒普曲(河)
魯曲(河)
脂紙統曲(河)
薄就曲(河)
久惹曲(河)
年楚河本流

合計

3,030 9,108

775 3,625

2,255 5,483

2,864 1 1,795 900 10,895

1,624 8,416 900 7,516

1,240 3,379 3,379

5,236 130,997 29,800 101,197

275 5,750 5,750

386 7,972
-7,972

745 13,981 13,981

1,436 23,149 23,149

905 41,992 20,223 21,769

1,489 38,153 9,577 28,576

ll,130 151,900 30,700 121,200

流域内の既存耕地面積は､ 46,970ba (自治区総耕地面積222,500 haの21.11%相当) ,

農業人口一人当りの平均耕地面積は0.31 haである｡実質総播種面積は21,210haで稔

耕地面積の概ね45%相当である｡

主要排種は､青株(大麦)
､小麦､豆類及び菜種(抽料)である｡

1990年の食糧総

生産量は105万ton (自治区総生産603.3万tonの17.3%相当)である.平均-畝当りの

収量は386Kgであるo

家畜飼養頭数は87.8万頭(自治区給頭数2,251万頭の3.9%相当)である.農家人口

一人当り平均飼養頭数は5.78頭/人で､自治区平均の10.3頭/人に比較して概ね56%

相当に当たる｡

計画地域1990年度の農工業総生産値は約17,450.72万元である.セクター別総生産

値は次の通りである｡なお､農村人口一人当り年間収入は570元である｡

捻生産値(万元) 指数(%)

業
業
畜
業
業
計

農
林
牧
副
工
合

10.855.23 62.21

163.0(i 0.93

4,132.58 23.68

685.63 3.93

1,614.22 9.25

17,450.72 100.00
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第四章 開発計画の概要

4.1 計画事業の背景

中国中央政府においては､ 1991年3月の第七期全国人民代表者会議において､国民

経済社会発展10カ年計画(1991-2000年長期計画)並びにこれを基本目標として､

具体的達成目標を定めた第八次五カ年計画(1991-1995年中期計画)を推進してい

る｡この中期計画の主要項目の中に｢農村地域総合開発の強化｣ ､特に､中国中･西

部地域の貧困農村の復興対策及び少数民族自治区の重点開発が取り上げられている｡

また､第八次五カ年計画に於ける農業セクターの使命として､既存耕地の｢中低産田

改造(低･中生産性耕地の生産基盤整備)と農業適地の開墾｣並びに｢重点農業開発

地区及び荒地､干拓/開墾における水利建設の強化｣がうたわれている｡

計画事業の対象地域は､雅魯蔵布江(yar】ung Zangbo Jiang)及び支流の年楚河

(Nianqu He)
,泣薩河(LhasaHe)流域に位置する西蔵自治区農業の中心地である.

本計画地域を含む行政区域は､自治区の首都である撞薩市を中心に東西500Km,南

北220Kmに展開する.地域の総面積は､ ll,130Km2で､西蔵自治区総面積の0.93%

を占める｡行政単位は,撞薩市､山南地区及び日略則地区で構成される｡撞薩市地域

は､首都の泣薩市と7県､また,山南地区には5県､日略則地区には日塔則市及び6県

が含まれる｡末端の行政単位としては, 214ケ村が分布する｡地域の総人口は､ 1994

年現在約80万人あり,この内約93%がチベット族である｡農牧業人口は約59万人

(73.7%)
,この内30万人(農牧業人口の50.8%)が実質農牧業生産就業人口である｡

既耕地は､雅魯蔵布江､年楚河,粒薩河等の峡谷内に発達した沖積氾濫原及び河岸

段丘に在って総面積は147,470 haあり､自治区の絵耕地面積の約50%を占める｡最近

の農産物の総生産量は38万一onに及ぶ｡また､農業捻生産値は12.42億元､農業従事者

一人当りの換算値は2,628元相当である｡森林は､自治区全体の森林面積の71%を占

める｡自然林は146,670ha､また､人口林は8,670haである｡自然草地は4,666,670ha

ある｡主要家畜の飼養頭数は,仝自治区の17%に当たる約400万頭である｡

この地域では､最近10年間に亘って中央政府の開発投資を得て農業､林業､牧畜､

工業､交通､エネルギー開発(水力発電)及び環境保全(特に砂漠化防止対策)等の

開発事業が進められてきた｡しかしながら､自然的要因と財政的制約があって､計画

対象地域に既存する豊富な自然資源を未だ十分に開発利用できず､地域経済の飛躍的

発展を支持するまでに至っていないのが実情である｡

1990年､西蔵自治区人民政府は､以上に鑑み､既耕地の再開発/生産基盤整備を重

視し､今世紀末を目処にこの地域を村象として農･牧畜商品生産基地建設,所謂､

｢一江両河(雅魯蔵布江､年楚河及び撞薩河)中部流域重点農業総合開発計画｣を企

画し､計画の事業化について各種の調査,検討を進めている｡中国政府並びに西蔵自
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治区人民政府は､今後この計画事業の実現に対して日本政府の技術協力並びに有償･

無償の資金援助を強く希望している｡

4.2 計画事業の概要

計画事業地域は､雅魯蔵布江(yarlung Zangbo Jiang)及び支流の年楚河(Nianqu

He)と泣薩河(LhasaHe)の所謂｢一江両河｣の中流域を対象とする｡この地域では､

現在､以下の通り三河川の流域に都合4ケ所の農業開発区を設置し農業生産基盤整備

並びに農村近代化整備事業が計画されている｡

一江両河中流域農業開発事業区

流域名 開発区名 行政区中心 計画対象面積(ba)

雅魯蔵布江

年楚河

壬立薩河

① 雅干Ⅰ農業総合開発区
② 雅干ⅠⅠ農業給合開発区

③ 満授産区農業総合開発区

(多 投薩河農業開発区

粒久市 69,630

曲於市

日略則市 118,270

泣薩市 164,230

合計 352,1300

西蔵自治区人民政府は,以上の｢一江両河中流域農業開発区｣の事業化について,･年

楚河流域の｢満撞港区農業捻合開発区｣をモデル開発事業地区として取り上げ第一次

の事業化工程を企画している｡満授産区農業総合開発区の水利施設整備情況は次頁の

添付資料に示す通りである｡

4.2.1開発の基本方針

本計画は､前述の地域社会経済の現況と開発のニース○に鑑み､ ｢機能低下の著しい港

概施設の改修｣及び｢濃概区地域の水資源の再開発と利水の合理化双方の村策｣を検

討し､水需要と供給の均衡を前提とした最も合理的,かつ,効果的利水体系と技術的

規範を確立する｡港概の合酎ヒには､既存水路網の集･統合に整合する既存圃場の再

整備が必要と考えられている｡また､圃場再整備については､近年,顕在化してきて

いる砂丘の発達/移動に伴う既存耕地の荒廃防止対策として防風林の植樹/設置や砂

丘部位の植生回復が構想されている｡更に､本計画では､以上のハードウェア一に係

る技術的対応と併せ農業生産技術普及並びに支援制度の強化･徹底を図り､経済効率

の高い農業生産の多様化と集約化を進め､地域経済の構造改善と地域社会経済の発展

を基本的な開発理念としている｡
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付図－3年楚河流域の水利施設情況

乱歳匂治区年楚河流域位置回

西蔵自治区年楚河流域位置図

年楚河流域満拉灌区農業総合開発区
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なお,計画事業の目標達成を目指す開発戦略は,以下の通り構想されている○

① 雅魯蔵布江､年楚河及び泣薩河夫々の既設堤防(財政的制約から設計基準が1/10

年確率を適用)を嵩上げし､洪水防御態勢を整える｡

また､泣薩河については､上流域に｢穿多水庫(多目的ダム) ｣を建設し､粒

薩河流域の農耕地及び泣薩市の洪水災害保全を図ると共に泣薩河農業開発区の

利水環境の改善による農業生産基盤整備の徹底並びに流域内の生態系保全(砂

漠化防止)の態勢を整える｡

② 機能的に効率の低い既存水利施設の改修と新規取水工及び港概水路網の再整備

を進め､地域経済の基幹となる農業の持続的発展を支持すると共に社会経済インフラ

施設(農道を含む地域幹線道路､農村給水施設､小水力発電施設等)の恒久的

保全対策を完全なものとする｡

③ 農業生産の体質改善,特に､港概農業技術の革新により気象災害に強い体質創

りを行い農業生産の安定と増産による農業経営の改善と農家の財政的自立/強

化を図る｡

④ 以上の農業生産と併せ,伝統的な畜産の近代化と拡充を振興し,地域農業の生

産構造の改善と地域農業部門の持続的経済発展を期する｡

⑤ 近年,特に顕在化してきている砂丘の発達/移動に伴う可耕地の荒廃問題に対

し防風林の植樹や砂丘部位に村する草種の植栽を行い峡谷平原部の砂漠化防止

を図る｡

4.2.2開発の目的と目標

本計画は､ ｢一江両河中部流域農業総合開発計画｣地域の-市(粒薩市) ､二地区

(山南及び日略則両地区)に既存する資源と開発の潜在力を充分に活用し､環境保全

型集約農業･農村開発を進め､地域経済の発展､地域住民の生活水準の向上並びに生

態系と農業･牧畜生産環境の双方の均衡を目指したものである｡また,本地域の総合

開発計画をモデル事業として位置付け､ 20世紀から21世紀に跨がる西蔵自治区の社会

経済発展の技術的基礎を確立する構想がもたれている｡特に､生態系の回復には､懸

案となっている砂漠化防止対策に重点が置かれている｡

(1)短期的目標

本計画事業は,西蔵自治区の農業(総耕地面積約222,260 ha)の近代化を推進する

ための示範として重点的農業･農村開発を構想したもので,以下の事項を目標に置い

ている｡
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① 既設の農業生産基盤施設を改修/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を

整える｡

② 港概排水施設の増設/整備を行い､不安定な気象環境の中で発生する気象災

害等の低位生産阻害要因に村し抵抗性の強い農業生産構造を創設する｡

③ 以上の機能的便宜に立って農業生産技術の革新と普及を進め､農業生産の増

強と農家経済の向上/改善を期する｡

④ 以上の耕種栽培の拡張と併せ畜産の振興を図り農業生産構造の多様化と地域

農村経済構造の改革を推進する｡

(2)中･長期的目標

本計画事業は,国家社会経済発展の開発政策に沿って構想された｢農村地域総合開

発の強化｣
､特に､中国中･西部地域の貧困農村の復興対策及び少数民族自治区の社

会経済開発の一拠点と考えられている｡従って､本開発事業は,今後の西蔵自治区地

域全体の農業及び農村総合開発計画を推進するための示範的械能と国家の食糧政策と

地域経済発展構想の成就に対し大きな波及効果が期待されるものである｡

4.2.3計画事業の枠組み

西蔵自治区人民政府が構想する｢一江両河中部流域農業総合開発計画｣は,西蔵自

治区｢蔵南谷地地域｣の内,主として水源を雅魯蔵布江及び年楚河､泣薩河等に求め

る地域を対象に砂漠化防止対策と山岳草地の保全を含む農業生産基盤整備並びに農業

生産構造の改善(多様化)を構想したものである｡計画の基本となる事業項目は､概

ね次の通りである｡

① 地域内河川の上流域に大小水庫または貯水池を建設し,洪水調節､藩政用水の

確保,小水力発電等に村処

② 既設堤防の嵩上げ並びに新規の築堤を行い洪水防御の徹底を期する

③ 河川からの取水施設整備と給･配水機能の改善

④ 港概･排水路網の整備及び用水管理棟能の改善

⑤ 河川流路に沿って築堤または既存の堤防の補強による洪水防御対策の強化

⑥ 末端圃場基盤整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による営農基盤

の拡充

⑦ 防風林等の植樹並びに砂丘地に対する草地改良/造成による砂漠化防止並びに

峡谷低部に既存する自然草地を改良し,現在､過放牧利用されている山岳草地

の保全対策を構じる

⑧ 地域内幹線道路,通信網､農村給水施設等,農村近代化のための基本インフラ

西蔵-33



施設整備

⑨ 施設園芸を含む耕種の多様化と畜産の振輿による農業生産構造の改善

⑲ 一次加工を中心とした農産物の付加価値生産と農村部の雇用横会の拡充

以上の戦略構想に基づき西蔵自治区人民政府が計画している開発事業の内容は以下

に要約する通りである｡

4.2.4開発目標

本開発事業の目標は､各生産分野について次の通り設定している｡

計画生産物の年間期待増加率

摘 要 期待生産年増加量(%)

農業生産:

食糧作物

肉類

乳類

抽料

工業生産:

農村工業

農業･工業合計

0

0

0

0

5

5

3

5

ー

ユ

ー

以上の開発目標に於ける農村人口一人当りの所得については､年率11%の上昇を

期待している｡

4.2.5建設計画の概要

(1)水利施設

計画相象地域に於ては,現在､年楚河上流に濃概,発電､洪水調節用ダムとして

｢満泣水庫(貯水容量1.55億m3) ｣が建設中である｡この他､雅魯蔵布江の主要な支

流である年楚河及び撞薩河の亜支流各河川上流部に100万m3-300万m3の小型水庫

(ダム) 12ケ所(内､ 4座は既に建設が完了している)と中型水庫2ケ所の建設が計画

されている｡これら水庫による新規増加貯水量は合計で1.7-1.9億m3)が期待されて

いる｡

港概施設については､現在, 36ケ所で自然取水(幹線水路総延長811Km)してい

るが､これらを集競合して合理的な藩政体系を確立する計画である｡なお､以上の港

概施設整備には､補助的に揚水機場6ケ所(内､ 2ケ所は建設済み)を設置し自流港叔

の出来ない地区の藩政を行う計画を含む｡
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(2)洪水防御(堤防)

上記水庫の建設と相侯って河川両岸に構築された堤防の嵩上げ及び新規の築堤を行

い､特(･こ､氾濫原に位置する港概耕地約106,670ha及び林地31,330haの保全を図るc

(3)土壌改良(地力保全/耕土培養)と耕地基盤整備

計画対象地域可耕地の土壌は砂岩及び砂襟岩を母材とした無機質土壌で相対的に地

力の乏しい低位生産土壌である｡重点的に土壌改良(耕土培養)を必要とする面積は

82,000baある｡また,現在､比較的多収穫を得ている既耕地の内､約31,330haについ

ては土壌の肥培管理(地力保全)を徹底し持続的農業生産の増強/安定を図る｡

洪水防御及び藩親閲発による可耕地6,670haの新規開墾を進め農家の営農規模拡大を

図る｡また,耕地基盤整備を進め商品化食糧(大麦及び小麦)及び経済作物(特に油

量作物の菜種)の生産振興を推進しする｡これら作物の生産振興には､地区内の要所

に特別生産基地(生産団地) 10ケ所を建設する｡これら耕種の振興対策として優良品

種の種苗生産圃場4,670baを新設し普及支援する｡

(4)畜産振興

毛牛(ヤーク)
､黄牛､緬羊､乳牛及び養鶏の振興を目的に以下の対策を構じる｡

① 牧草を含む飼料作物用圃場8,670haの整備

② 自然草地60,000baの改良

③ 良質牧草品種の種苗生産基地3ケ所､ 450baの整備

(5)林業開発

計画対象地域では､近年､砂丘形成が著しく,耕地並びに社会インフラ施設の保全

と砂漠化防止対策が必須課題となっている｡林業開発は,これら砂漠化対策の一環と

して江南防風林､責噴-桂薩防風林､日塔則-粒牧防風林及び日略則-江牧防風林を

中心に林帯形成を構想している｡また,耕地の後背地で港概が可能な地域に経済効率

の高い果樹の振興を図る計画である｡

造･植林計画

摘 要 計画面積(ha)

防風林

経済林(含､果樹)

集落周辺の緑化

苗圃
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(6)読菜生産基地

近年､泣薩市の近郊において簡易ビニール･ハウスによる読菜生産が開始されてい

る｡しかし､これら施設では､まだ冬期間の継続的栽培ができず､従って､冬期の端

境期の生鮮野菜は主として四川省方面からの供給に頼っているのが実情である｡自治

区政府では､以上の現況に鑑み､既存の読粟生産地区を更に拡充整備し就業の地域内

自給体制を整える計画である｡

本計画事業では､粒薩市近郊農家を中心に施設園芸を振興し､開発稔面積約170ha

の就業生産団の地形成を進める構想である｡内訳は,ビニールハウス約65ba及びビニー

ル･マルチング等の保護地栽培面積が105haである｡

この他､関連施設として泣薩市の市場内に生鮮野菜の保冷倉庫の建設が構想されて

いる｡

(7)農村工業開発

西蔵自治区の場合､余剰農産物の商品化には地理的に自治区内外の市場への距離的

問題と輸送手段の運行管理が大きな制約となっている｡従って,農業,牧畜生産の振

興村策には,将来の余剰農産物の市場流通管理体制の強化と加工(付加価値生産)技

術の確立が重要な課題となる｡また,直接的に農業､牧畜振興の手段として飼料工場､

機械修理工場等の機能拡充が必要となる｡現在､自治区政府が構想している農村工業

建設計画は以下の通りである｡

農村工業建設計画

計画件数 建設予定地

公
加
品
工

理工

給
油
食
加
場
修
手

懲
用
族
料
殺
機
族

械
食
民
飼
屠
農
民

場

場工

司
工
加
場

(食肉加工)

工場(整備拡充)

莱

ー

3

-

4

4

-

l

日
日
撞
在
社
粒

U.り貝貝

ヽ

暗
略
薩
薩

.江牧､泣牧

日略則,江牧､粒牧
薩､日啄則,江牧､粒牧

薩

(8)科学技術研究及び成果の応用

なお､自治区には,以上の計画事業の推進と農牧及び林産経営を円滑勝効果的に行

うためには次の事項に係る技術体系の確立が課題として残されている｡

① 作物,牧草及び果樹等の優良品種の導入と適用･選抜試験

② 良種生産と種子加工技術

③ 種苗育成と種苗管理技術

④ 緬羊の品種改良と新品種導入/選抜技術
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⑤ 散水藩政､点滴藩政等を含め合理的節水潅概及び施設管理技術

⑥ 施設園芸とマルチング栽培技術

⑦ 太陽エネルギーの農業生産応用利用

⑧ 乾燥地農業の対策技術(非在敵地域/天水畑の耕種栽培技術)

⑨ 砂漠化防止対策(砂丘地の植生回復技術)

⑲ 無港概条件下(天水栽培)での植林対策技術(山岳地の植生回復技術)

⑪ 中･低位生産畑の改善/改良村策技術(耕土培養及び地力保全村策技術)

⑫ 農地類型/分類に係る技術体系(土壌調査と土地分級に係る基礎技術)

⑬ 港親水路の漏水村策技術

4.3 開発事業のインハ○クト(効益)

計画事業の実施に伴う直接及び間接的波及効果(Inpacts)は,概ね以下の通り期待

できる｡

4.3.1社会便益

水資源利用の合理化により,現在の実質藩政率60%内外から100%保障を可能とする｡この結

果､農家の安定的かつ持続的農業生産増強が可能となり,農家の財政的自立と農業を基本とし

た農村工業が振興され地域経済並びに社会労働雇用機会の拡充が期待できる｡また､節水港概

技術の確立と普及は,大きな水資源の利用余剰を産み､地域工業開発並びに都市地域開発に育

与する｡これら地域開発の進展に伴う経済発展と地域の雇用機会拡充は､計画対象地域のみな

らず広く西蔵自治区地域の社会･経済便益として高く評価できるものである｡

また,各河川からの取水機能が整備されれば生活用水の質的改善と量的増加が約束され,也

域住民のと保健衛生環境を整え､生活環境が著しく改善する｡また,洪水防御対策は､地域の

公共資産並びに各種生産活動を保全し､かつ､地域住民の生活環境を快適ならしめ労働意欲の

昂揚を助ける効果が大きい｡

4.3.2経済便益

藩政農業の開発と港概技術の合理化は､制約された耕作規模の中で農家収入の倍増

を可能にし､更には､地域経済の安定的発展を保障する｡また､港概技術の合理化に

ょる節水の結果産み出される余剰水は､更に可耕地の開墾を容易にし､かつ､農村地

域の工業開発並びに市街地域の開発を直接的に支持できるポテンシャルとなる｡これ

ら地域開発の進展に伴う経済発展と地域の雇用機会の拡充は,計画対象地域のみなら

ず広く西蔵自治区地域の社会･経済便益として高く評価できるものである｡
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4.3.3環境便益

計画事業地域は,高山性冷涼･半湿潤気候区に属する｡特に､不安定な降雨環境は､

現在､農業生産の最大の阻害要因となっている｡従って,水資源開発並びに藩政施設

整備事業は,この地域の農業,譲いては社会･経済発展を支持する上で必要不可欠で

ある｡水資源の利用合理化の結果として緑化面積が拡大し､地域住民の生活環境が大

きく改善される｡また､自然環境についても生態系の保全が容易になる｡以上の環境

改善は､必然的に生産活動を刺激し,この地域の社会･経済の活性化と発展に大きく

寄与する｡また,藩政農業を中心とした土地利用は,新たに良好な自然環境を創設し､

結果的には人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれた生態系が形成されるものと

考えられる｡

地域社会経済環境については､本開発事業の推進により農業及び農村の経済環境並

びに生活環境が大きく改善できるものである｡

4.4 計画事業実施体制

4.4.1事業実施機関の組織機構

実施機関名: 西蔵自治区水利局､自治区一江両河開発建設委員会並びに市/地区

一江両河開発建設管理局

西蔵自治区人民政府は､その機構内に農業委員会､計画委員会､科学技術委貞会､

水利局､農業局,建設局等関連部局の幹部からなる｢一江両河開発建設委員会｣及び

｢一江両河開発建設委員会弁公室｣を組織し､ ｢一江両河中流域の農業総合開発事業｣

をはじめ蔵南谷地地域の経済開発事業に係る技術的項目について基礎的研究,実証試

験及び技術普及等の実施と開発事業の運営管理を行っている｡

本計画事業の推進には,上記｢委員会弁公室｣の監理下に撞薩市,日略則及び山南

地区夫々の行政単位が｢市/地区一江両河開発建設管理局｣を組織し,各行政区内の地

域開発/農業開発を行っている｡県単位の開発機構としては｢県(区)一江両河開発

建設弁公室｣が組織されている｡

以上実施機関の組織機構並びに計画事業の実施体制は､別紙添付の資料に示す通り

である(付図-2: ｢西蔵自治区一江両河中流域農業結合開発事業の実施機関組織機構｣参照) o

4.4.2実施機関の機能と業務内容

西蔵自治区の｢一江両河開発建設委員会｣は,自治区人民政府機構の中に副自治区

長を主任とし､各関係庁から開発担当部局長が委員として参加し運営される｡

｢一江両河開発建設委員会弁公室｣は,以上の事業連営委員会の指導下で開発事業

実施/運営の実務機関として機能する｡この事務所の要員編成は,各関係庁からの技
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術及び行政担当要員が出向して適宜稼働する方式が取られている｡また､市/地区の

｢市/地区一江両河開発建設管理局｣及び県(区)の｢県(区)一江両河開発建設弁公

室｣は､夫々行政単位の組織機構の中の技術要員を徴用して機能している｡

夫々の組織機構の活動範囲及び業務内容は､以下40頁の添付資料｢西蔵自治区一江

両河中流域農業総合開発事業の実施機関組織機構図｣に示す通りである｡また､本計

画事業の主幹を成す水利事業の管理組織機構は､以下41頁の添付資料｢西蔵自治区の

水利事業管理組織図｣に要約した通りである｡

4.4.3政府指導機関

計画事業の推進に係わる技術統括及び行政上の指導･監理は,中央政府にあって

｢水利部｣が行う｡

4.5 開発事業実施に係わる情報

4.5.1上位計画､長期計画等との関係

本開発計画は､現行の｢国民経済社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣の中で､特

に､重視している｢農村地域総合開発の強化｣ ,特に,中国中･西部地域の貧困農村

の復興村策及び少数民族自治区の重点開発事業推進の一翼を担うものである｡

西蔵自治区の中･長期社会･経済開発計画に於ても,計画事業地城は,自治区地域

の自給食糧生産基地建設の中心として位置付けられ,かつ,自治区地域の農･工業の

相互発展を期待する地域開発重点地区として選定されている｡

4.5.2中国政府機関の関心,優先度

本計画は､ ｢中国中･西部地域の貧困農村の復興対策及び少数民族自治区の重点開

発計画構想｣に沿う辺境開発事業の一つとして､既に全国人民代表の批准を得ており,

開発実施効果の高い事業として評価されている｡また,国家計画委貞会に於ても､隣

接する諸外国(インド､ネパール,パキスタン､パーマ等閑発途上国)との接点に在っ

て中国西南部の村外貿易と国際経済圏に関与する地域開発の一つとして本計画の開発

ニーズと事業化の緊急性を評価し最も高い優先順位を与えている｡

4.5.3当該案件に関して他の援助国,機関等の動向

本計画事業並びに農業･農村地域開発関連の開発計画には,現在までのところいずれ

の援助国､国際機関等の支援は行われていない｡中国政府並びに西蔵自治区人民政府

は､本開発事業を日本政府の技術協力並びに経済協力(年次無償資金協力並びに第五

次円借款)を得て実施に移したい意向である｡
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付図-4 西蔵自治区一江両河中流域農業総合開発計画

事業実施及び管理組織機構

技術要員数: 10-20人
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付図_5 西蔵自治区の水利事業管理組織
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4.5.4事業実施に対する日本政府からの協力支援に対する期待

本計画事業を統括する中国水利部並びに西歳自治区人民政府は､開発調査､即ち

｢二江周舟中一菰竣の_農款地風_I__5
_Q,_O_O.O__h_?__全体.を社象_ど-_した環麓保全一型集約農裳∴農_W_

麓合_開発基本.託_i___(マスタープラン)の 莱_定｣‥並班に鹿激.施設改修_∠改善-g)_
_必要度上

巌急偲g)_最ゝ?=_｢典型区…_(層蔵且汝区人民政府で漣計画婁裳地鳳に最想_して_セ_1_る_4風発

区のI内ユ._隼麓_河鹿域_の親放漫区農業_総合開_発一区_を_選一定ILて_ゝさ_る

婁業_g)_真施_計画"iフィージビリティー･スタディー

についてモデル 開一発

調_餐_)=｣___q?_真一施_に対する日本政府

の技術協力と次いで計画事業の実施に村する経済協力(年次無償資金協力並びに第五

次円借款)を期待している｡

(1)中･長期専門技術研修

日本政府が技術協力の一環として実施している中･長期専門技術研修計画の内､以

下の項目課程について計画事業要員の技術訓練を希望する｡

① 澄渡施設の改良･修復並びに末端圃場基盤整備技術

② 港蔽･排水施設の維持管理技術

③ 農事技術普及技術

(2)日本政府に期待する開発調査に係わる技術協力

名

名

名

1

1

1

1) ｢一江両河中流域農業給合開発基本計画(マスタープラン)の策定｣と｢開発典

型区のフィージビリティー.スタディー調査｣の実施

一江両河中流域農業総合開発基本計画(マスタープラン)の策定と開発典型区の

フィージビリティー･スタディー調査の実施については､概ね次の事項に対する日

本政府の技術協力･支援が期待されている｡

① 水資源利用計画

･各河川及び支流域に大小水庫/貯水池の建設を計画

･地域各河川の利用可能水量を基に水源施設(取水工の拡張,改善)を設計

･各港区について既存藩概施設の集･統合計画を策定し､夫々港概用水(義

流水/地下水)の合理的水配分を設定

･水利施設の維持管理体制(令,堆砂対策)の確立

② 港概施設の改良･修復計画

･機能低下の著しい港概･排水施設の修復と改善計画(含､水路/構造物の

堆砂村策)

･用水機場の改良と修復計画(含､エネルギー節約村策)

･末端港概･排水施設整備(含､節水対策)並びに末端圃場整備計画(含､
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農道網整備)

③ 藩政･排水施設の維持管理体制の確立

･末端圃場に於ける港概方式の確立と港概技術普及計画

･輪番藩政と港概運営/管理組織計画

･藩概/排水施設の維持管理体制の確立(含､維持管理費の受益者負担制度

/水利費)

④ 一江両河中流域農業開発計画の策定

･節水､省エネ対策と農産物の増産計画

･耕種法の改善(澄渡農業､耕土培養/地力保全等の土壌改良村策)計画

･農業機械化計画

･耕種の多様化と輪作体系の確立

収穫後処理施設整備計画

･農業技術普及体制の強化拡充計画(特に港概農業技術)

･農産加工(特に一次加工)施設整備計画

⑤ 計画事業地域の農村施設整備計画の策定

･農村基本インフラ施設整備計画(幹線道路,上･下水道施設等)

･生活環境整備(含､集落施設整備並びに線化､廃棄物処理施設等)

(む 環境保全計画

･土壌侵食及び砂丘形成阻止対策

･水利施設の堆砂処理と耕地保全(耕土培養と地力保全対策)

･自然環境の保全(砂丘地の植生回復及び山岳自然草地の保全対策)

2)調査の実施期間

調査実施の期間は､ 1996年から1997年に亘って行う｡調査の実施工程は以下の通

りである｡

調査の実施期間

年度 1996年度 l997年度

月
4:5 6 7 8 9 10 Eq 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 1l 12 1 2

政府間

調整

●

次協義 JIC k事胡
u

l

.喜l
■

n

本格

調査

u

輿
■
:型区

n

I
V)実
u

I

壷計画

n
u

(F
I

∩

E3E3
u

凡例: + 現地調査作業
･

･国内作業
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3)調査団の構成と作業期間(人/月)

調査団の構成と予定作業期間(人/月数)は以下の通りである｡

調査団の構成と作業期間(人/月)

1995年度 1996年度 合計(人/月数)

調査団の構成 現地 国内 現地 国内 現地 国内

総括/農業諸制度･組織

気象･水文

地質･地下水

土壌･土地利用

栽培/農業機械

畜産/農産加工

水資源/河川管理

港概/排水

農村イ刀ラ

施設設計

農業経済･事業評価
環境評価

合 計

0

0
0
0
0
0
0

∩
)
0
0
0
0
0

0

0

0

5

0
5

0

0

5

5

0

0

0

つ｣

l

l

1

2

1

2

2

ー

1

つ▲

ー

9ー
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

0

0
0

0

0
0

0

0

0

0

0
0
0

3

3

つJ

2

3

3

3

3

2

2

3

2

23

3.50

2.00

1.00

i.50

3.00

2.50

2.50

3.50

2.00

3.00

3.50

1.50

29.50

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
5
0
0
0
0
0
0
0

5
0

一

つ】

-

-

2

2

つ】

つ】

-

2

2

ー

02

0
0
n
U

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O
5
5
5
5
5

0

5

0

3

3
2

3

4

3

つ▲

3

2
つ
J

4

2

Qノ3

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

5

0
0
5

0

5

5

5
0

0

5

5

5

′0

5
4
3
′
b
5
つ
J
5
4
5
′
b
3

ー/b
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第五章 総合所見

5.1 技術的可能性

西蔵自治区一江両河中流域は､自治区の穀倉として,また､社会経済活動の中心と

して旧くから開発が進められて来た｡今後､この地域の社会経済発展を推進するため

には､地域経済の中心である農業生産構造の近代化と生産増強が不可欠である｡

西蔵自治区人民政府が構想している｢一江両河中流域農業総合開発計画｣は､最も大

きな制約となっている港概施設(流砂の堆積のため著しく機青巨低下している)の改修

/改善と水源開発(水庫/貯水池の増設)を進め合理的かつ効率的な利水環境を整え,

而して既開発の農業生産機能を更に向上させる構想となっている｡この計画事業は､

基礎となる自然環境並びに社会経済活動基盤が比較的整っているので､最新のの技術

をもって施設整備を行えば即効的に開発の効果が期待でき､目的とする持続的地域社

会経済の発展を支持できるものと高く評価できる｡

計画事業の実施については､ ｢標高の高いチベット高原の冷涼な気象環境の特殊性｣

を除き特段危倶する問題はない｡生態系を含む環境対策については､既存の開発の中

で生産活動と自然動植物の棲息条件が既に均衡していることが認められるので,今後

の開発に於ても実質的な弊害は発生しない｡唯一､特別の配慮を必要とする事項とし

ては､年間の耕作適期が気候的に制約を受ける自然環境下にあるので,事業化に当たっ

て､一部､耕作に工事の影響が及ぶ心配が残される点にある｡この点は､工事計画を

策定する上で十分保障対策を考慮する必要がある｡

5.2 社会経済的可能性

前述の通り計画事業地域には､既に開発された生産基盤があり､技術的な革新を進

めれば更に生産増強が期待できる余地を多く残こしている｡従って､制約要因となっ

ている水資源の合理的利水環境を整えれば､農業及び農村開発並びに生産基盤の改善

が容易となり､大きな稗益人口に対し高い効益が期待できる｡また､この地域の更な

る発展は,広く西蔵自治区の社会経済の発展を強く支持できるものと確信される0

5.3 現地政府､地元住民の対応等

西歳自治区人民政府の関係諸機関は,本計画を施行中の社会経済開発長期計画の中で

重要かつ緊急性の高い案件として扱い､非常に熱心に事業化のための基礎的観測､調査

等を進めている｡地域住民の本開発に対する期待も非常に大きく,計画事業の推進に積

極的である｡
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平成7年度ADCAプロファイ調査

西蔵自治区農業総合開発計画/河北省大行 山地区地域総合開発計画調査日程

調査団 本間進(日本工営(株)専門i技術部長)

金景(日本工普(株)嘱託)

水利部 馬用祥(水利部東北勘測設計研究院)

午/月/日 曜日ー 行動予定l 宿泊地 備考

5月10日 水

m

東京発-北京着

日本大使館,JICA表敬 北京 飯店

5月11日 木 午前､水利部/科技委表敬と打合せ

午後,北京から石家庄へ移動l
石家庄 車(河北省科技委)

5月12日 金 河北省科学技術委員会表敬.打合せ
H

午後,大行山地区-移動
i
N

‖

5月13日】

l

土 卜現場調査

H
M

石家庄

5月14日;
l

日 現場調査

l
刑台

5月15日 月 現場調査/資料収集

石家庄

5月16日 1火 午前､河北省科学技術委員会と協議 車

午後,石家庄から北京へ移動 北京 飯店

5月17日 :A
l

伽京から成都-移動
l
‖ l成都

102便,北京(10:00)-成都(12:25)

5月18日 i木
u

午前､成都-泣薩-移動

自治区水利庁と打合せ､資料収集 泣薩

o3便,成都(7:10)-泣薩(9:00)

5月19日 金 現地調査(雅干Ⅰ農業総合開発区)
山
H

日略則

5月20日 土

l

現地調査(満授産区農業総合開発区)

午後,現地から杜薩ヘ移動j泣薩l
5月21日 E日

t

現地調査(撞薩河農業開発区)

泣薩

5月22日 月 西蔵自治区水利庁と協議

i&#

i

l
l

5月23日 火 投薩から成都ヘ移動i m

⊆成都
!sz4402便､鵬(9:50)-成都(ll:20)
∩
‖

5月24日 ■水年前､成都から北京へ移動
q

n (氾0()倭,成都(13:20)-北京(l5:45)
‖

LtF後､科技委員会/水利部へ報告;北京
∩

卜華都飯店

5月25日 木 午前,日本大使館ヘ報告

資料収集､政府機関表敬 l北京

l

庫都飯店

5月26日 金

帰京

‖

l
l

!北京発NH-906便



資料-2

1.国家科学技術委員会

I)葉冬柏

2.水利部

1)何文垣

2)章 凌

3)呉濃悌

4)馬用祥

3.西蔵自治区水利局

I)劉長明

2)王同室

3)恰旺夢布

4)謝玉或

5)王同套

6)箔世東

西蔵自治区一江両河中流域農業総合開発計画

中国政府機関面会者リスト

国家科学技術委員会､国際合作司

水利部匡l際合作司

水利部国際合作司科技合作処

水利部国際合作司科技合作処

水利部東北勘測設計研究院規劃処

西蔵自治区水利局

西蔵自治区水利局農水農田科

西蔵自治区農牧林業委員会

西蔵自治区水利局

西歳自治区水利局

西蔵自治区水利局援載組

4.西蔵自治区一江両河開発建設弁公室

1)加 保

2)次登彰惜

3)王忠元

5.撞薩市人民政府

1)李逢春

2)楊漠元

3)次旺朗禿

6. 日略則地区

1)喬文周

1.在中国日本大使館

原川忠典

2.国際協力事業団中国事務所

河西 孝

西蔵自治区一江両河開発建設弁公室

西蔵自治区一江両河開発建設弁公茎

西蔵自治区一江両河開発建設弁公室

泣薩市人民政府

粒薩市人民政府農業開発項目管理局

泣薩市人民政府農業開発項目管理局

西蔵自治区日略則地区人民政府

在中国日本政府機関

在中国日本大使館

匡l際協力事業団中国事務所

3. JICA中国港概排水技術開発培訓中心

平田四郎

日高修吾

大原正裕

昆忠男

JICA中国藩政排水技術開発培訓中心

JICA中国港概排水技術開発培訓中心

JICA中国産概排水技術開発培訓中心

河南省黄河沿岸稲麦研究計画

日本処副処長

副司長

処長

副局長

科長

副主任

高級工程師

科長

副組長

主任

副主任

副主任

副市長

副局長

副局長

専貞公署

(地区長)

一等書記官

副所長

団長

専門家

協調貞

専門家



資料-3

1.西蔵自治区統計年鑑(1994)

2.西蔵自治区公路交通地図

収集資料リスト

西蔵自治区人民政府編,中国統計出版社出版

(1994年)

西蔵自治区測絵局稔編制､中国地図出版社出

版(1995年)

3.ナビゲーション･マップTPCG-9B (縮尺1/500,000)中国西歳自治区地域

4.西蔵自治区一江両河中流域農業開発区紹介 西蔵自治区一江両河開発建設委員会編

5.滴泣荘区農業総合開発基本情況 西蔵自治区一江両河開発建設委員会編

6.満泣港区農業総合開発区現況水利施設情況 山南地区一江両河開発建設管理局

7.満授水庫建設基本情況 山南地区一江両河開発建設管理局

8.粒薩市読菜保鮮､冷蔵項目建設可行性研究

報告書

9.関干申請建立奇底郷八勤神嘆生態農業示範

区項目的立項報告

粒薩市一江両河開発建設管理局編

撞薩市城関区農業開発項目管理局(1994年)

10.泣薩河流域農業総合開発項目日中合作項目 授薩市一江両河開発建設管理局

ll.ランドサブトイメ-シ中マッ7.(赤外線画像1/1,000,000)北京T)モセン･センター編制
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中華人民共和国

水利部国際合作司

西蔵自治区人民政府

一江両河開発建設委員会

西 蔵 自 治 区

一江両河中流域農業総合開発計画

開発調査実施要領(莱)

1995年6月

中 華 人 民 共 和 国

国家科学技術委員会



中華人民共和国西蔵自治区

一江両河中淀城農業総合開発計画

開発調査の実施要領(莱)

l. 計画事業の背景

1.1 中国の社会経済現況

1993年末の総人口は､ ll.85億人(なお､ 1995年2月16日総人口は12億人に達した) ､ 1984年以降

10年間の人口自然増加は約1.42億人､年平均人口増加は1.2-1.3%で推移している｡男女別人口

は夫々6.05億人と5.80佳人で概ね均衡している｡農村及び都市地域の人口は､各々8.52億人

(71.9%)と3.33億人(28.1%)である｡全就労人口の内,国営企業等で就業する職工が1.09億

人(18.1%)
,都市部の一般労働者3,393万人(5.6%) ､また､農村部の就業者数は､

4.59億人

(76.3%)であるo 1993年末現在の労働総人口(15歳以上)は約8.2億人(62%)で,この内

6.02億人(73.7%)が就業している｡未就労人口には専業主婦及び上級学校の学生が含まれる｡

近年､世帯の経済環境の好転から専業主婦が増加する傾向を示している｡

1982年,政府は､社会経済近代化構想の実現を目指し｢2CKX)年工農生産四倍増計画｣を策定,

その基本政策である｢村外開放･村内活性化｣に沿って,人民公社の解体,責任生産性の導入､

国営農場の基盤整備と生産に係わる諸制度の改善等各種努力と経済建設を進めてきた｡これら

経済改革と村外開放政策の実効は著しく,国民放生産(GNP)は, 1978年の3,588億元(実勢価

格)から1993年には31,342億元(実勢価格)に増加し,国民一人当たりのGNPも1978年の372元

から1993年の2,645元となった｡実質国民収入の成長率は, 1980年前半が10%,後半が7.5%､

また､ 1990年代に入ってからは市場経済体制の導入の効果が著しく､相対的な国家経済の生長

には､まだ不安定要素が残るものの近年の経済開発投資が効を奏し確実な生長を示している｡

特に､工業部門及び建設部門の生長は著しく飛躍している｡

諸物価は､統制された計画経済の下にあって1992年後半までは極めて穏当な状況で推移して

きた｡しかしながら､本格的開放市場経済政策が施行された1993年からは工業製品の価格急騰

を発端として市場価格が大きく変わり､インフレーションの進行が一般消費と一次産品の生産

環境を圧迫する状況が醸成された｡これら物価上昇とインフレーションの高進は､食糧作物の

生産を促進するため政府が1994年8月に買上価格を大きく引き上げたことが誘発の要因となっ

たと考えられる｡即ち､食糧価格が前年比で約30%上がり,これが全体の物価を押し上げるこ

ととなった｡村外輸出入の財政的収支環境は､ 1980年代中盤まで貿易赤字を累積してきたが同

年代後半に至り農業及び工業開発投資の効果が出,年収支が黒字に好転し大きく国家収入に寄

与する状況となっている｡なお､ 1993年度は､工場企業等に於て施設整備が活発に行われ機械

施設等匡l際市場からの購入が増加して輸出入収支が一時的赤字となっている｡

1.2 中国の農業

1.2.1農業現況

中国の農業は､単に食糧生産のみならず､対外国貿易産品と軽工業用原料の生産の面でも大
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きく国家経済を支持している｡他方,労働人口の40%以上(1993年現在)に雇用横会を与え社

会的にも重要な産業として位置付けられている｡しかしながら,中国の農業は､広大な国土の

中に約9,510万ha (全国土の約10%)の耕地を保有するが､国営農場を除く郷鎮地区では実質的

な農家一人当りの平均耕作面積がo.1 haと極めて零細である｡また､耕地の60%以上がまだ生産

基盤整備が整わないため単位面積当りの生産性が低く､かつ､気象災害に脆弱な問題を抱えて

いるのが実情である｡

中国の食糧総生産は､ 1949年建国当時の1.13億tonから伸び悩んでいたが1980年代の経済改革

以降には生産基盤整備の投資並びに農業技術の普及等が効を奏し､第七次五カ年計画最終年次

の1990年には史上最高の4.46億tonを記録するに至った｡この期間,人口が11.43倭人(建国当

時の約2倍強)に増加しているが､実質食糧生産の伸びが人口増加を上回り､国民一人当たり

年間食糧占有量は210kgから390kgへと大幅な増加となった｡

他方､耕地面積は､ 1957年の約1.33億ha (20億畝)をピークに以降は毎年漸減し, 1991年末

には,約47万haの新規開墾が進められた半面,国の基本インフラ整備事業用(15%) ､林地転
換(26.5%)

､または牧畜用地転換(ll.5%)等あっ七全体で約50万haが減少,結果として
9,565万haに縮小し､建国当時の10,930万ha (16.4億畝)を稚下回るに至っている. 1993年末現

在の農耕地9,510万baの内､畑地(樹園地を含む)及び水田の占有面積は､夫々7,007万ha (全

体の73%)と2,503万ha (27%)である｡畑地の内､港概受益面積は､約2,370万ha (畑地面積

の34%または全体耕地の24%)である｡実質作付け面積については,二期作以上の重複耕地利

用を含め合計1.4億ha-I.5億ha (耕地利用率156%)を維持している｡

1.2.2 農業セクターの抱える間畏

中国では､国民に産児制限を課し厳しく人口調整を行っていが人口増加は､なお､平均年率

1.2%内外で推移し､ 1995年2月16日には12億人に達している｡全人口の70%以上は農村部に居

住している｡これら農村人口の生計を十分に保障し､かつ､中国経済の持続的発展を推進する

ためには,今後､更に農業開発と農業生産基盤整備を徹底し､農業生産の増強と生産安定を図

ることが不可欠である｡しかしながら､既耕地背後地の大半は､中国の永い歴史の中で不合理

な森林利用等が在って生態系の衰微に伴った自然環境悪化が顕著であり､耕地拡大や農業生産

基盤整備村策を困難にしている｡事実,郷鎮地区の実質的な農家一人当りの平均耕作面積は

o.1 haと極めて零細で,かつまた,既存の耕地についても60%以上が｢港瓶用水の不足｣ ､ ｢排

水不良｣ ､ ｢肥沃度が低い｣ ､ ｢強アル刑､塩類集積,浅表土層等各種低位生産土壌｣等の生産

阻害要因を抱えているため収穫量が伸びず､従って､かかる地域の農家の年平均収入は400元

内外と著しく低い情況である｡

中国政府は､以上の現況に鑑みて現在推進中の国家社会経済開発計画に於て､特に､後進的

または零細化している中･西部地域農業部門の開発/改善に重点をおき､生産基盤整備と農業

生産技術の革新を進め､長期的展望の中で組織的に農業構造改善並びに農村社会経済の近代化

を図るべく努力している｡

Il. 開発政策と中･長期社会経済開発計画

2.1 計画の中で最も重要な項目

現行の｢国家社会経済開発政策｣は, 21世紀ヴィジョンの構想に沿って､次の三項目の目標
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を社会経済開発の基本に置き､農業生産と他の経済部門を有機的に連係して振興する計画となっ

ている｡

① 工業化による都市人口の増大に斉拡できる食糧の増産かつ安定供給の出来る農業生産基盤を

創設する｡

② 国家食糧対策は､全国10ケ所に大塊隊商品化食糧生産基地建設を整備し商品化食糧を3-4倍

にまで増産する｡

③ 全国農村の60%以上を占める貧困農村の経済復興と財政的自立を推進し農業セクター

と他産業セクターとの経済格差是正を図り国家経済発展の持続的安定を期する｡

以上の開発政策に基づく｢国民経済と社会発展10カ年計画(199卜2(状)) ｣では､計画目標

を次の三段階に分けて構想している｡

第一段階:当初5年間(第八次五カ年計画: 199卜1995)に国民総生産を1980年の二

倍にする(この目標は, 1992年末現在既に達成済みである) 0

第二段階:後半5年間(第九次五カ年計画: 1996-2∝X))に国民総生産を更に倍増し,

1980年の四倍にする｡

第三段階: 21世紀中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引き上げる｡

2.2 計画の基本的な目的(目標)

以上の目標を達成するための戦略は､次の五項目の方針に基づくものである｡

① 国民総生産を年率6%程度の水準で伸ばす｡

② 国民の生活レベルを｢温飽(最低生活水準) ｣から｢小康的水準｣に到達する｡

③ 21世紀初頭までに社会経済の持続的発展に必要な物質的･技術的基礎を築く｡

④ 公有制を基本に計画経済と市場経済を有機的に結び付けた経済体制を確立し,その

運用を試行する｡

⑤ 社会主義文明の水準向上に努め､社会主義民主法体制を創設する｡

2.3 日的(目標)の達成手段(基本的戦略)

以上の経済開発政策の基本に立つ｢国民経済社会発展10カ年計画(199卜2000) ｣の開発理

念は､農業分野の開発に優鬼憤位を置き､食糧の増産と安定供給を最重点課題としてる｡また,

以上5項目の目標達成には､人口の過半数を抱える農村部の労働生産性の向上並びに労働意欲

の昂揚を図る意味に於て農村部の産業構造の改善と生活環境の改善整備が急務であるとしてい
る｡

食糧生産は､ 2000年までに5億tonの達成を目標としている｡この食糧増産計画には､品種改

良,施肥法の改善､栽培管理の合理化等の農業科学技術革新の継続努力､低･中位生産耕地の

改善に加え､農業水利施設の拡充強化等,生産基盤整備事業の推進が構想されている｡特に､

港親閲発については､受益面積を1990年の約4,810万ha (7.22億畝)から2(X氾年を目標年に置き,

5,440万ha (8.16億畝)まで増やす必要があるとしている｡

地域農業開発を長期的戦略として組織的に実施するため､政府は現行の｢国民経済発展10ケ

年計画要綱｣の中で構想した農村近代化計画を推進し､以上の農業生産基盤整備と併せ農村イ
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ンフラ施設整備を中心に農村生活環境の改善を構想している｡この事業構想では､農村給水施

設整備,環境対策,農村幹線道路網整備,通信及び教育施設整備等が事業項目として取り上げ

ている｡

]1[. 計画事業の概要

3. 1 計画対象地域の社会経済現況

1993年末現在､計画対象地域の-市(泣薩市)二鞄区(山南及び日略則地区)の絵人口は

125.18万人､また､絵世帯数は約22万戸(平均世帯数は5.75人/戸)である｡行政区域稔面積

に村する人口密度は18.82人/Km2と著しく過疎の情況であるが､無人の原野及び山岳を除く可

耕地及び開発可能な草地を対象とした実質生活圏の人口密度は390人/Km2であるo同年末の

実就業人口は58.44万人(地域総人口の46.7%または自治区総労働人口の52%)である｡セクター

別の就業者数は,各々第一次産業が47.26万人､この内､農林牧業に従事する者は46.75万人で

地域紙労働人口の約80%に相当する｡第二次産業及び第三次産業の就業者数は夫々2.92万人と

8.26万人であるoなお､計画事業地域の給人口は, 1994年現在,約80万人あり､この内､約59

万人が農業人口に属し30万人が実質農業及び牧畜業に従事している｡

1980年代からの中国政府の｢対外開放･対内活性化｣路線の実効は,西蔵自治区に於ても顕

著である｡特に,治区経済の中心である蔵南谷地地域､中でも計画対象地域である｢一江両河

中流域､通称､ ｢自治区農業総合開発県(地区) ｣では､近年､中央政府の重点農業開発投資

(水利事業中心)の効果が顕著で農業総生産億が12. 4億元と全自治区農業総生産借の54%また

は自治区国内総生産値の22%相当を産み出している｡また､商莱/貿易事業は､農業生産の増強

に直接関与し概ね6.5億元と地域総生産値の30%を占めるまでに活性化されている｡他方､地域

の工業生産は､農産物が地域自給食糧の生産に偏重しているため特別な開発が伴わず低迷して

いるのが実情である｡

3.2 計画対象地域の農業開発現況

3.2.1営農規模

計画対象地域は,急峻な山岳が大半を占め､可耕地が山間の峡谷低部の河岸段丘及び氾濫原

に制約されるため, 1993年現在の実有効耕地面積は､ 147,470haと地域給面積の20%以下に止まっ

ている｡なお,地区稔耕地面積は､自治区給耕地面積の約66%に相当する｡

計画地域の既存耕地面積と港概草地面積並びに農業就業人口と-農家当りの平均保有労働力

(3人)から概算した平均農家の経営規模は､山南地区が2.67ba/戸,また粒薩市及び目略則地

区が夫々1.29haと1.56ha/戸あり,中国全土の平均規模に比べると3倍以上の耕地面積が確保され

ている｡また､これら利用耕地の他,各地区には山岳内に広大な自然草地が厳存しているので

各農家は実質的に更に大きな利用可能面積を保有していると見倣せる｡

現在､地域の農家は,既耕地を中心に大麦(青株)及び小麦(冬小麦)を主体とした地域内

自給食糧の生産を行っている｡畜産は､一部専業農家もいるが大半は副業規模で大小家畜の飼

養を行われている｡泣薩市郊外の農家は,郡市近郊の立地条件を活かし,近年､施設園芸(簡

易ビニール･ハウス)で読菜の生産を開始している｡また､各地区では,農業生産構造改善政

策の一環として果樹等の振興が進められている｡
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3.2.2 農業生産基盤整備情況

計画地域の既存耕地は､粒薩市､山南地区及び日略則地区の三行政単位の合計で147,470haあ

り自治区総耕地面積の66%Lこ相当する｡これら耕地は,河川沿の氾濫原及び河岸段丘を開墾し

たもので､全て畑地として利用されている｡

畑地港概は､伝統的な河川からの自然取水形式が主体となっているが､ヒマラヤ山系の氷河

から流出する水源に恵まれた地域に位置する関係もあって広く普及している｡港概受益は,山

南地区が最も高く90%以上､また､他の撞薩市及び日噂則地区でも各々82%と86%以上と全国

平均の50%強に比べ著しく高い情況である｡牧草地に対する藩政も積極的に行われ､改良草地

(70,00Oha)のみならず低地に位置する自然草地も含め全体で134,660haに及んでいる｡但し､

これら港概施設の大半は,河川からの表流水を伝統的な自然取水方式(自流澄渡)であるため

取水効率が低く､かつ,水路網の分水機能が不備である｡また､藩政受益者(農家)の藩政技

術が伝統的な畦間港概または水盆湛概方式が一般的で,藩政水を大量に消費する等,技術的問

題が顕在し､年間実有効藩政面積は､各年の降雨情況に影響されかなり大きく変動し不安定な

作付け情況にあるのが実情である｡

末端圃場については,永年の港概耕作を通じて一応の均平化が整っているが,各圃場一筆毎

の面積は伝統的な開墾手法と適宜進捗した開墾のため大小不均一である｡この結果,既存の末

端港親水路網の給水機能が阻害され水掛かりの悪い圃場が点在する要貞となっている｡従って､

これら末端圃場の再整備は､今後の生産基盤事業の中で十分留意を要することであり､また､

合理的利水環境を整える意味に於ても重要な課題である｡

3.2.3 農業生産現況

計画対象地域の既存耕地は､いずれも地域内各河川中流域以下の河川敷(氾濫沖積原)及び

河岸段丘地に開墾/造成されている｡耕地の地目は全て畑地である｡水田は､土壌が硬を多く

含む砂質壌土から砂質土と土性が粗く､保水性が低いためない｡

耕種の主体は､自治区自給の主要食糧作物である大麦(青株: Qingzbu)が全体耕地面積の

60%以上,次いで小麦(主として冬小麦)が25-30%作付けされ,両作物で概ね耕地の90%内

外を占有する｡その他食糧作物では馬鈴薯が2-3%栽培されている｡近年､経済作物の振興対

策として菜種及び落花生が抽料作物として導入され栽培面積も漸次拡大してきている｡また､

毛牛(yak)及び乳牛用飼料として青刈り飼料が導入され,栽培面積も1994年の実績で既耕地

面蝉の10%以上と耕種栽培の重要な位置を占めるに至っている｡大麦及び小麦の地位機内総生

産量は､ 1993年実績で夫々304.7万tonと167.6万tonあり､自治区全体生産量の78%が産出されて

いる｡

なお､耕種法の機械化率は,近年,トラクター等の導入が漸次行われているが,まだ全体耕

地面積の15%以下と低く､畜力(主として毛牛)依存度の高い営農が行われている｡

畜産は,伝統的な毛牛の飼養に加え､近年､肉牛と乳牛の飼養が盛んになってきている｡ま

た､小家畜では山羊(cashmere)と綿羊が盛んである｡これら家畜の飼養は､一部農家で専業

化されているが,大半は､まだ副業規模の経営が一般的である｡

3.3 計画対象地域の開発ポテンシャルと顕在する農業開発の阻害要因

計画対象地域の一江両河中流域は,現在､畑地として開墾され､この内､ 80%以上の耕地に

ついて伝統的自流港概方式ではあるが濃親閲発が進捗し､西蔵自治区の穀倉かつ経済活動の中
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心となっている｡しかしながら,この地域の農業は,前述の通り自治区自給食糧の供給地とし

ての責務上､大麦及び小麦を基幹耕種とした単一的穀類生産経営が中心であり､このため年間

所得が伸び悩み､かつ､自治区の位置する僻地/閉鎖経済環境の影響を強く受け経済的に停滞し

ているのが実情である｡

他方､計画相象地域の自然環境は､高山性の冷涼･半湿潤気候区に属するが､気象条件とし

て日射量が多く､農業生産を支持するに十分な年間有効積算温度並びに各種作物の生育期間が

保障され,また,気温の日格差が大きく作物の生育管理並びに耕種生産の多様化を支持できる

環境にある｡これら自然環境条件は,今後の地域農業生産の増強と農業生産構造の改善(多様

化)村策に極めて有利な要素として評価できるものである｡従って､今後､藩政技術を含む農

業生産基盤の再整備を行い､畜産振興と整合した耕種生産の多様化並びにこれら生産物の付加

価値生産(農産/畜産加工)を中心に経済技術開発を推進すれば農業経済の環境が好転し集約

的農業生産への転換が可能となり､謡いては､西蔵自治区の社会経済発展を牽引する大きな駆

動力となる｡

なお､計画事業に係る経済技術開発を進める上で｢自然条件の生態環境に係る問題｣の他､

｢労働の質的間置｣ ､ ｢財政的困窮の問題｣ ､ ｢技術的問題｣等が多数顕在し,今後,更なる

対策と改善/解決の余地が残されている｡

3.3.1自然/生態環境条件に係る間毘

l)早魅

計画対象地域の多年平均降雨量は370-600mmあり､一般畑作物の生育には一応支障ない

降雨量である｡但し,これら降雨量の65~80% Eま夏期に集中するため実質的な有効利用率が

低く､しかも頻繁な豪雨を伴うため洪水被害が大きい情況となっている｡春期及び秋期の

降雨は､夫々10%と15%内外と少なく､特に春期の降雨条件が不安定なため､畑作物の幼

甫期の早魅が甚大な作物被害を惹起する原因となっている｡因みに,春期の辛魅は3-5月

期に多く,発生率は65%以上となっている｡また､ 6-7月の初夏及び7-8月盛夏の辛魅は

1/3年確立で夫々30%と25%内外である｡従って,農業生産の増強と生産安定には､水庫や

貯水池を増設する等の港概対策が不可欠である｡

2)降電

計画対象地域後背地の山地は森林限界を越えた山岳草地であるが,土壌侵食が著しく植生

退化が進み､大半の山岳頂部は基岩が路頭した岩山と化している｡このため､晩春-初夏

(5-6月)のプレモンスーン期(乾期/雨期の転換期)には岩肌が極度に熟せられ山岳上空

の上昇気流を活発にし､頻繁かつ激しい降電を斎らし農作物や各種施設に大きな被害を与

える原因となっている｡従って,山岳草地の保全対策は､この点の気象災害防止対策とし

ても急務となっている｡

3)土壌侵食

計画相象地域後背地の山岳は,寒暖の厳しい環境下で基岩(砂岩,磯岩等)の風化が進み

山肌の崩壊が著しい｡風化崩壊作用で生成した砂裸は山麓に一次集積され扇状地を形成す

るが植生被覆の無い現状､雨期に再度侵食され大きな土石流となって峡谷低部に洗出し河

川敷に堆積され河床を高くするため洪水期には頻繁な氾濫を惹起する要因となっている｡

また､風化生成した砂は､風砂となって既耕地や草地に堆積し砂丘を形成し農地保全を困

難にしている｡近年､これら砂丘の発達が顕著に進んであり砂漠化防止対策が緊急かつ重

西蔵TOR
-
6



要な課題となっている｡

4)鉱質低地力士集

計画対象地域の土壌は､母材となる地質が砂岩･砂硬岩等の堆積岩で一般に地力の劣る鉱

質土壌(有機質l%以下､全窒素o.o5%内外以下)である｡土性も砂硬質壌土で構造的にも

保水性の低い土壌である｡従って,農業生産の増強対策には､緑肥の鋤込みや家畜の堆･

厩肥の圃場還元を徹底する等｢耕土培養/地力保全｣を推進する必要がある｡

3.3.2 労働力の質及び財政的困窮の間毘

計画開発事業の推進に於て､労働力の質的問題が一つの障害となっている｡これは､計画対

象地域の農業生産環境が前述の通り制約要因が多く,この結果､農民の年収が500元内外と

財政的に極めて貧困なため教育が徹底出来ず普及農事技術を適正に利用できない農民数が多

く､普及技術の適正効果が半減している場合が多々見られる情況である｡また､技術普及を

図る場合に於ても適正な手段と機器が財政的に準備できない点も大きな障害となっている｡

3.3.3 技術的問題

過去拾数年間に亘る開発技術に係わる試験研究の努力は相当の成果を挙げている｡しかしな

がら､今後の試験研究テーマである｢技術を集約した総合開発｣と｢農業の本格的な経営構

造改善｣の目的達成を期する上で｢科学技術情報が乏しく｣ , ｢試験研究施設が財政的問題

から非情に不備｣ ､ ｢試験研究資材の入手が困難｣等々の諸問題が山積しており大きな障害

となっている｡

3.4 開発計画

3.4.1計画対象地域

計画事業の対象地域は,雅魯蔵布江(yarlungZangboJiang)及び支流の年楚河伽ianqu He) ､

撞薩河(LhasaHe)流域に位置する西蔵自治区農業の中心地である｡本計画地域を含む行政区

域は,自治区の首都である泣薩市を中心に東西500 Km,南北220 Kmに展開するo地域の絵画

積は､ ll,130Km2で､西蔵自治区総面積の0.93%を占める｡行政単位は､粒薩市, LI一席地区及

び日暗則地区で構成される｡粒薩市地域は､首都の撞薩市と7県､また､山南地区には5県､日

略則地区には日時則市及び6県が含まれる｡末端の行政単位としては､ 214ケ村が分布する｡地

域の総人口は､ 1994年現在約80万人あり､この内約93%がチベット族である｡農牧業人口は約

59万人(73.7%) ､この内30万人(農牧業人口の50.8%)が実質農牧業生産就業人口である｡
既耕地は､雅魯蔵布江､年楚河､授薩河等の峡谷内に発達した沖積氾濫原及び河岸段丘に在っ

て総面積は147,470haあり､自治区の総耕地面積の約50%を占める｡最近の農産物の総生産量は

38万tonに及ぶ｡また､農業捻生産値は12.42億元､農業従事者一人当りの換算値は2,628元相当

である.森林は､自治区全体の森林面積の71%を占める｡自然林は146,670ha､また､人口林は

8,670haである｡自然草地は4,666,670haある｡主要家畜の飼養頭数は､仝自治区の17%に当たる

約400万頭である｡

計画事業地域では､現在,以下の通り三河川の流域に都合4ケ所の農業開発区を設置し農業

生産基盤整備並びに農村近代化整備事業が計画されている｡
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一江両河中流域農業開発計画(概念図)

一江両河中流域農業開発事業区

流域名 開発区名 行政区中心 計画対象面積(ba)

雅魯蔵布江

年楚河

粒薩河

① 雅干Ⅰ農業絵合開発区

② 雅干Ⅲ農業総合開発区

③ 満珪藻区農業絵合開発区

④ 泣薩河農業開発区

粒久市 69,630

曲松市

日塔別市 11S,270

撞薩市 164,230

合計 352,1300

これらの地域では､最近10年間に亘って中央政府の開発投資を得て農業､林業､牧畜､工業,

交通､エネルギー開発(水力発電)及び環境保全(特に砂漠化防止村策)等の開発事業が進め

られてきた｡しかしながら､自然的要因と財政的制約があって,計画相象地域に既存する豊富

な自然資源を未だ十分に開発利用できず､地域経済の飛躍的発展を支持するまでに至っていな

いのが実情である｡

3.4.2 開発の目的と目標

本計画は､ ｢一江両河中部菰域農業総合開発計画｣地域の-市(授薩市)
､二地区(山南及

び日暗則両地区)に既存する資源と開発の潜在力を充分に活用し､環境保全型集約農業･農村

開発を進め､地域経済の発展,地域住民の生活水準の向上並びに生態系と農業･牧畜生産環境

の双方の均衡を目指したものである｡また,本地域の総合開発計画をモデル事業として位置付

け､ 20世紀から21世紀に跨がる西蔵自治区の社会経済発展の技術的基礎を確立する構想がもた

れている｡特に,生態系の回復には､懸案となっている砂漠化防止村策に重点が置かれている｡

(1)短期的目標

本計画事業は､西蔵自治区の農業(総耕地面積約222,260 ha)の近代化を推進するための示
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範として重点的農業･農村開発を構想したもので､以下の事項を目標に置いている｡

① 既設の農業生産基盤施設を改修/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を整える｡

② 藩政排水施設の増設/整備を行い､不安定な気象環境の中で発生する気象災害等の低

位生産阻害要因に村し抵抗性の強い農業生産構造を創設する｡

③ 以上の機能的便宜に立って農業生産技術の革新と普及を進め,農業生産の増強と農家

経済の向上/改善を期する｡

④ 以上の耕種栽培の拡罷と併せ畜産の振興を図り農業生産構造の多様化と地域農村経済

構造の改革を推進する｡

(2)中･長期的目標

本計画事業は,国家社会経済発展の開発政策に沿って構想された｢農村地域総合開発の強化｣､

特に,中国中･西部地域の貧困農村の復興対策及び少数民族自治区の社会経済開発の一拠点と

考えられている｡従って､本開発事業は､今後の西歳自治区地域全体の農業及び農村総合開発

計画を推進するための示範的機能と国家の食糧政策と地域経済発展構想の成就に対し大きな波

及効果が期待されるものである｡

3.4.3 開発事業構想と計画の枠組み

(1)開発の基本方針

本計画は,前述の地域社会経済の現況と開発の=-スやに鑑み､ ｢機能低下の著しい澄渡施設

の改修｣及び｢港概区地域の水資源の再開発と利水の合理化双方の対策｣を検討し,水需要

と供給の均衡を前提とした最も合理的,かつ､効果的利水体系と技術的規範を確立する｡港

概の合理化には,既存水路網の集･統合に整合する既存圃場の再整備が必要と考えられてい

る｡また,圃場再整備については､近年､顕在化してきている砂丘の発達/移動に伴う既存耕

地の荒廃防止村策として防風林の植樹/設置や砂丘部位の植生回復が構想されている｡更に､

本計画では,以上のハードウェア一に係る技術的対応と併せ農業生産技術普及並びに支援制

度の強化･徹底を図り,経済効率の高い農業生産の多様化と集約化を進め､地域経済の構造

改善と地域社会経済の発展を基本的な開発理念としている｡

なお､計画事業の目標達成を目指す開発戦略は､以下の通り構想されている｡

① 雅魯蔵布江､年楚河及び粒薩河夫々の既設堤防(財政的制約から設計基準が1/10年確率を適

用)を嵩上げし,洪水防御態勢を整える｡

また､泣薩河については､上流域に｢寿多水庫(多目的ダム) ｣を建設し､泣薩河流域

の農耕地及び粒薩市の洪水災害保全を図ると共に泣薩河農業開発区の利水環境の改善に

よる農業生産基盤整備の徹底並びに流域内の生態系保全(砂漠化防止)の態勢を整える｡

② 機能的に効率の低い既存水利施設の改修と新規取水工及び港概水路網の再整備を進め,

地域経済の基幹となる農業の持続的発展を支持すると共に社会経済インフラ施設(農道を含

む地域幹線道路､農村給水施設､小水力発電施設等)の恒久的保全対策を完全なものと

する｡

③ 農業生産の体質改善､特に,港瀧農業技術の革新により気象災害に強い体質創りを行い

農業生産の安定と増産による農業経営の改善と農家の財政的自立/強化を図る｡
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④ 以上の農業生産と併せ､伝統的な畜産の近代化と拡充を振興し､地域農業の生産構造の

改善と地域農業部門の持続的経済発展を期する｡

⑤ 近年､特に顕在化してきている砂丘の発達/移動に伴う可耕地の荒廃問題に対し防風林

の植樹や砂丘部位に村する草種の植栽を行い峡谷平原部の砂漠化防止を図る｡

(2)計画事業の枠組み

西蔵自治区人民政府が構想する ト江両河中部流域農業総合開発計画｣は､西蔵自治区｢蔵

南谷地地域｣の内､主として水源を雅魯蔵布江及び年楚河､粒薩河等に求める地域を村象に砂

漠化防止村策と山岳草地の保全を含む農業生産基盤整備並びに農業生産構造の改善(多様化)

を構想したものである｡計画の基本となる事業項目は､概ね次の通りである｡

① 地域内河川の上流域に大小水庫または貯水池を建設し､洪水調節､藩政用水の確保,小

水力発電等に対処

② 既設堤防の嵩上げ並びに新境の築堤を行い洪水防御の徹底を期する

③ 河川からの取水施設整備と給･配水機能の改善

④ 藩政･排水路網の整備及び用水管理機能の改善

⑤ 河川流路に沿って築堤または既存の堤防の補強による洪水防御村策の強化

⑥ 末端圃場基盤整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による営農基盤の拡充

⑦ 防風林等の植樹並びに砂丘地に対する草地改良/造成による砂漠化防止並びに峡谷低部

に厳存する自然草地を改良し､現在､過放牧利用されている山岳草地の保全対策を構じ

る

⑧ 地域内幹線道路,通信網,農村給水施設等､農村近代化のための基本インフラ施設整備

⑨ 施設園芸を含む耕種の多様化と畜産の振興による農業生産構造の改善

⑲ 一次加工を中心とした農産物の付加価値生産と農村部の雇用機会の拡充

以上の戦略構想に基づく開発事業の内容は以下に要約する通りである｡

(3)建設計画の概要

1)水利施設

計画対象地域に於ては､現在､年楚河上流に港概､発電､洪水調節用ダムとして｢満粒水

庫(貯水容量1.55億m3) ｣が建設中である｡この他,雅魯蔵布江の主要な支流である年楚

河及び粒薩河の亜支流各河川上流部に100万m3-300万m3の小型水庫(ダム) 12ケ所(内､

4座は既に建設が完了している)と中型水庫2ケ所の建設が計画されている｡これら水庫に

よる新規増加貯水量は合計で1.7-1.9億m3)が期待されている｡

港概施設については､現在､ 36ケ所で自然取水(幹線水路給延長811Km)しているが､こ

れらを集統合して合理的な港概体系を確立する計画である｡なお､以上の港概施設整備に

は､補助的に揚水機場6ケ所(内, 2ケ所は建設済み)を設置し自流藩政の出来ない地区の

港概を行う計画を含む｡

2)洪水防御(堤防)

上記水庫の建設と相侯って河川両岸に構築された堤防の嵩上げ及び新規の築堤を行い,特

に､氾濫原に位置する港概耕地約106,670ha及び林地31,330haの保全を図る｡

西蔵TOR1 10



3)土壌改良(地力保全/耕土培養)と耕地基盤整備

計画相象地域可耕地の土壌は砂岩及び砂襟岩を母材とした無機質土壌で相対的に地力の乏

しい低位生産土壌である｡重点的に土壌改良(耕土培養)を必要とする面積は82,㈱haあ

る｡また､現在,比較的多収穫を得ている既耕地の内,約31,330haについては土壌の肥培

管理(地力保全)を徹底し持続的農業生産の増強/安定を図る｡

洪水防御及び藩政開発による可耕地6,670haの新規開墾を進め農家の営農規模拡大を図る｡

また､耕地基盤整備を進め商品化食糧(大麦及び小麦)及び経済作物(特に油量作物の菜

種)の生産振興を推進しする｡これら作物の生産振興には､地区内の要所に特別生産基地

(生産団地) 10ケ所を建設する｡これら耕種の振興対策として優良品種の種苗生産圃場

4,670haを新設し普及支援する｡

4)畜産振興

毛牛(ヤーク)
,黄牛､緬羊､乳牛及び養鶏の振興を目的に以下の村策を構じる｡

① 牧草を含む飼料作物用圃場8,670baの整備

② 自然草地60,000baの改良

③ 良質牧草品種の種苗生産基地3ケ所､ 450haの整備

5)林業開発

計画相象地域では､近年､砂丘形成が著しく､耕地並びに社会インフラ施設の保全と砂漠

化防止対策が必須課題となっている｡林業開発は､これら砂漠化対策の一環として江南防

風林,貢噴-粒薩防風林､日時則-杜牧防風林及び日時則-江牧防風林を中心に林帯形成

を構想している｡また､耕地の後背地で港瀧が可能な地域に経済効率の高い果樹の振興を

図る計画である｡

(丑 防風林の設置40,000ha

② 経済林(令,果樹)の植樹80ha

(参 集落周辺の緑化6,670ha

④ 苗圃の整備25ba

6)読菜生産基地

近年､撞薩市の近郊において簡易ビニール･ハウスによる読莱生産が開始されている｡し

かし,これら施設では､まだ冬期間の継続的栽培ができず､従って,冬期の端境期の生鮮

野菜は主として四川省方面からの供給に頼っているのが実情である｡自治区政府では､以

上の現況に鑑み､既存の歳菜生産地区を更に拡充整備し就業の地域内自給体制を整える計

画である｡

本計画事業では､桂薩市近郊農家を中心に施設園芸を振興し,開発籍面積約170haの読莱

生産団の地形成を進める構想であるo内訳は､ビニールハウス約65ha及びビニール･マル

チング等の保護地栽培面積が105haである｡

この他､関連施設として粒薩市の市場内に生鮮野菜の保冷倉庫の建設が構想されている｡

7)農村工業開発

西蔵自治区の場合､余剰農産物の商品化には地理的に自治区内外の市場への距離的問題と
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輸送手段の運行管理が大きな制約となっている｡従って,農業,牧畜生産の振興村策には､

将来の余剰農産物の市場流通管理体制の強化と加工(付加価値生産)技術の確立が重要な

課題となる｡また､直接的に農業､牧畜振興の手段として飼料工場,機械修理工場等の横

能拡充が必要となる｡現在,自治区政府が構想している農村工業建設計画は以下の通りで

ある｡

① 紙色絵公司の設置1ケ所(日略則市)

② 食用油加工場の建設3ケ所(日略則市､江久県,泣久県)

③ 民族食品加工場(食肉加工)の建設lケ所(泣薩市)

④ 飼料加工場の建設4ケ所(撞薩市､日略則市､江久県,泣久県)

⑤ 屠殺場の建設4ケ所(泣薩市､日啄則市,江久県､粒久県)

⑤ 農機修理工場の整備拡充lケ所(泣薩市)

⑦ 民族手工業

8)科学技術研究及び成果の応用

なお,自治区には､以上の計画事業の推進と農牧及び林産経営を円滑勝効果的に行うため

には次の事項に係る技術体系の確立が課題として残されている｡

(丑 作物､牧草及び果樹等の優良品種の導入と適用･選抜試験

② 良種生産と種子加工技術

(多 種苗育成と種苗管理技術

④ 緬羊の品種改良と新品種導入/選抜技術

⑤ 散水澄渡､点滴港概等を含め合理的節水港概及び施設管理技術

(む 施設園芸とマルチング栽培技術

⑦ 太陽エネルギーの農業生産応用利用

⑧ 乾燥地農業の対策技術(非藩政地域/天水畑の耕種栽培技術)

⑨ 砂漠化防止村策(砂丘地の植生回復技術)

⑲ 無港概条件下(天水栽培)での植林村策技術(山岳地の植生回復技術)

⑪ 中･低位生産畑の改善/改良村策技術(耕土培養及び地力保全対策技術)

⑫ 農地類型/分類に係る技術体系(土壌調査と土地分級に係る基礎技術)

⑬ 港瀧水路の漏水対策技術

3.4.4 計画事業の開発効果(インパクト)等

計画事業の実施に伴う直接及び間接的波及効果(Inpacts)は､概ね以下の通り期待できる｡

(1)社会便益

水資源利用の合理化により､現在の実質港概率60%内外から100%保障を可能とする｡この結

果,農家の安定的かつ持続的農業生産増強が可能となり,農家の財政的自立と農業を基本とし

た農村工業が振興され地域経済並びに社会労働雇用横会の拡充が期待できる｡また､節水港概

技術の確立と普及は､大きな水資源の利用余剰を産み､地域工業開発並びに都市地域開発に寄

与する｡これら地域開発の進展に伴う経済発展と地域の雇用機会拡充は,計画対象地域のみな

らず広く西蔵自治区地域の社会･経済便益として高く評価できるものである｡
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また､各河川からの取水機能が整備されれば生活用水の質的改善と量的増加が約束され､地

域住民のと保健衛生環境を整え､生活環境が著しく改善する｡また､洪水防御村策は､地域の

公共資産並びに各種生産活動を保全し､かつ､地域住民の生活環境を快適ならしめ労働意欲の

昂揚を助ける効果が大きい｡

(2)経済便益

藩政農業の開発と藩政技術の合理化は,制約された耕作規模の中で農家収入の倍増を可能に

し､更には､地域経済の安定的発展を保障する｡また､港概技術の合理化による節水の結果産

み出される余剰水は,更に可耕地の開墾を容易にし,かつ,農村地域の工業開発並びに市街地

域の開発を直接的に支持できるポテンシャルとなる｡これら地域開発の進展に伴う経済発展と

地域の雇用機会の拡充は､計画対象地域のみならず広く西蔵自治区地域の社会･経済便益とし

て高く評価できるものである｡

(3)環境便益

計画事業地域は,高山性冷涼･半湿潤気候区に属する｡特に,不安定な降雨環境は､現在､

農業生産の最大の阻害要因となっている｡従って､水資源開発並びに港概施設整備事業は,こ

の地域の農業､誕いては社会･経済発展を支持する上で必要不可欠である｡水資源の利用合理

化の結果として緑化面積が拡大し､地域住民の生活環境が大きく改善される｡また,自然環境

についても生態系の保全が容易になる｡以上の環境改善は,必然的に生産活動を刺激し,この

地域の社会･経済の活性化と発展に大きく寄与する｡また､澄渡農業を中心とした土地利用は､

新たに良好な自然環境を創設し､結果的には人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれた生

態系が形成されるものと考えられる｡

地域社会経済環境については,本開発事業の推進により農業及び農村の経済環境並びに生活

環境が大きく改善できるものである｡

lV. 開発調査の実施要領(秦)

4.1 技術協力の範囲と目的

本計画事業は､ ｢中国中･西部地域の貧困農村の復興村策及び少数民族自治区の重点開発計

画構想｣に沿う辺境開発事業の一つとして､既に全国人民代表の批准を得ており,開発実施効

果の高い事業として高く評価されている｡また､国家計画委員会に於ても,隣接する諸外国

(インド､ネパール,パキスタン､パーマ等閑発途上国)との接点に在って中国西南部の村外

貿易と国際経済圏に関与する地域開発の一つとして本計画の開発ニース寸と事業化の緊急性を評価

し最も高い優先順位を与えている｡

標記の開発調査は,中国政府水利部の要請を受けて､西蔵自治区人民政府一江両河開発建設

委員会及び水利庁が中心となって企画している行政単位別農業及び農村開発計画をレビューし､

一江両河中流域全体の｢農業･農村総合開発基本計画(マスタープラン)
｣を策定し｢西蔵自

治区の重点開発計画構想｣の推進に資すると共に,開発典型区を選定しモデル開発事業の｢実

施計画(フィージビリティー･スタディー調査) ｣を行うものである｡調査実施期間中には,

合作作業を通じ中国側ウンタ-パーツに対する各種事業実施に係る技術の移転を行う｡
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4.2 調査対象地域

一江両河中流域農業総合開発基本計画(マスタープラン)調査は､蔵南谷地一江両河地域の

内､主として水源を雅魯蔵布江及び支流の年楚河と撞薩河に求める地域､行政的には撞薩市､

山南地区並びに日塔則地区の所轄に入る352,1300ha (既耕地約150,000ha及び草地約202,130ha)

を対象とする｡また､モデル地区の農業総合開発実施計画調査(フィージビリティー･スタディー

調査)は､以上のマスタープラン調査の結果に基づき選定する典型区を対象とする118,270ha

(既耕地30,270ba及び草地88,000ha)内外である｡

4.3 技術協力の内容

蔵南谷地一江両河中流域の行政単位である泣薩市､山南地区並びに日略則地区が夫々個別に

企画している農業及び農村開発計画並びに｢中国中･西部地域の貧困農村の復興対策及び少数

民族自治区の重点開発計画構想｣に係る開発構想を基本に置き,蔵南谷地一江両河中流域全体

としての｢農業･農村稔合開発基本計画(マスタープラン) ｣を策定し､この基本計画に基づ

き開発典型区を選定の上｢モデル開発事業実施計画(フィージビリティー･スタディー調査)

を実施する｡また､これら調査の期間中,中国側カウンターバーツ数名を日本に招碍し,類似

開発事業並びに事業施設の運営管理について実地に研修を行い技術移転の効果を高める｡

本開発調査は,二段階に分かれ､夫々中国に於ける現地調査及び日本に於ける国内解析作業

の工程で実施する｡調査作業の工程は､添付資料-1 ｢開発計画策定の作業フロー｣及び資料-

2 ｢調査作業フロー｣に示す通りである｡

4.3.1第一年次調査

(1)第一次現地調査

西蔵自治区政府が構想している蔵南谷地一江両河中流域農業総合開発計画のレビューと併せ

既存の資料収集･整理及び現地補足調査を行い,蔵南谷地地域の現況把握と対象地域の農業･

農村開発に係る開発構想並びに地域農業捻合開発基本計画(マスタープラン)策定の基本方針

(開発ポテンシャルの評価と開発の基本的枠組み)を概走する｡また,地域農業総合開発基本

計画に係る初期環境調査を実施する｡第一次現地調査の主たる項目及び内容は以下の通りであ

る｡

1)地域農業開発の現況及び寂在する諸問題点の把握

① 自然環境調査:

地形,気象,水文､地下水､地質､土質､土壌､自然動植物､水質汚染等を含む自然

環境並びに開発に係る自然条件及び農業開発に係る阻害要因を含む問題点の把握｡

② 一般社会･経済現況:
社会･経済インフラ施設整備を含む土地利用,人口､社会構造,地域経済､環境保全対策､

地域開発計画及び開発事業実施状況等及び阻害要因を含む問題点のの把握

③ 農業開発現況:

農業土地利用､耕種並びに作付け体系､施設園芸と生産技術､農業機械化,農業生産
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基盤整備､耕種栽培技術と技術普及体制､農業生産支援制度､農業組織､農家経済及

び地域農業経済､農産物の市場流通施設及び流通体制等,農業開発現況及び阻害要因

を含む問題点の把握

④ 林産開発現況:

林産土地利用､桑園分布と養蚕,養蚕技術体系及び技術普及,養蚕支援制度､繭の市

場流通,養蚕農家経済､林産及び林産物の市場､林業経済等､林業開発現況及び阻害

要因を含む問題点の把握

⑤ 畜産開発現況:

主要書種と飼養状況,畜産物及び市場形態､畜産施設､家畜飼養施設,畜産支援制度､

家畜飼養技術及び技術普及体制､生産組織､畜産農家経済等､畜産開発/振興の現況及

び阻害要因を含む問題点の把握

⑥ 農業生産基盤施設整備現況:

水資源及び水利施設整備､洪水防御対策,港親閲発,排水改良,農道整備､収穫後処

理施設､各種農業生産基盤施設の運営･維持管理体制等,施設現況及び阻害要因を含

む問題点の把握

⑦ 農産加工施設整備現況:

各種農･林･畜･水産加工施設､各種加工技術及び技術普及体制,加工施設運営･維

持管理体制(経営形態)
,加工業の経済と財政環境等､現況及び顕在する諸問題の把

握

2)開発ポテンシャルの分析評価

以上の現況調査を基礎に既存する農業総合開発に対応する開発ポテンシャルを分析評価

し､開発戦略と開発計画の枠組みの構想並びに開発規模の策定に資する｡また､財政及

び諸制度上の問題については､改善/強化村策を検討し,将来の事業運営･維持管理体

制の確立に資する｡

3)初期環境評価と開発に係る環境保全村策の提言

上記7項目の現況調査及び環境初期評価調査の結果を踏まえ､農業総合開発計画に係る

自然及び社会経済環境への影響を明確にし､併せて自然環境保全対策の策定に対する提

言を行う｡

4)地域農業･農村総合開発基本計画(マスタープラン)策定の基本方針(開発ポテンシャ

ルの評価と開発の基本的枠組み)を概走

以上の1)項, 2)項及び3)項の調査･検討結果に基づき､蔵南谷地一江両河中流域全体の農

業総合開発基本計画(マスタープラン)策定のため基本方針(開発ポテンシャルの評価

と開発の基本的枠組み)を概走する｡

(2)第一次国内作業

第一次現地調査の結果並びに収集資料の細部解析検討結果を踏まえ､環境保全村策を含む蔵

南谷地一江両河中流域農業総合開発基本計画を策定する｡併せて､基本計画の中から最も事業

効果が高く､かつ､モデル性の高い地区を選定し､この典型区についての開発実施計画調査の

基本方針と概略的開発の枠組みについて検討を行う｡
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4.3.2第二年次調査

(1)第二次現地調査

第一次調査で策定する蔵南谷地一江両河中流域農業総合開発基本計画の開発方針並びに典型

区について行う開発実施計画調査の基本方針と概略的開発の枠組み検討の結果を踏まえ､選定

した典型区候補地の農業総合開発実施計画の策定(フィージビリティー･スタディー調査)を

行う｡現地調査では,典型区を対象にデータ-の収集補完と詳細現地調査を行い､各開発項目

の開発目標､具体的実施戦略並びに以下の計画について開発事業を概定する｡

① 土地利用計画

② 水源開発及び水利施設整備計画

③ 排水改良､農道整備等を含む農業生産基盤整備計画

④ 農業生産計画

⑤ 収穫後処理施設整備及び農産一次加工計画

⑥ 畜産振興計画及び畜産一次加工計画

⑦ 養蚕振興を含む林業開発

⑧ 農村近代化計画

⑨ 農牧･林業･水産技術普及及び農業支援諸制度の改善強化計画

⑲ 生産組合等､農業組織強化計画

⑪ 環境保全対策計画

(2)第二次国内作業

第一次調査及び第二次現地調査結果を踏まえ､以上a.- k.の11項目に亘る事業計画を基本と

した蔵南谷地一江両河典型区農業総合開発実施計画を策定する｡

4.4 中国側カウンターバーツに対する技術移転

中国側カウンターバーツにたいする技術移転は､日本側調査団の各専門家によって現地調査

期間中に夫々の技術分野について計画策走の合作作業を通じ,適宜､実施する｡移転項目につ

いては中国側並びにカウンターバーツの意向に沿って対処する｡

4.5 調査の実施期間

調査実施の期間は､ 1996年から1998年に亘って行うo調査の実施工程は以下の通りである.

調査の実施期間

年度 l996年度 l997年度

月 4 5 6 7 8 9 10 Eq 12 1 2 3 4 ;5 :6 7 8 9 10 EE 12 1 2

政府間

調整 午

:●

次協読 JⅠC

∩

外事前調査
u
d

本格

調査

u

u

u

u

:典
I

型区
Ⅵ

P)実施計画(F
‖
E3El
u

凡例: + 現地調査作業
･

･国内作業
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4.6 調査団の構成と作業期間(人/月)

調査団の構成と予定作業期間(人/月数)は以下の通りである｡

調査団の構成と作業期間(人/月)

1995年度 1996年度 合計(人/月数)

調査団の構成 現地 国内 現地 国内 現地 国内

総括/農業諸制度･組織

気象･水文

地質･地下水
土壌･土地利用

栽培/農業機械

畜産/農産加工

水資源/河川管理

港概/排水

農村イ刀ラ

施設設計

農業経済･事業評価
環境評価

合 計

0

0

0
0
0
0
0

0

0
0

0

∩)

0

0
0

0

5
0
5
0

0

5

5

0

0

0

2

ー

ー

ー

2

ー

2

2

ユ

ー

2

ー

9-

0

0

0

0

0

0

0
0
0

0

0

0
0

0

0

0
0
0
0
0

0

0

0
0
0
0

3

つJ

3
つ▲

つJ

つJ

3
つJ

つ▲

2

つJ

2

23

0
0
0

0

0

0

0
0

0

0

0

∩
)
0

0

0

0
5

0

0

0

0

0

0
0
5
0

ー

2

1

ー

2

2

つん

2

ー

2

つ▲

1

02

0
0

0

0
0

nU

0

0

0

0

0

0

0

5

0

0

5

0

5

5

5

0

0

5

5

5

3

2

ユ

ー

3

2

2

3

2

3

3

ー

qノ2

6.50 3.00

5.00 3.00

4.00 2.00

3.50 3.00

6.00 4.00

5.50 3.50

3.50 2.50

5.50 3.50

4.00 2.50

5.00 3.50

6.50 4.00

3.50 2.50

61.50 39.00

4.7 日本政府の便宜供与

調査に当たって､日本側は以下の便宜措置を構じる｡

1)日本側調査団員の技術費用､渡航費用､現地調査期間中の滞在費用､医療費等,必要な

全ての経費を負担する(但し､以下の中国側の便宜に係る4.8節3)及び5)項の費用を除

く)

2)現地調査を実施するに当たって､添付資料-3に示す合作作業項目の内,日本側が分担

する業務の実施及びこれに係る経費の負担

3)日本から持ち込む調査資機材の日本から北京首都国際空港までの往復運搬費の負担

4)調査報告書の作成費用の負担

4.8 中国政府の便宜供与

現地調査を円滑､かつ効率的に実施するため,中国側は､中国政府が施行している法律及び

諸規定/条例等に従い以下の便宜を措置する｡

1)中国側専門家(カウントハ○-ツ要員)
､事務職貞､作業員及び通訳/資料翻訳安貞(日/漢語

または英語/漢語)の提供とこれら要員の給与等,作業/行動に係る全ての費用負担

2)現地調査を実施するに当たって,添付資料-3に示す合作作業項目の内､中国側が分担

する業務の実施及びこれに係る経費の負担

3)現地調査に必要な作業場所(調査事務所)及び机､書類棚等の什器備品の無償提供

4)現地調査に必要な車両､船舶,機器等の手配(但し､通常の方法で借り上げが困難な車
両､船舶､機器等については運転要員を付加し無償提供)

5)現地調査に必要な国内通信用の電話･ FAX等通信施設及びこれらに係る経費負担

6)現地調査のために必要な許･認可の手続き及びこれに係る経費負担

西蔵TDR- 17



7)計画調査に必要な資料･情報の無償提供

8)計画調査に必要な資料の中国から日本への移送許可

9)現地調査中､調査団員に病気､怪我等が発生した場合,病院等の手配

10)現地調査期間中､調査団貞の安全の確保

ll)日本から持ち込む調査資機材の通関(非課税措置)と国内輸送費用の負担

12)日本から持ち込む調査資機材の再輸出に係わる必要手続きと通関/非課税措置の実施

西蔵TOR- 18



資料- 1 開発基本計画(M/P)及び典型区開発計画(F/S)策定の作業フロー

一江両河中流域の開発現況把握

自然状況 土地利用 営農･栽培
水利施設と

農業基盤

開発における留意点及び開発阻害要因の把握

水資源,土地資源量の概略把握

一江両河中流域の農･林･水
･畜産開発基本方針の策定

組織･陣容･経営面等の
基本方針の策定

戦略作物･林産･畜産･水産物の選定と生産目標量の概走

計画基本諸言の設定

計画生産体系の設定

肥料･飼料･農薬投入量

単位要水量

計画単位収量 等

土地･水資源等環境条件からみた
開発ポテンシャルの把握

生産目標量の設定(短･中･長期)と開発規

模と開発優先順位(時系列とセクター間)

土
水
栽
畜

刺地

資源開

産 開

用
発
培
発

林 産 開 発

亜概･排水

洪 水 防 御

農村インフラ施設

農 産 加 工

農業機械化

施設概略設計

環 境 保 全

農業経営

水管理計画

三: F施設維持管理計画
農業技術普及計画

‖門u

事 業 評 価

事業実施計画

典型区選定条件の設定 I

一江両河中流域各行政単
位の意向

市場-のアクセスがよく

展示効果の高いこと

典型区の選定

↓
典型区農業総合開発計画の策
(フィジビリティー調査)
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< 協 議 >

厨房事前華僑

集裏年境南聾業務

竿望撃禰査業務

調査作業のフローチャート

西竜自治区一江両河中流域農業監合開発計画調査

< 調 査 業 斉 > < 報 告 書 >
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< 協 議 >

蕪蓋機業馨

< 調 査 業 務 > < 報 告 書 >
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添付資料- 3 西蔵自治区一江両河中荒城農業総合開発計画調査

現地調査に係る日中合作作業の業務分担

作業項目 日本側分担業務 中国側分担業務

地形図

及び

測量

地形図1/50,00

地形図1r25.OM

地形図1/10,000

各種縮尺の地形図の無併提供

計画施設用地,既存施 測量作業の必要個所の選定(測量範囲 測量作業の実施

設配置等について適正
､縮尺､精度等については中E]側と協 日本側の測量執掬個所の略測等に必要

な労務要員の捷供縮尺の無い場合の測量 譲の上決定)

中国側に協力し測量成果品の取り鎮め

及び品質検査等実施

気象水文

既存の気象水文資料の 既存資料のレヒ●ユーと代表的測候所の選 地区内全観測.､測候所の観測資料の

収集整理及び確率統計
∫..▲.I

疋 無併捷供

資料解析 処理 テ◆-タへー-スの構築と気象.水文資料の確 各種解析について日本側専門家と合

宰解析作業の実施 作作業の実施

ランドサブト

情報の解

析

抽出した代表的気象年 気象資料の解析に基づき代表的気象年 日本側専門家と協同作業を実施

について情報解析 を抽出しラント●サツト情報を収集

北京のリモセン.セントへの情報解析依頼の

ための仕様書作成

情報解析成果のレヒ-ユーと細部分析

地質､

土質及

び土壌

調査

既存農業資源の評価及 既存の調査貸科の収集とレヒ'ユー 既存資料の無償提供

び施設設計のための情 補足調査作業の計画(中国側と調査仕
日本側専門家と合作作業の実施

報資料の作成 様を協議して決定する)

全姿科及び補足調査結果の評価と資料

解析

成果品の取り纏め(土壌国､土地分級

図､設計諸元に係る情報資料等)

地下水

地下水及び水質調査及 既存資料のレヒ●ユーと解析 既存資料の無償提供

ぴ地下水開発計画の作 地下水補足調査の必要範囲､調査仕様
日本側専門家と合作作業の実施

調査 皮 等の決定(中国側と協議の上決定)

地下水戟測作業計画及び調査仕様の作

成

地下水開発計画の作成

生態系

/環境

調査

植生を含む生態系及び 環境調査仕様書の作成(匡l際基準と中 既存資料の提供と環境調査の実施

自然環境評価及び環境 国側基準との整合を図る) 日本側専門家と環境評価及び保全対策
保全対策の検討 既存資料及び補足調査結果の評価及び

保全対策の作成
の検討等合作作業の実施

その他

一般社会経済,農業､ 左記の各項目について資料収集及び現
既存の山区技術試族研究貴科及び関連

資料の捷供
畜産水産､林業､農村 地調査を実施
工業等の現況調査及び 収集資料及び情報の集計解析を行い開

開発計画 発の基本方針並びに開発戦略を策定す
現地調査及び資料解析計画の取り紘

調査'/

計画

生産基盤整備､水利施 る
ヽE)

めについて日本側専門家と合作作業を

実施
設整備､その他基本農 以上に基づき各項目単位の開発計画を
莱.農村インフラ整備元区 策定する
男調査及び整備拡充計 各計画事業の施設計画及び概略設計を
画

行う
農村金融､農業制度､ 各項目単位の開発事業の整合性を図り
生産組合等の現況調査

及び強化改善計画
結合開畢構想を取り組める

西蔵TOR - 22



中華人民共和国

水利部国際合作司

西蔵自治区人民政府

一江両河開発建設委員会

西蔵自治区

一江両河中流域農業総合開発計画

開発調査技術協力要請書

1995年6月

中 華 人 民 共 和 国

国家科学技術委員会
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様式1-1

1996年度技術協力要請案件概要

農業･農村開発調査

国 名:

中華人民共和国

新宅:

西蔵自治区一江両河中流域農業総合開発計画

対象地区名:西蔵自治区蔵南谷地一江両河地域

相手国担当機関: 中華人民共和国水利部国際合作司

西蔵自治区人民政府一江両河開発建設委員会

1.事業の背景

中国政府は､現在､ 21世紀の9'ィシ◆ヨンの中で構想された農村地域社会経済開発の一環として､特に､開発投資

の滞っていた中･西部地域の貧困農村及び少数民族自治区に重点を置き､農業生産構造並びに農村生活環境の

改善を中心に農村の近代化計画を推進している｡

西蔵(外■ット)自治区は120万Km2 (全国土面積の12.5%)を占める中国西南部の所謂チベット高原にあって人

口232万人(全国総人口の0.2%)を零する｡農村人口は､地域総人口の糾.3%に相当する195.7万人で､人口密

度は､無人の原野と山岳を除く純農耕地を対象とした場合でも87.7人/Km2と中国中心部の人口(500人内外

/Km2)に比べ著しく過疎の情況を呈している｡自治区のRGDPは､ 1992年現在33.29億元(GDPの僅か

o.14%)
､また､地域人口一人当りのRGNPは､

GNP全国平均の2,100元に比べ1,260元と低く､全国で最も貧

しい地域となっている｡セクター別RGDPは､第一次産業が概ね50%を占め､次いで第三次産業が36.7%､第二次産

業が13.3%であるo第一次産業の中では､牧畜と耕種部門が夫々53.9%と43.8%､都合97.7%を占める｡

農耕地面積は､地域総面積の1.9%相当､ 223.6万ha､この内､水田は僅か0.5%の1.100haで､他は一般畑で

ある｡水田を含む濯灘面軌ま81,500haで､濯浩受益率は36.4%と全国平均の50%に比べかなり低い状況である｡

主要食糧作物は､主食である大麦が全耕地面積の43.3%と概ね半数を占め､小麦及び豆類が合計で28%､また

油料作物が5%となっている｡

自治区の農業は､上述の通り地域経済の基幹をなすものであるが､実情は､伝統的地域自給型の単一生産構

造であり､生産性の低い営農が行われている｡従って､今後､市場経済体制の中に在って､地域経済の発展を

推進するためには､生産基盤整備と併せ経済効率の高い耕種の導入を図る等の抜本的構造改善が急務となって

いる｡

2.事業概要

西蔵自治区一江両河中流域農業総合開発計画は､自治区の内､主として首都の粒薩市(Lhasa City)の位置す

る蔵南谷地に在って､水源を雅魯蔵布江(Yarlung Zangbojiang)及び支流の年楚河(Nianqu He)と粒薩河(

LhasaHe)に求める地域を対象に濯激開発を含む環境保全型集約農業･農村開発を目的としたもので､砂漠化

防止対策､農業生産基盤整備並びに耕種の多様化と生産増強技術普及等による農業生産構造の改善を構想してい

る｡主たる事業項目は以下の通りである｡

1)雅魯載布江､支流の年楚河及び抽薩河(総流域面積396,258Km2)に在る既存取水施設の改修と取水施

設の新設並びに洪水防御対策強化(堤防の嵩上げ等)

2)濯浩･排水路網の整備及び用水管理機能の改善

3)土壌保全対策を含む末端圃場基盤整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による営農基盤の拡充

4)地域内幹線道路､農村給水施設等､農村近代化のための基本インフラ施設整備

5)耕種の多様化と畜産及び養殖水産の振興による農業生産構造の改善

6)一次加エを中心とした農産物の付加価値生産と農村部の雇用機会の拡充

3.事業費概算 未定

4.特記事項

水利部及び西戴自治区人民政府は､事業対象地域が峡谷内の不連続な河岸段丘に位置し､従って､濯激開

発及び圃場整備等の対策が中･小規模の無数の開発団地となる情況に鑑み､先ず流域全体の開発ニーズを確

認の上､計画事業推進のための基本計画中スター7.ラン)を策定し､これに基づく段階的開発を進める意向である.

また､本計画調査について日本政府の技術協力並びに事業化に係る無価/有価資金協力を強く希望している｡

5.フ○ロシ●ェクト形成調査

海外農業開発コンサ仰ント協会(ADCA)ア砂◆ェクト･77イ方◆インク■調査団として日本工営(秩)が1995年5月16日-5

月25日にフ○ロシ◆ェクト形成調査を実施した(詐称ま､漆付一江両河中流域農業総合開発計画7o口ファイ調査報告書参照)
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技術協力要請書

7.ロシすェクト名:

中華人民共和国

経済部門:

農業及び環境

担当行政府:

水利部国際合作司

西蔵自治区一江両河中流域

農業総合開発計画

技術協力の内容:

標記開発計画実施に係わる基本計画(マスタイラン)

策定並びに選定典型区の実施計画策走(フィ-シ+ヒ中T)

ティー･スタディー調査)に村する技術協力

事業実施機関:

西蔵自治区人民政一江両河開発建設委員会

l. 計画事業の内容

1.計画の背景

(1)農業部門の現状

中国の農業は,単に食糧生産のみならず､対外国貿易産品と軽工業用原料の生産の面でも大きく

国家経済を支持している｡他方､労働人口の40%以上(1993年現在)に雇用機会を与え社会的に

も重要な産業として位置付けられている｡しかしながら､中国の農業は､広大な国土の中に約

9,510万ba (全国土の約10%)の耕地を保有するが､国営農場を除く郷鎮地区では実質的な農家一

人当りの平均耕作面積がo.1 haと極めて零細である｡また,耕地の60%以上がまだ生産基盤整備

が整わないため単位面積当りの生産性が低く､かつ､気象災害に脆弱な問題を抱えているのが実

情である｡

中国の食糧総生産は, 1949年建国当時の1.13億tonから伸び悩んでいたが1980年代の経済改革以降

には生産基盤整備の投資並びに農業技術の普及等が効を奏し,第七次五カ年計画最終年次の1990

年には史上最高の4.46億tonを記録するに至った｡この期間､人口が11.43億人(建国当時の約2倍

強)に増加しているが,実質食糧生産の伸びが人口増加を上回り､国民一人当たり年間食糧占有

量は210kgから390kgへと大幅な増加となった｡

他方､耕地面積は､ 1957年の約l.33億ha (20億畝)をピークに以降は毎年漸減し, 1991年末には,

約47万haの新規開墾が進められた半面､国の基本インフラ整備事業用(15%) ,林地転換
(26.5%)

､または牧畜用地転換(ll.5%)等あって全体で約50万haが減少､結果として9,565万
haに縮小し､建国当時の10,930万ha (16.4億畝)を稽下回るに至っている｡ 1993年末環在の農耕

地9,510万haの内､畑地(樹園地を含む)及び水田の占有面積は､夫々7,007万ha (全体の73%)

と2,503万ha (27%)である｡畑地の内,港概受益面積は,約2,370万ha (畑地面積の34%または

全体耕地の24%)である｡実質作付け面積については､二期作以上の重複耕地利用を含め合計1.4

億ha-1.5億ha (耕地利用率156%)を維持している｡

西蔵(質)
-1



(2)農業部門の抱える間最

中国では､国民に産児制限を課し厳しく人口調整を行っていが人口増加は､なお､平均年率1.2%

内外で推移し､ 1995年2月16日には12億人に達している｡全人口の70%以上は農村部に居住して

いる｡これら農村人口の生計を十分に保障し､かつ､中国経済の持続的発展を推進するためには､

今後,更に農業開発と農業生産基盤整備を徹底し､農業生産の増強と生産安定を図ることが不可

欠である｡しかしながら､既耕地背後地の大半は､中国の永い歴史の中で不合理な森林利用等が

在って生態系の衰微に伴った自然環境悪化が顕著であり,耕地拡大や農業生産基盤整備対策を困

難にしている｡事実､郷鎮地区の実質的な農家一人当りの平均耕作面積はo.1 haと極めて零細で､

かつまた､既存の耕地についても60%以上が｢濃瓶用水の不足｣ ､ ｢排水不良｣ , ｢肥沃度が低

い｣ ､ ｢強アル刑､塩類集積､浅表土層等各種低位生産土壌｣等の生産阻害要因を抱えているため

収穫量が伸びず,従って､かかる地域の農家の年平均収入は400元内外と著しく低い情況である｡

中国政府は､以上の現況に鑑みて現在推進中の国家社会経済開発計画に於て,特に､後進的また

は零細化している中･西部地域農業部門の開発/改善に重点をおき､生産基盤整備と農業生産技

術の革新を進め,長期的展望の中で組織的に農業構造改善並びに農村社会経済の近代化を図るべ

く努力している｡

(3)計画事業に関連する農業部門の主要な改善対策事項と開発のニーズ

現状,中国農業が抱える生産阻害要因の中で港概をはじめ農村生活用水､農村工業用水等の水資

源不足が､特に､中国中央部並びに西部の半乾燥及び乾燥地域に於て最も重大な問題となってい

る｡毎年の不安定な降雨環境の中で､農業生産は直接的に甚大な干魅被害を被り､また､港概用

水の不足は耕種の生産拡充を困難にしている｡農業生産並びに農村生活を支える水資源の不足は､

中国4(X沿年の長い歴史の中で頻繁な自然災害と不合理な森林資源の乱用があって植物生態系が致

命的に衰退し山岳地域の水源滴養能力が著しく低下していることが大きな要因となっている｡

従って､今後､更に農産物生産の増強を長期的に持続させるためには藩政開発､排水改良を基幹

とした生産基盤整備事業の推進が不可欠であり､また,これら事業と併せ､農村部の生活環境整

備,即ち､生活雑用水の安定的供給施設,道路網､通信･運輸施設､電化等基本インフラの建設

整備が農民の労働生産性向上を図る対策が必要である｡更に､農業生産を取り巻く自然環境の保

全と生態系の修復村策の徹底が農村経済復興を支持する工程として重要､かつ,急務となってい

る｡

中国政府は､以上の認識に立って農業部門発展の二大目標として掲げている｢農業生産の持続的

増強｣と｢農村経済の発展･向上｣をより効果的に達成する戦略として､農村部に既存する資源

の合理的利用並びに資源の保全対策に視点を置き,これら事業の推進を通じ農村経済構造の改善

を図ることが最も効果的であると考えている｡

(4)農業開発政策の中の計画事業の位置付け

経済開発政策の基本に立つ｢国民経済社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣の開発理念は,農業

分野の開発に優先順位を置き,農村部の社会経済的発展と国民に対する食糧の安定供給を最重点

課題としてる｡

中国政府は､現在､以上の上位計画の中で構想された農村地域社会経済開発､特に｢貧困農村復

興計画｣の一環として｢農業生産基盤整備｣ , ｢農村インフラ整備｣並びに｢造林･緑化等を含

む農村生活並びに自然環境整備/保全｣の各計画を推進している｡中国政府では､これら事業を
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効果的､かつ､持続的に行うには､地域に既存する資源の有効利用と資源保護を総合的に考慮し

た基本計画(マスタープラン)の策定と抜本的な支援村策を構じる必要があると考え､現在､第

九次五カ年計画(1996-2CKX))の策定並びに2010年を目標年に置いた長期社会経済発展計画構想

の取り纏めと取り組んでいる｡

本計画は, ｢西蔵自治区一江両河中流域典型区農業総合開発計画｣地域の-市(泣薩市) ､二地
区(山南及び日塔則両地区)に既存する資源と開発の潜在力を充分に活用し,環境保全型集約農

業･農村開発を進め､地域経済の発展､地域住民の生活水準の向上並びに生態系と農業･牧畜生

産環境の双方の均衡を目指したものである｡また,本地域の総合開発計画をモデル事業として位

置付け, 20世紀から21世紀に跨がる西蔵自治区の社会経済発展の技術的基礎を確立する構想がも

たれている｡特に､生態系の回復には､懸案となっている砂漠化防止対策に重点が置かれている｡

(5)計画事業実施に日本政府の支援協力が必要な理由

計画対象地域の一江両河中流域は､現在､畑地として開墾され､この内, 80%以上の耕地につい

て伝統的自流藩政方式ではあるが港概開発が進捗し,西蔵自治区の穀倉かつ経済活動の中心となっ

ている｡しかしながら､この地域の農業は､前述の通り自治区自給食糧の供給地としての責務上､

大麦及び小麦を基幹耕種とした単一的穀類生産経営が中心であり､このため年間所得が伸び悩み､

かつ,自治区の位置する中山間の僻地/閉鎖経済環境の影響を強く受け経済的に停滞しているの

が実情である｡

他方､計画対象地域の自然環境は､高山性の冷涼･半湿潤気候区に属するが､気象条件として日

射量が多く､農業生産を支持するに十分な年間有効積算温度並びに各種作物の生育期間が保障さ

れ､また,気温の日格差が大きく作物の生育管理並びに耕種生産の多様化を支持できる環境にあ

る｡これら自然環境条件は､今後の地域農業生産の増強と農業生産構造の改善(多様化)対策に

極めて有利な要素として評価できるものである｡従って､今後､澄渡技術を含む農業生産基盤の

再整備を行い､畜産振興と整合した耕種生産の多様化並びにこれら生産物の付加価値生産(農産

/畜産加工)を中心に経済技術開発を推進すれば農業経済の環境が好転し集約的農業生産への転

換が可能となり,誘いては,西蔵自治区の社会経済発展を牽引する大きな駆動力となる｡但し､

計画事業に係る経済技術開発を進める上で｢自然条件の生態環境に係る問題｣の他､ ｢労働の質

的問題｣ , ｢財政的困窮の問題｣ , ｢技術的問題｣等が多数顕在し,今後,更なる村策と改善/

解決の余地が残されている｡

本計画事業の推進について､中国政府は,対象地域をマクロ的に捉え､既存資源調査と国土保全

対策を中心に開発のニーズを確認し､総合的地域開発事業の基本計画(マスタープラン)の策定

と事業実施の方向付けの検討並びに抜本的な支援対策を構じる必要があると考えている｡

農業及び農村地域総合開発事業については,これまで日本政府の技術協力並びに一部事業に対す

る無償資金協力を得て実施に移し大きな事業効果を挙げてきた｡日本には､農業生産構造の改革,

特に､中山間農村の開発について先進的かつ合理的な生産基盤整備技術と資源保全対策振興の豊

富な経験が蓄積されている｡これらの技術と経験は高く評価できるものであり､中国中山間農村

の開発事業の推進に対する効果的な指導を期待している｡
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2.計画事業の目的並びに概要

(1)計画事業の目的

1)短期的目標

本計画事業は,西歳自治区の農業(給耕地面積約222,260ba)の近代化を推進するための示範と

して重点的農業･農村開発を構想したもので､以下の事項を目標に置いている｡

① 既設の農業生産基盤施設を改修/改善し持続的かつ安定的な農業生産環境を整える｡

② 港概排水施設の増設/整備を行い,不安定な気象環境の中で発生する気象災害等の低位生

産阻害要因に対し抵抗性の強い農業生産構造を創設する｡

③ 以上の機能的便宜に立って農業生産技術の革新と普及を進め,農業生産の増強と農家経済

の向上/改善を期する｡

④ 以上の耕種栽培の拡張と併せ畜産の振興を図り農業生産構造の多様化と地域農村経済構造

の改革を推進する｡

2)中･長期的目標

本計画事業は､国家社会経済発展の開発政策に沿って構想された｢農村地域総合開発の強化｣ ,

特に,中国中･西部地域の貧困農村の復興対策及び少数民族自治区の社会経済開発の一拠点と考

えられている｡従って､本開発事業は,今後の西蔵自治区地域全体の農業及び農村総合開発計画

を推進するための示範的機能と国家の食糧政策と地域経済発展構想の成就に対し大きな波及効果

が期待されるものである｡

3)国家社会経済発展に対する計画事業の開発波及効果等

国家社会経済開発10カ年計画の中で構想された｢国家重点商品化食糧生産基地建設計画｣では,

今世紀末までに新規開墾約220万ba (3,259万畝)及び低･中位生産性耕地2,220万ba (3.33億畝)

の基盤整備･改良､更に､造林220万ha (3,300万畝)
､草地改良270万ha

(4,000万畝)
､果樹

園改良70万ha (1,115万畝)
､水産養殖池の拡大90万ha

(1,340万畝)等が企画されている｡こ

の計画事業の完成に伴う増加生産量ついて,政府は､食糧6,119万ton､綿花･抽料･糖料などの

経済作物合計760万ton,肉類493万ton､水産品283万tonを見込んでいる｡

本計画事業の開発効果は､フィージビリティー･スタディー調査以前の現段階で数量的に実証す

ることは困難であるが､概ね次の直接的な便益が期待できる｡

① 水資源利用の合理化により現在の実質港概率60%内外から100%保障を可能とする｡

② 澄渡農業の開発と港概技術の合理化は､制約された耕作規模の中で農家収入の倍増を可能

とする｡

(彰 港概技術の合理化による節水の結果産み出される余剰水は､更に可耕地の開墾を容易にし､

かつ､農村地域の工業開発並びに市街地域の開発を直接的に支持できるポテンシャルとな

り社会労働雇用機会の拡充を可能とする｡

④ 節水澄渡技術の確立と普及は､大きな水資源の利用余剰を産み,地域工業開発並びに都市

地域開発に寄与する｡

⑤ 以上､地域開発の進展に伴う経済発展と地域の雇用機会拡充は,計画対象地域のみならず

広く西蔵自治区地域の社会･経済便益として高く評価できる｡
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⑥ 各河川からの取水械能が整備されれば生活用水の質的改善と量的増加が約束され,地域住

民のと保健衛生環境を整え､生活環境が著しく改善する｡

⑦ 洪水防御対策は,地域の公共資産並びに各種生産活動を保全し,かつ､地域住民の生活環

境を快適ならしめ労働意欲の昂揚を助ける効果が大きい｡

(2)計画事業の概要

一江両河中流域農業捻合開発計画は,所謂､蔵南地区の内,主として水源を雅魯蔵布江及び支流

の年楚河及び泣薩河に求める地域(=,130Km2)を村象に農業生産基盤整備並びに農業生産構造

の改善と近年特に顕在化してきている砂漠イ臼寸策中心にを構想したものである｡

1)開発の基本方針

本計画は､前述の地域社会経済の現況と開発の=-ス○に鑑み､ ｢横能低下の著しい港概施設の

改修｣及び｢亜漉区地域の水資源の再開発と利水の合理化双方の対策｣を検討し､水需要と

供給の均衡を前提とした最も合理的､かつ､効果的利水体系と技術的規範を確立する.港概

の合理化には､既存水路網の集･競合に整合する既存圃場の再整備が必要と考えられている｡

また､圃場再整備については､近年､顕在化してきている砂丘の発達/移動に伴う既存耕地の

荒廃防止村策として防風林の植樹/設置や砂丘部位の植生回復が構想されている｡更に､本

計画では､以上のハードウェア一に係る技術的村応と併せ農業生産技術普及並びに支援制度

の強化･徹底を図り､経済効率の高い農業生産の多様化と集約化を進め､地域経済の構造改

善と地域社会経済の発展を基本的な開発理念としている｡

なお､計画事業の目標達成を目指す開発戦略は､以下の通り構想されている｡

① 雅魯蔵布江,年楚河及び撞薩河夫々の既設堤防(財政的制約から設計基準がl/10年確率を適用)

を嵩上げし､洪水防御態勢を整える｡

また,泣薩河については､上流域に｢芳多水庫(多目的ダム) ｣を建設し､粒薩河流域の

農耕地及び撞薩市の洪水災害保全を図ると共に位薩河農業開発区の利水環境の改善による

農業生産基盤整備の徹底並びに流域内の生態系保全(砂漠化防止)の態勢を整える｡

② 機能的に効率の低い既存水利施設の改修と新規取水工及び港概水路網の再整備を進め,地

域経済の基幹となる農業の持続的発展を支持すると共に社会経済インフラ施設(農道を含む地

域幹線道路,農村給水施設､小水力発電施設等)の恒久的保全対策を完全なものとする｡

③ 農業生産の体質改善､特に､澄渡農業技術の革新により気象災害に強い体質創りを行い農

業生産の安定と増産による農業経営の改善と農家の財政的自立/強化を図る｡

④ 以上の農業生産と併せ､伝統的な畜産の近代化と拡充を振興し､地域農業の生産構造の改

善と地域農業部門の持続的経済発展を期する｡

⑤ 近年､特に顕在化してきている砂丘の発達/移動に伴う可耕地の荒廃問題に対し防風林の

植樹や砂丘部位に対する草種の植栽を行い峡谷平原部の砂漠化防止を図る｡

2)計画事業の枠組み

西蔵自治区人民政府が構想する ト江両河中部流域農業鑑合開発計画｣は,西蔵自治区｢蔵南

谷地地域｣の内,主として水源を雅魯蔵布江及び年楚河､撞薩河等に求める地域を対象に砂漠

化防止村策と山岳草地の保全を含む農業生産基盤整備並びに農業生産構造の改善(多様化)を

構想したものである｡計画の基本となる事業項目は､概ね次の通りである｡
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① 地域内河川の上菰域に大小水庫または貯水池を建設し､洪水調節､藩概用水の確保､小水

力発電等に対処

② 既設堤防の嵩上げ並びに新規の築堤を行い洪水防御の徹底を期する

③ 河川からの取水施設整備と給･配水機能の改善

④ 藩概･排水路網の整備及び用水管理機能の改善

⑤ 河川流路に沿って築堤または既存の堤防の補強による洪水防御対策の強化

⑥ 末端開場基盤整備を中心に農業生産基盤の改善と可耕地の開墾による営農基盤の拡充

⑦ 防風林等の植樹並びに砂丘地に対する草地改良/造成による砂漠化防止並びに峡谷低部に

既存する自然草地を改良し､現在､過放牧利用されている山岳草地の保全対策を構じる

⑧ 地域内幹線道路､通信網､農村給水施設等,農村近代化のための基本インフラ施設整備

⑨ 施設園芸を含む耕種の多様化と畜産の振興による農業生産構造の改善

⑲ 一次加工を中心とした農産物の付加価値生産と農村部の雇用機会の拡充

以上の戦略構想に基づく開発事業の内容は以下に要約する通りである｡

3)建設計画の概要

(力 水利施設

計画対象地域に於ては,現在､年楚河上流に港概,発電､洪水調節用ダムとして｢満粒水

庫(貯水容量1.55億m3) ｣が建設中である｡この他､雅魯蔵布江の主要な支流である年楚

河及び撞薩河の亜支流各河川上流部に100万m3-300万m3の小型水庫(ダム) 12ケ所(内,

4座は既に建設が完了している)と中型水庫2ケ所の建設が計画されている｡これら水庫に

よる新規増加貯水量は合計で1.7-1.9億m3)が期待されている｡

藩政施設については､現在､ 36ケ所で自然取水(幹線水路絵延長811Km)しているが､

これらを集統合して合理的な藩概体系を確立する計画である｡なお､以上の藩政施設整備

には,補助的に揚水棟場6ケ所(内､ 2ケ所は建設済み)を設置し自流潅概の出来ない地区

の港概を行う計画を含む｡

② 洪水防御(堤防)

上記水庫の建設と相侯って河川両岸に構築された堤防の嵩上げ及び新規の築堤を行い､特

に､氾濫原に位置する港概耕地約106,670ha及び林地31,330haの保全を図る｡

③ 土壌改良(地力保全/耕土培養)と耕地基盤整備

計画対象地域可耕地の土壌は砂岩及び砂襟岩を母材とした無機質土壌で相村的に地力の乏

しい低位生産土壌である｡重点的に土壌改良(耕土培養)を必要とする面積は82,00Ohaあ

る｡また､現在､比較的多収穫を得ている既耕地の内､約31,330baについては土壌の肥培

管理(地力保全)を徹底し持続的農業生産の増強/安定を図る｡

洪水防御及び港概開発による可耕地6,670haの新規開墾を進め農家の営農規模拡大を図るo

また､耕地基盤整備を進め商品化食糧(大麦及び小麦)及び経済作物(特に油量作物の菜

種)の生産振興を推進しする｡これら作物の生産振興には､地区内の要所に特別生産基地

(生産団地) 10ケ所を建設する｡これら耕種の振興村策として優良品種の種苗生産開場

4,670haを新設し普及支援する｡
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④ 畜産撮輿

毛牛(ヤーク)
､黄牛､緬羊､乳牛及び養鶏の振興を目的に以下の対策を構じる｡

-牧草を含む飼料作物用圃場8,670haの整備

一自然草地60,∝氾haの改良

一息質牧草品種の種苗生産基地3ケ所, 450haの整備

⑤ 林業開発

計画対象地域では,近年,砂丘形成が著しく､耕地並びに社会インフラ施設の保全と砂漠

化防止村策が必須課題となっている｡林業開発は,これら砂漠化対策の一環として江南防

風林､貢噴-撞薩防風林､日略則-粒牧防風林及びE]塔則-江牧防風林を中心に林帯形成

を構想している｡また､耕地の後背地で港概が可能な地域に経済効率の高い果樹の振興を

図る計画である｡

-防風林の設置40,0(氾ha

一経済林(含､果樹)の植樹80ha

一集落周辺の緑化6,670ba

一首圃の整備25ba

(む 読莱生産基地

近年､粒薩市の近郊において簡易ビニール･ハウスによる就業生産が開始されている｡し

かし､これら施設では､まだ冬期間の継続的栽培ができず､従って,冬期の端境期の生鮮

野菜は主として四川省方面からの供給に頼っているのが実情である｡自治区政府では､以

上の現況に鑑み,既存の読菜生産地区を更に拡充整備し読菜の地域内自給体制を整える計

画である｡

本計画事業では､撞薩市近郊農家を中心に施設園芸を振興し､開発絵面積約170baの読菜

生産団の地形成を進める構想である｡内訳は､ビニールハウス約65ha及びビニール･マル

チング等の保護地栽培面積が105haである｡なお､この他,関連施設として泣薩市の市場

内に生鮮野菜の保冷倉庫の建設が構想されている｡

(労 農村工業開発

西蔵自治区の場合､余剰農産物の商品化には地理的に自治区内外の市場への距離的問題と

輸送手段の運行管理が大きな制約となっている｡従って､農業､牧畜生産の振興対策には,

将来の余剰農産物の市場流通管理体制の強化と加工(付加価値生産)技術の確立が重要な

課題となる｡また､直接的に農業,牧畜振興の手段として飼料工場､機械修理工場等の機

能拡充が必要となる｡現在､自治区政府が構想している農村工業建設計画は以下の通りで

ある｡

-織機総公司の設置1ケ所(日塔則市)

_食用油加工場の建設3ケ所(日暗則市､江久県,泣久県)

_民族食品加工場(食肉加工)の建設1ケ所(撞薩市)

_飼料加工場の建設4ケ所(粒薩市,日略則市､江久県､粒久県)

_屠殺場の建設4ケ所(泣薩市､日塔則市､江久県､撞久県)

_農機修理工場の整備拡充1ケ所(授薩市)

_民族手工業
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⑧ 科学技術研究及び成果の応用

なお､自治区には､以上の計画事業の推進と農牧及び林産経営を円滑勝効果的に行うため

には次の事項に係る技術体系の確立が課題として残されている｡

_作物､牧草及び果樹等の優良品種の導入と適用･選抜試験

一息種生産と種子加工技術

一種百育成と種苗管理技術

一緬羊の品種改良と新品種導入/選抜技術

一散水港概､点滴港親等を含め合理的節水港概及び施設管理技術

一施設園芸とマルチング栽培技術

一大陽エネルギーの農業生産応用利用

一乾燥地農業の村策技術(非港概地域/天水畑の耕種栽培技術)

-砂漠化防止対策(砂丘地の植生回復技術)

_無産概条件下(天水栽培)での植林対策技術(山岳地の植生回復技術)

_中･低位生産畑の改善/改良対策技術(耕土培養及び地力保全対策技術)

_農地類型/分類に係る技術体系(土壌調査と土地分級に係る基礎技術)

一港概水路の漏水村策技術

(3)計画事業の対象地域

計画事業の村象地域は,雅魯蔵布江(yarlungZ皿gboJiang)及び支流の年楚河(NianquEe) ,泣
薩河(LhasaHe)流域に位置する西蔵自治区の穀倉であり､また,経済活動の中心地である｡地

域の総面積は､ ll,130Km2あり､西蔵自治区総面積の0.93%を占める｡本計画事業地域は,現在,

以下の通り三河川の流域に都合4ケ所の農業開発区を設置し農業生産基盤整備並びに農村近代化

整備事業が計画されている｡

一江両河中流域農業開発計画(概念図)

計画対象地域の自然環境は,高山性の冷涼･半湿潤気候区に属するが､気象条件として日射量が

多く,農業生産を支持するに十分な年間有効積算温度並びに各種作物の生育期間が保障され､ま

西蔵(要) -8



た､気温の日格差が大きく作物の生育管理並びに耕種生産の多様化を支持できる環境にある｡こ

れら自然環境条件は､今後の地域農業生産の増強と農業生産構造の改善(多様化)対策に極めて

有利な要素として評価できるものである｡従って､今後､港瀧技術を含む農業生産基盤の再整備

を行い､畜産振興と整合した耕種生産の多様化並びにこれら生産物の付加価値生産(農産/畜産

加工)を中心に経済技術開発を推進すれば農業経済の環境が好転し集約的農業生産への転換が可

能となり､誕いては,西蔵自治区の社会経済発展を牽引する大きな駆動力となる｡

3.計画事業の効益と公共性

(1)計画事業の直接的稗益人口

計画事業の直接的稗益人口は､撞薩市､山南地区及び日略則地区総人口の内､計画事業地区に居

住する約80万人(1993年末現在)が該当する｡

(2)計画事業の間接的稗益人口

計画事業の間接的稗益人口は､以上の開発事業地区を含む蔵南谷地の総人口125.18万人である｡

更に,本事業の開発技術効果並びに農業/農村近代化の展示効果が直接/間接的に波及すること

を期待するなら自治区全域に及び228.88万人と見込まれる｡

(3)計画事業の禅益地域

計画事業の対象地域は､雅魯蔵布江(yarlungZangboJiang)及び支流の年楚河(NianquHe)
,粒

薩河(Lhasalle)流域に位置する西蔵自治区農業の中心地であるo本計画地域を含む行政区域は､

自治区の首都である社薩市を中心に東西500 Km,南北220 Kmに展開する｡地域の総面積は､

11,130Km2で､西蔵自治区総面積の0.93%を占める｡行政単位は,粒薩市､山南地区及びEl略則

地区で構成される｡粒薩市地域は､首都の撞薩市と7県､また､山南地区には5県,白峰則地区に

は日略則市及び6県が含まれる｡末端の行政単位としては､ 214ケ村が分布する｡

(4)計画事業の社会･経済効果

1)計画事業実施地域の社会経済現況

1993年末現在､計画村象地域の-市(位薩市)二地区(山南及び日時則地区)の総人口は125.18

万人､また､総世帯数は約22万戸(平均世帯数は5.75人/戸)である｡行政区域総面積に対する

人口密度は18.82人/Km2と著しく過疎の情況であるが,無人の原野及び山岳を除く可耕地及び

開発可能な草地を村象とした実質生活圏の人口密度は390人/Km2である｡同年末の実就業人口

は58.44万人(地域稔人口の46.7%または自治区給労働人口の52%)である｡セクター別の就業者

数は,各々第一次産業が47.26万人､この内､農林牧業に従事する者は46.75万人で地域総労働人

口の約80%に相当する｡第二次産業及び第三次産業の就業者数は夫々2.92万人と8.26万人である.

なお､計画事業地域の総人口は, 1994年現在､約80万人あり､この内,約59万人が農業人口に属

し30万人が実質農業及び牧畜業に従事している｡

1980年代からの中国政府の｢村外開放･村内活性化｣路線の実効は､西蔵自治区に於ても顕著で

ある｡特に､治区経済の中心である蔵南谷地地域､中でも計画村象地域である｢一江両河中流域,

通称､ ｢自治区農業総合開発県(地区) ｣では､近年､中央政府の重点農業開発投資(水利事業

中心)の効果が顕著で農業総生産値が12.4億元と全自治区農業総生産値の54%または自治区国内

総生産値の22%相当を産み出している｡また,商業/貿易事業は,農業生産の増強に直接関与し概

ね6.5億元と地域総生産値の30%を占めるまでに活性化されている.他方,地域の工業生産は､農
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産物が地域自給食糧の生産に偏重しているため特別な開発が伴わず低迷しているのが実情である｡

2)西蔵自治区地域の農業現況

① 営農規模

計画対象地域は､急峻な山岳が大半を占め､可耕地が山間の峡谷低部の河岸段丘及び氾濫原に

制約されるため､ 1993年現在の実有効耕地面積は､ 147,470haと地域総面積の20%以下に止まっ

ている｡なお､地区総耕地面積は､自治区総耕地面積の約66%Bこ相当する｡

計画地域の既存耕地面積と港概草地面積並びに農業就業人口と-農家当りの平均保有労働力

(3人)から概算した平均農家の経営規模は､山南地区が2.67ha/戸､また桂薩市及び日時則地

区が夫々1.29haと1.56ha/戸あり､中国全土の平均規模に比べると3倍以上の耕地面積が確保さ

れている｡また,これら利用耕地の他､各地区には山岳内に広大な自然草地が既存しているの

で各農家は実質的に更に大きな利用可能面積を保有していると見倣せる｡

現在､地域の農家は､既耕地を中心に大麦(青株)及び小麦(冬小麦)を主体とした地域内自

給食糧の生産を行っている｡畜産は,一部専業農家もいるが大半は副業規模で大小家畜の飼養

を行われている｡泣薩市郊外の農家は､都市近郊の立地条件を活かし,近年､施設園芸(簡易

ビニール･ハウス)で読莱の生産を開始している｡また､各地区では,農業生産構造改善政策

の一環として果樹等の振興が進められている｡

② 農業生産基盤整備情況

計画地域の既存耕地は､泣薩市､山南地区及び日略則地区の三行政単位の合計で147,470baあ

り自治区総耕地面積の66%に相当するoこれら耕地は､河川沿の氾濫原及び河岸段丘を開墾し

たもので,全て畑地として利用されている｡

畑地藩政は､伝統的な河川からの自然取水形式が主体となっているが､ヒマラヤ山系の氷河か

ら流出する水源に恵まれた地域に位置する関係もあって広く普及している｡藩政受益は､山南

地区が最も高く90%以上､また､他の授薩市及び日格別地区でも各々82%と86%以上と全国平

均の50%強に比べ著しく高い情況である｡牧草地に対する藩政も積極的に行われ,改良草地

(70,00Oba)のみならず低地に位置する自然草地も含め全体で134,660haに及んでいる｡但し､

これら澄渡施設の大半は､河川からの表流水を伝統的な自然取水方式(自流港概)であるため

取水効率が低く､かつ､水路網の分水機能が不備である｡また､澄渡受益者(農家)の港概技

術が伝統的な畦間港混または水盆港親方式が一般的で､港概水を大量に消費する等,技術的問

題が顕在し,年間実有効港概面積は､各年の降雨情況に影響されかなり大きく変動し不安定な

作付け情況にあるのが実情である｡

末端圃場については､永年の藩概耕作を通じて一応の均平化が整っているが,各国場一筆毎の

面積は伝統的な開墾手法と適宜進捗した開墾のため大小不均一である｡この結果､既存の末端

藩漉水路網の給水機能が阻害され水掛かりの悪い圃場が点在する要員となっている｡従って,

これら末端圃場の再整備は,今後の生産基盤事業の中で十分留意を要することであり､また､

合理的利水環境を整える意味に於ても重要な課題である｡

③ 農業生産現況
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計画対象地域の既存耕地は,いずれも地域内各河川中流域以下の河川敷(氾濫沖積原)及び河

岸段丘地に開墾/造成されている｡耕地の地目は全て畑地である｡水田は､土壌が襟を多く含

む砂質壌土から砂質土と土性が粗く,保水性が低いためない｡

耕種の主体は､自治区自給の主要食糧作物である大麦(青抹: Qingzhu)が全体耕地面積の

60%以上,次いで小麦(主として冬小麦)が25-30%作付けされ､両作物で概ね耕地の90%内

外を占有する｡その他食糧作物では馬鈴薯が2-3%栽培されている｡近年､経済作物の振興対

策として薬種及び落花生が抽料作物として導入され栽培面積も漸次拡大してきている｡また､

毛牛(yak)及び乳牛用飼料として青刈り飼料が導入され､栽培面積も1994年の実績で既耕地

面蝉の10%以上と耕種栽培の重要な位置を占めるに至っている｡大麦及び小麦の地位機内総生

産量は､ 1993年実績で夫々304.7万tonと167.6万tonあり,自治区全体生産量の78%が産出されて

いる｡

なお､耕種法の機械化率は,近年､トラクタ一等の導入が漸次行われているが,まだ全体耕地

面積の15%以下と低く､畜力(主として毛牛)依存度の高い営農が行われている｡

畜産は,伝統的な毛牛の飼養に加え､近年､肉牛と乳牛の飼養が盛んになってきている｡また,

小家畜では山羊(cashmere)と綿羊が盛んであるoこれら家畜の飼養は､一部農家で専業化さ

れているが､大半は,まだ副業規模の経営が一般的である｡

3)計画事業実施後の社会経済環境の展望

計画対象地域の一江両河中流域は､現在､畑地として開墾され,この内､ 80%以上の耕地につい

て伝統的自流潅親方式ではあるが澄渡開発が進捗し､西蔵自治区の穀倉かつ樫済活動の中心となっ

ている｡しかしながら,この地域の農業は,前述の通り自治区自給食糧の供給地としての責務上､

大麦及び小麦を基幹耕種とした単一的穀類生産経営が中心であり､このため年間所得が伸び悩み,

かつ,自治区の位置する僻地/閉鎖経済環境の影響を強く受け経済的に停滞しているのが実情で

ある｡

計画事業実施後の効果は､計画事業対象地域並びに国家社会経済環境に対し以下の改善/革新が

期待できる｡

① 水源開発(水庫､貯水池等の増設)による新たな用水源の開発は､農業生産規模の拡大と

砂漠化防止等の環境相策を容易にし,従って､大きな農業生産拡大と農村生活環境の改善

を可能にする｡

② 既存の港概施設整備並びに生産基盤整備により持続的な高位生産農業を保障する｡

③ 以上の農業生産の拡大は,新たに農村工業並びに商業活動を振興し一江両河中流域地域の

みならず広く西蔵自治区地域の社会経済の発展の駆動力となる｡

④ 農産物の増産と品質の向上は､単に地域の食糧事情を改善するのみならず国家経済の発展

と村外貿易収支の改善に大きく寄与できる｡

一江両河中流域地域は､長い開発の歴史を経て一応の生産基盤が整っている｡従って,本計画事
業に対する投資効果は､いや高く､農業生産構造の革新は,工業･商業部門との経済格差を十分

改善するものと期待できる｡

(5)計画事業の効益と公共性(日本政府の事業支援が及ぶ稗益人口)

西蔵(要)
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本計画事業は,伝統的農業から合理的近代農業-発展する一段階にあって､蔵南谷地一江両河地

域の山岳基岩(砂岩､砂襟岩等)の風化崩壊生成風砂に起因した砂丘形成による可耕地の荒廃と

土壌侵食と過放牧により植生退化の著しい山岳草地の生態系の修復対策を考慮した環境保全型の

集約農業･農村開発として農村の生活並びに生産基盤整備/改善を推進するものでる｡特に､植

生回復と耕土培養対策として推進する耕種の多様化と畜産振興事業に係る技術は､貧困農村復興

の原動力となるものである｡

この計画事業に対する日本政府の支援協力が直接的に及ぶ稗益人口は,計画対象地域農村部の約

80万人,または14.7万世帯以上(1993年末現在)と見込まれる｡

(6)計画事業の環境に及ぼす影響

計画事業地域は､高山性冷涼･半湿潤気候区に属する｡特に､不安定な降雨環境は､現在､農業

生産の最大の阻害要因となっている｡従って,水資源開発並びに藩政施設整備事業は､この地域

の農業,誘いては社会･経済発展を支持する上で必要不可欠である｡水資源の利用合理化の結果

として緑化面積が拡大し,地域住民の生活環境が大きく改善される｡また､自然環境についても

生態系の保全が容易になる｡以上の環境改善は､必然的に生産活動を刺激し,この地域の社会･

経済の活性化と発展に大きく寄与する｡また,港概農業を中心とした土地利用は,新たに良好な

自然環境を創設し､結果的には人間生活と自然動･植物の調和と均衡のとれた生態系が形成され

るものと考えられる｡

地域社会経済環境については､本開発事業の推進により農業及び農村の経済環境並びに生活環境

が大きく改善できるものである｡

4.日本政府以外に対する支援協力の要請

本計画事業並びに農業･農村地域開発関連の開発計画については､日本政府以外に村する本支援協

力要請は行っていない｡中国政府並びに西蔵自治区人民政府は､本開発事業を日本政府の技術協力

並びに経i斉協力(年次無償資金協力並びに第五次円借款)を得て実施に移したく強く期待している.

5.計画事業の優先度(本計画事業は､日本政府に支援協力を要請している開発事業案件の中で如何なる使先席位を与えられているか)

本一江両河中流域農業総合開発計画は､ ｢中国中･西部地域の貧困農村の復興村策及び少数民族自

治区の重点開発計画構想｣に沿う辺境開発事業の一つとして､既に全国人民代表の批准を得ており､

開発実施効果の高い事業として評価されており､また､中山間に位置する貧困農村地域を中心に環

境保全型農業･農村開発計画事業としてニーズが高く､国家として特級の優先度を与えている｡

国家計画委員会に於ても､隣接する諸外国(インド､ネパール､パキスタン､パーマ等閑発途上図)

との接点に在って中国西南部の対外貿易と国際経済圏に関与する地域開発の一つとして本計画の開

発ニーズと事業化の緊急性を高く評価している｡

6.計画事業担当政府指導機関及び事業実施機関

(1)事業実施機関の概要

1)実施機関の組織機構

実施機関名:西蔵自治区水利局,自治区一江両河開発建設委員会並びに市/地区一江両河開発

建設管理局

西蔵(質)
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西蔵自治区人民政府は,その横棒内に農業委員会､計画委員会､科学技術委員会､水利局､農莱

局､建設局等関連部局の幹部からなる｢一江両河開発建設委員会｣及び｢一江両河開発建設委員

会弁公重｣を組織し､ ｢一江両河中流域の農業絵合開発事業｣をはじめ蔵南谷地地域の軽清閑発

事業に係る技術的項目について基礎的研究､実証試験及び技術普及等の実施と開発事業の運営管

理を行っている｡

本計画事業の推進には,上記｢委員会弁公茎｣の監理下に粒薩市､日塔則及び山南地区夫々の行

政単位が｢市/地区一江両河開発建設管理局｣を組織し､各行政区内の地域開発/農業開発を行っ

ている｡県単位の開発機構としては｢県(区)一江両河開発建設弁公圭｣が組織されているo

以上実施機関の組織模構並びに計画事業の実施体制は,別紙涼付の資料に示す通りである(付図-

1 :西蔵自治区一江両河中流域農業総合開発事業の実施機関組織機構参照) 0

2)実施機関の機能と業務内容

西蔵自治区の｢一江両河開発建設委員会｣は､自治区人民政府模構の中に副自治区長を主任とし,

各関係庁から開発担当部局長が委員として参加し運営される｡

｢一江両河開発建設委員会弁公室｣は､以上の事業運営委員会の指導下で開発事業実施/運営の

実務機関として機能する｡この事務所の要員編成は､各関係庁からの技術及び行政担当要員が出

向して適宜稼働する方式が取られている｡また､市/地区の｢市/地区一江両河開発建設管理局｣

及び県(区)の｢県(区)一江両河開発建設弁公室｣は､夫々行政単位の組織機構の中の技術要

員を徴用して機能している｡

夫々の組織機構の活動範囲及び業務内容は､添付資料- 1 :西蔵自治区一江両河中流域農業総合

開発事業の実施機関組織機構図に示す通りである｡また,本計画事業の主幹を成す水利事業の管

理組織械構は､添付資料-2 :西蔵自治区の水利事業管理組織図に要約した通りである｡

3)実施機関の陣容

実施機関の組織は,まだ未編成であり具体的な技術陣容については､ここに要請する開発実施計

画調査の中で最も合理的かつ機能的な構成を検討する所存である｡

4)実施機関の財務内容(収入と歳出)

上記実施機関は､現在まだ未編成であるが,計画事業の実施に当たっては国家と西蔵自治区の開

発予算並びに関連市の開発予算をもって運営することとなる｡

(2)政府指導機関

計画事業の推進に係わる技術統括及び行政上の指導･監理は,中央政府にあって｢水利部｣が行

う｡

7.事業実施準備の状況

(1)計画事業対象地城

計画対象地域の現況並びに計画事業の外観は添付写真及び地図等に示す通りである｡

1)計画事業対象地域と開発対象面積
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計画事業の対象地域は､雅魯蔵布江(YarlungZhngboJiang)及び支流の年楚河(NianquHe) ､泣
薩河(LhasaHe)流域の沖積氾濫原及び河岸段丘に位置する｡対象地域の総面積は147,470baで

ある｡

一江両河中流域農業開発事業区

流域名 開発区名 行政区中心 計画対象面積(ha)

雅魯蔵布江

年楚河

粒薩河

① 雅干Ⅰ農業総合開発区

② 雅干Ⅲ農業絶合開発区

③ 満撞港区農業絵合開発区

④ 泣薩河農業開発区

撞久市 69,630

曲松市

日塔則市 118,270

粒薩市 164,230

合計 352,1300

2)土地の収容等準備

国土は全て国家資産であり､基本的に事業施設等施工に関連する土地の収容には問題がない｡既

存農家の耕地､宅地等使用権の設定されている土地が事業施設の施工村象となる場合は適正な保

障と代替地の提供を行う､本計画では新規開墾もあってこれら対策に問題はない｡農民側でも本

改革事業の実施を強く希望しており社会的問題を惹起することはない｡

(2)電力供給､給水､電話･通信等インフラ施設状況

中心となる泣薩市､日略則市及び各県庁所在地には,全ての基本インフラ施設が整っており､計

画調査､設計作業､建設管理等各種業務の遂行に支障は無い｡

(3)地形､地質､気象､水文､その他各種統計等計画事業実施に必要な資料の有無

計画調査並びに設計に必要な地質､気象,水文資料等の基礎資料と情報は更に補足調査を徹底し

充実を図る必要がある｡

地形図は､基本的に1/50,000縮尺が保存されている｡詳細設計用として1/10,000縮尺の地形図作

成を計画している｡

土地利用､既存施設現況等に係わる一般情報源として1/50,000縮尺のランドサットマッ7.がある｡

その他､河流水系囲､全市国土企画,全市農業企画(1,990年) ､水資源､生物資源,土地資源
(土壌図)

､人口/労働人口詳細調査等資料及び情報については補足調査を徹底し充実を図る必
要がある｡

農家類型別経済調査,集落別農業統計調査等は､まだ実施されていない｡

8.計画事菓実施機関の事業能力

(1)現時点での状況

計画事業地区を含む蔵南谷地一江両河地域の開発には､添付資料-3 :計画事業の実施体制機構

図に示す通り自治区人民政府内に｢一江両河地域開発建設委員会｣と｢一江両河地域開発建設委

員会弁公室｣が指導機関として設立されており､また､夫々の行政単位について実施機構として

階層的に｢市/地区､県/市毎に開発建設管理局｣が組織されている｡自治区及び市/地区レベル

の実施機関の事業実施に係わる行政管理,財務管理並びに調査･設計等の実施能力は､既に実施
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中の各種技術開発に係る試験研究/技術普及業務を通じ軽験を積んできている｡但し､末端の地

方自治体(郷･鎮及び村)では､技術管理の能力がまだ不足しており､今後,更に教育の徹底と

運営に係わる体制創りと制度化が必要である｡

また､ ｢一江両河地域開発建設委員会弁公室｣の指導監理の下で各市/地区に県級の｢開発技術

の展示地区｣が設置され,種苗,種畜場等の経営から農業技術普及に至る組織的な支援事業が行

われている｡なお､これら各指定地区に於ける種苗場､種畜場及び技術普及所等の基本施設の設

備情況は,いずれもまだ未整備で本格的な技術示範を展開するには機能的に多くの課題を残して

いる｡現在､地区農業の生産構造の改善(生産耕種の多様化)と生態系(植生)回復の手段とし

て施設園芸､果樹･果核類の植樹,林帯形成のための造林等に係る技術の導入が図られているが､

種苗増殖技術､肥培管理技術等には,なお,地域の自然環境に適合する技術として改善の余地が

多く残されており施設整備と併せ技術者の教育訓練強化が必要である｡また､畜産振興について

も人工授精技術及び品種登録管理等に係る機器が全く不備であり､早急な整備が必要である｡

(2)実施機関が抱える問題点

最大の難点は財政的に事業資金が乏しいことにある｡稗益地域の末端行政単位に於ては人材が不

足しており実施体制がまだ不備であり､施設の運転･維持管理等に不都合があり､実質的な開発

効果が出難い情況にある｡また,本事業の大半の受益者が貧困であるため,共同施設等の運転･

維持管理費の拠金(水代専)が困難であり,行政機関の負担が大きい｡技術的な面では､総合的

技術の体系化を図る上でまだ経験的に不足が認められる｡

(3)改善計画

事業の運営に係わる体制上の問題は､今後の事業展開の中で,更に組織強化と安貞訓練を徹底す

る｡また､行政及び財政面での問題については､支援体制と諸制度の革新強化を図り村処する｡

顕在する技術的な問題については､日本からの専門家派遣を仰ぎ技術指導を期待したい｡また､

日本政府の提供している研修コースの便宜を戴き不足または欠如している技術を取得する等の対

応を図って行く所存である｡

9.計画事業の運営と維持管理体制

(1)要員計画

計画事業の運営と施設の維持管理に係わる要員は､基本的に自治区人民政府並びに県,地区行政

機構の中で組織されている一江両河開発建設管理局を中心に編成されている各技術担当部局から

適宜出向する形式で従事する｡本計画の事業化に当たっては,ここに要請する開発実施計画調査

の中で最も合理的かつ機能的体制を検討の上で必要要員の再編成を行う所存である｡

(2)計画事業運営の予算措置状況と将来計画

現在,実施中の開発に係る事業資金の大半は､中央政府の開発投資予算から借款及び助成金とし

て準備されている｡

本計画の事業化並びに事業実施後の運営に係る資金については,まだ具体的な予算措置を行って

いない｡本件については､ここに要請する開発実施計画調査の中で最も合理的かつ機能的な事業

実施体制を検討の上､必要な予算準備を行う所存である｡なお,開発資金については,日本政府

の無償資金協力(基本施設の拡充整備)と有償資金協力双方を期待している｡
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(3)事業運営に係わる要員の技術的能力

事業実施に係わる行政管理,財務管理並びに調査･設計等個々の技術能力は,これまで対象地域

に於て実施に移された開発建設事業に係る業務を通じ十分に培われている｡したし､これまでの

業務経験は､ ｢単一資源開発について単一技術の対応｣が主体であり,今後に期待している｢既

存農業資源の集約的利用｣を推進するには｢農村近代化計画及びインフラ施設整備の設計技術｣ ､

｢節水藩政及び水資源の合理的利用管理に係わる最新技術｣ , ｢新規導入耕種の栽培管理技術｣,

等々,総合性または技術の体系化を図る等についてまだ経験的に不足が認められる｡

10.関連計画事業の有無(一覧表の漆付必要)

本件の関連事業について､ ｢計画事業名｣ , ｢支援協力機関名｣ , ｢計画事業夫々の概要｣ ､ ｢協

力の内容(借款､技術協力等) ｣ , ｢事業実施期間｣ ､ ｢本事業との繋がり｣等の情報は､別紙添

付の通りである(添付資料-3 : ｢関連事業計画及び事業内容等｣参照) ｡

ll.技術協力

(1)本計画事業について既往の技術協力の有無

①)宥 ② 無

(2)本計画事業の実施について技術協力の必要性有無

①) 必要 ②) 不要

1)技術研修の必要性

日本政府が技術協力の一環として実施している中･長期専門技術研修計画の内､以下

の項目課程について計画事業要員の技術訓練を希望する｡

① 港概施設の改良･修復並びに末端圃場基盤整備技術

② 港概･排水施設の維持管理技術

③ 農事技術普及技術

名
名
名

1

1

1

2)開発調査の必要性(フィう●t'り汁ス好◆ィ-､マスター7.ラン策定等)

(本事項が必要な場合､計画調査実施の企画内容を示す)

本案件の開発調査は､上記中国政府の事業構想の趣旨に沿い,推進中の｢蔵南谷地一江両河開

発建設事業｣の実情と今後の地域開発事業として構想されている｢環境保全型集約的農業及び

農村開発｣のニーズを確認し,自然生態系を含む自然環境､既存する利用可能な水及び可耕地

等農業資源､既存の農業生産基盤と生産支援施設､施設規模,稗益人口等を基に事業推進の基

本計画(マスタープラン)を策定し､事業実施の方向付けと段階的事業実施の最適工程を検討

する｡また､このマスタープランから抽出される港概施設改修/改善の必要度と緊急性の

高い典型区(西蔵自治区人民政府としては計画事業地域に構想している4開発区の内,

年楚河流域の満授産区農業総合開発区を選定している)についてモデル開発事業の実

施計画(フィージビリティー･スタディー調査)を行う計画である｡なお,本調査に対
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する日本政府の技術協力の中で､中国側専門家に村する技術移転を期待する｡

以上の開発調査実施に係わる調査内容､工程並びに必要な技術支援協力の内容､専門家等は別

紙添付資料(添付資料-7: ｢開発調査実施要領(莱) ｣参照)の通りである｡

Il.基本となる開発事業計画の概要(計画書､企画書等を涛付すること)

1.計画事業の名称

国家社会経済開発10カ年計画書(1990-2(X氾)及び

国家社会経済開発第八次五カ年計画(1990-1995)

2,社会･経済現況

1)国民総生産(GNP)

1982年､政府は,社会経済近代化構想の実現を目指し｢2(X氾年工農生産四倍増計画｣を策定､

その基本政策である｢対外開放･村内活性化｣に沿って､人民公社の解体,責任生産性の導入､

国営農場の基盤整備と生産に係わる諸制度の改善等各種努力と経済建設を進めてきた｡これら

経済改革と村外開放政策の実効は著しく,国民総生産(GNP)は, 1978年の3,588億元(実勢

価格)から1993年には31,342億元(実勢価格)に増加し､国民一人当たりのGNPも1978年の

372元から1993年の2,645元となったo実質国民収入の成長率は､ 1980年前半が10%､後半が7.5

%､また, 1990年代に入ってからは市場経済体制の導入の効果が著しく,相対的な国家経済の

生長には､まだ不安定要素が残るものの近年の経済開発投資が効を奏し確実な生長を示してい

る｡特に､工業部門及び建設部門の生長は著しく飛躍している｡

国民総生産(GNP) (単位:GNP=億元,.GNP/人-元)
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出典: 中国統計年鑑(1994)

2)国内総生産(経済部門別のGDP)

国内総生産(GDP) (単位:GNP-億元,.GNP/人-元)
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出典: 中国統計年鑑(1994)

3)未就業率
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1993年末現在の労働絵人口(15歳以上)は約8.2倭人(62%)で､この内6.02億人(73.7%)が

就業している｡未就労人口には専業主婦及び上級学校の学生が含まれる｡近年､世帯の経済環

境の好転から専業主婦が増加する傾向を示している｡

社 会 就 労 現 況 (単位:百万人)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

労働総人口

社会就労人口

未就労人口

就業率(%)

未就業率(%)

485.3 528.8 621.1 697.3 709.8 721.2 817.5

40l.5 423.6 498.7 567.4 583,6 594.3 602.2

83.8 105.2 122.4 129.9 126.2 126.9 215.3

82.7 80.1 80.3 81.4 82.2 82.4 73.7

17.3 19.9 19.7 18.6 17.8 17.6 26.3

出典: 中国統計年鑑(1994)

4)イ)7trlh>率

諸物価は､統制された計画経済の下にあって1992年後半までは極めて穏当な状況で推移してき

た｡しかしながら､開放市場経済政策が施行された1993年からは工業製品の価格急騰を発端と

して市場価格が大きく変わり､インフレーションの進行が一般消費と一次産品の生産環境を圧

迫する状況が醸成された｡

諸 物 価 上 昇 率 (単位: %)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

一次産品価格
103.9 107.1 108.6 97.4 98.0 103.4 1 13.4

卸売り価格 100.7 106.0 108.8 102.1 102.9 105.4 1 16.I

消費生活費用 100.7 107.5 111.9 101.3 105.1 108･6 116･1

出典: 中国統計年鑑(1994)

1993年以降､本格的市場経済の施行により経済活動が著しく活性化されたが､これに伴いサー

ビスを含めた消費者物価は､全国平均で前年の同期間の実績に比較し23.3%上昇し､中国社会

の安定にとって最大の懸案であるインフレーションの高進に歯止めがかからない状態が続いて

いる｡これら物価上昇とインフレーションの高進は､食糧作物の生産を促進するため政府が

1994年8月に農産物の買上価格を大きく引き上げたことが誘発の要因となったと考えられる｡

即ち､食糧価格が前年比で約30%上がり､これが全体の物価を押し上げることとなった｡

5)経済成長率

経 済 生 長 率 (単位:生長率 %)
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出典: 中国統計年鑑(1994)

6)輸出入収支

西蔵(要)
-18



順調な経済生長を支える対外輸出入の財政的収支環境は､ 1980年代中盤まで貿易赤字を累積し

てきたが同年代後半に至り農業及び工業開発投資の効果が出､年収支が黒字に好転し大きく国

家収入に寄与する状況となっているoなお､ 1993年度は､工場企業等に於て施設整備が活発に

行われ機械施設等国際市場からの購入が増加して輸出入収支が一時的赤字となっている｡

対外輸 出 入収支 (単位:億米ト.A)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

輸出代価

輸入代価

輸出入収支

181.2 273.5 620.9

200.2 422.5 533.5

_19.0 -149.0
87.4

718.4 849.4 917.6

637.9 805.9 1,039.5

80.5 43.5
-121.9

出典: 中国統計年鑑(1994)

7)労働人口(全体及び経済部門別)

全就労人口の内､国営企業等で就業する職工が1.09億人(18.1%)
,都市部の一般労働者3,393

万人(5.6%)
､また,農村部の就業者数は､

4.59億人(76.3%)である｡経済部門別の就業状

況は次の通りである｡

経済部門別就業人口 (単位:百万人)

1978 1980 1985 1990 1991 1992 1993

給労働人口

社会就労人口

農業

工業

石油/鉱山探査
建設

運輸/通信

商業

金融/保険

公共サーt:+ス

その他

485.3

401.5

283.73

60.91

0.97

8.79

7.35

1l.55

0.76

22.23

5.21

528.8 621.1 697.3

423.6 498.7 567.4

291.81 311.$7 341.77

67.14 83.49 96.97

1.00 1.06 l.00

10.22 20.69 24.61

7.87 12.22 14.69

13.81 23.63 29.37

0.99 1.38 2.18

24.88 31.17 38,83

5.88 13.19 17.98

709.8 72l.2 817.5

583.6 594.3 602.2

350_16 348.55 339.66

99.47 102.19 92.95

1.00 l.00 1.44

25.21 27.02 39.82

15.15 15.73 16.88

3l.00 33.12 34.59

2.34 2.48 2.70

40.17 41.08 34.38

19.10 23.13 37.40

出典: 中国社計年生(1994)

8)対外債務のリスク指標

1985 1990 1991 1992 1993

債務償還率 2.8

負債率 5.9

対外債務率 53.4

8.5 8.0

15.5 16.4

87.0 87.0

7.3 9.7

16.O 15.4

90.7 94.5

出典: 中国統計年鑑(1994)
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9)対外負債余額の状況

対外負債余額 (単位:拾万ドル)

摘 要 1988 1989 1990 1991 1992 1993

対外債務総額

その内､ 外国政府借款

国際金融機関借款

国際商業借款

その他

債務余額

その内､ 長期借款分

短期借款分

400.03 412.99

66.48 69.50

42.53 53.44

189.82 216.74

101.20 73.31

400.03 412.99

326.96 370.32

73.07 42.67

525.45 605.61

83.90 95.06

62.86 70.71

291.84 315.90

86.85 123.94

525.45 605.61

457.79 502.57

67.66 103.04

693.21 835.73

114.95 143.15

84.15 104.64

354.79 410.80

139.32 177.14

693.21 835.73

584.75 700.27

108.46 135_46

出典:中国統計年鑑(1994)

10)主要輸出入項目と輸出入代価

主要輸出項目と輸出代価 (単位:拾万ドル)

摘 要 1988 1989 1990 1991 1992 1993

輸出稔額

一次産品
食品(含､活動物)

飲料･煙草等

非食用原料

鉱物燃料及び油類

動･植物油

工業製品

化学薬品

繊維製品
機械･運輸設備

雑項目品

その他

475.16 525.38

144.06 150.78

58.90 61.45

2.35 3.14

42.57 42,12

39.50 43.21

0.74 0.86

331.10 374.60

28.97 32.01

104.89 108.97

27.69 38.74

82.68 107.55

86.87 87.33

620.91 718.43

158.86 161.45

66.09 72.29

3.42 5.28

35.37 34.84

52.37 47.54

1.61 1.50

462.05 556.98

37.30 38,18

125.76 144.56

55.88 71.49

126.86 166.20

116.25 136.55

849.40 917.63

169.89 166.75

83.24 84.08

6.80 9.02

31.43 30.52

46.72 41.09

1.70 2.05

679.51 750.88

43.32 46.24

161.39 163.96

132.50 152.85

342.30 387.83

出典: 中国統計年鑑(1994)

主要輸入項目と輸入代価 (単位:拾万ドル)

摘 要 1988 1989 1990 1991 1992 1993

輸出紀額

一次産品
食品(令,活動物)

飲料･煙草等

非食用原料

鉱物燃料及び油類

動･植物油

工業製品

化学薬品

繊維製品

機械･運輸設備

雑項目品

その他

552.75 591.40

100.68 117.54

34.76 41,92

3.46 2.02

50.90 48.35

7.87 16.50

3.69 8.75

452.07 473,86

91.39 75.56

104.10 123.35

166.97 182.07

19.82 20.73

69.79 72.15

533.45 637.91

98.53 108.35

33.35 27.99

1.57 2.00

41.07 50.03

12.72 21.14

9.82 7.19

434.92 529.5(～

66.48 92.77

89.06 104.92

168.45 196.O1

21.03 24.39

89.90 111.47

805.85 1,039.50

132.36 142.15

31.43 22.08

2.42 2.45

58.01 54.42

35.46 58.18

4.84 5.02

673.69 897.35

112.01 97.08

192.06 285.45

313.48 449.95

55.60 64.95

出典:中国統計年鑑(1994)
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ll)輪出入主要国

輸出入主要国 (単位:万羨Pつ元)

輸 入 実 績 韓 出 宝 造

主要地域/国名 1990 1991 1992 1990 1991 1 992

欧州 l,221

アフリカ 3S

南北アメリカ 683

その内 usA 634

アジア 10,253

その内 香港 5,210

日本 1,423

大洋州 148

1,384 1,588

40 27

740 874

686 808

12,437 12,963

5,166 5,160

2,574 2,824

231 232

5,271

51

5,175

4,931

2,937

1,770

421

204

5,514 5,242

16 18

4,464 5,231

4,228 4,983

3,216 3.509

I,743 1,763

206 184

115 80

出典:中国綻計年鑑(1994)

12)人口と人口伸び率

1993年末の総人口は､ ll.85佳人(なお, 1995年2月16日稔人口は12億人に達した) ､ 1984年以

降10年間の人口自然増加は約1.42億人､年平均人口増加は1.2-1.3%で推移している｡男女別

人口は夫々6.05億人と5.80佳人で概ね均衡している｡農村及び都市地域の人口は､各々8.52億

人(71.9%)と3.33億人(28.1%)である｡

13)平均寿命(男女別)

平均寿命(1990年現在) 男子: 68歳 女子: 71歳

14)死亡と出生率

自然人口増加率: ll.6 出生率: 18.2 死亡率: 6.6

15)医療施設状況

医師一人当りの診療/治療人口

1980 1988 1989 1990

855 685 658

出典:中国統計年鑑(1994)

3.中･長期社会経済開発計画の概要

(1)計画の中で最も重要な項目

現行の｢国民経済社会発展10カ年計画(1991-2000) ｣では､計画目標の設定を三段階に分け､

即ち､第一段階では｢当初5年間(第八次五カ年計画: 1991-1995)に国民総生産を1980年の

二倍にする(この目標は､ 1992年末現在既に達成済みである) ｣ ､第二段階は｢国民絵生産を
第九次五カ年計画(1996-2000)までに更に倍増し､ 1980年の四倍にする｣ ､最終第三段階で
は｢21世紀中頃までに一人当たりの国民総生産を中進国の水準に引き上げる｣ことを構想して

いる｡
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(2)計画の基本的な目的(目標)

以上の目標を達成するための戦略は､次の五項目の方針に基づくものである｡

① 国民総生産を年率6%程度の水準で伸ばす｡

② 国民の生活レベルを｢温飽(最低生活水準) ｣から｢/ト康的水準｣に到達する｡

③ 21世紀初頭までに社会経済の持続的発展に必要な物質的･技術的基礎を築く｡

④ 公有制を基本に計画経済と市場経済を有機的に結び付けた経済体制を確立し,その運

用を試行する｡

⑤ 社会主義文明の水準向上に努め､社会主義民主法体制を創設する｡

(3)目的(目標)の達成手段(基本的戦略)

以上の経済開発政策の基本に立つ｢国民経済社会発展10カ年計画(199卜2000) ｣の開発理念

は､農業分野の開発に優先順位を置き,食糧の増産と安定供給を最重点課題としてる｡また,

以上5項目の目標達成には､人口の過半数を抱える農村部の労働生産性の向上並びに労働意欲

の昂揚を図る意味に於て農村部の産業構造の改善と生活環境の改善整備が急務であるとしてい

る｡

食糧生産は, 2(X氾年までに5億tonの達成を目標としている｡この食糧増産計画には,品種改良､

施肥法の改善､栽培管理の合理化等の農業科学技術革新の継続努力,低･中位生産耕地の改善

に加え､農業水利施設の拡充強化等､生産基盤整備事業の推進が構想されている｡特に,港親

閲発については､受益面積を1990年の約4,810万ha (7.22億畝)から2000年を目標年に置き､

5,440万ha (8.16億畝)まで増やす必要があるとしている｡

地域農業開発を長期的戦略として組織的に実施するため､改称ま現行の｢国民経済発展10ケ年

計画要綱｣の中で構想した農村近代化計画を推進し､以上の農業生産基盤整備と併せ農村インフラ

施設整備を中心に農村生活環境の改善を構想している｡この事業構想では､農村給水施設整備,

環境対策,農村幹線道路網整備､通信及び教育施設整備等が事業項目として取り上げている｡

4.計画実施の期間と完成予定

本計画事業の実施については,日本政府の経済協力を期待し,次の通り｢無償資金協力｣及び

｢有償資金協力｣双方をもって事業化を推進したい意向である｡

① 無償資金協力:開発相象地区内に指定されたモデル開発/技術展示区の基本施設(種苗臥

種畜場､農事技術普及所､藩政施設管理事務所等)の施設及び機能の拡充

を対象とする｡

② 有償資金協力:水資源開発､港概施設整備､圃場基盤整備等の中.大規模事業について項

目借款(prqjectLoan)を､また､農産加工施設整備並びに農村インフラ施

設整備事業等には､県または郷(鎮)を対象単位とした政策金融(Two

step I.oan)を適用｡

無償資金協力案件については､マスタープランの中で批准されるモデル開発/技術展示区の基本

施設(種苗闘､種畜場,農事技術普及所､港概施設管理事務所等)を村象に｢県｣を事業単位と

して施設拡充順次実施に移す計画である｡また,有償資金協力案件については,日本政府の第五

次円借款を期待し,項目借款及び政策金融制度の運用の中で事業化してゆく計画である｡事業完
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成年は､従って､ 2010年を予定している｡

5.中･長期社会経済開発計画と本計画事業の相関

上記5節の中･長期社会経済開発計画の概要に述べた通り,一江両河中流域農業総合開発計画は､

環境保全型の集約的農業及び農村開発事業として進めている中国山間僻地の農村経済の復興/財

政的自立を目指したもので,特に､中国西部地域少数民族自治区に於て推進している農村近代化

及び農村地域住民の生活環境整備計画の中で最も重要､かつ,緊急項目として批准されている｡

本計画事業は､特に,中山問質困農村地域を中心に生活基盤及び農業生産基盤整備事業としてニー

ズが高く,また,事業化は急務と評価されている｡

6.中･長期社会経済開発計画に対する他機関/政府の支援協力の有無

(1) 有 (2) 無

(3) ｢有｣の場合､支援協力の内容について基本的な状況を述べること

中･長期社会経済開発計画に採択されている開発事業に村し他の機関または他国政府からの支

援協力が有る案件については､相手国政府または機関名､計画事業の名称､積算事業費､支援

協力の内容､計画事業の内容等を一覧表に取り纏め別紙に資料-4 ｢他機関/政府への支援要

請案件リスト｣として添付した｡
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添付資料- I
西載自治区一江両河中流域農業総合開発計画

事業実施及び管理組織機構

技術要月数: 10-20人



添付資料-2

西蔵自治区の水利事業管理組織

給工弁



添付資料-3

関連計画事業の一覧表

計画事業名 支援協力機関名 計画事業の概要 協力の内容 事業実施期間 本事業との繋がり
(借款,技術協力等)



添付資料-4

中･長期社会経済開発計画に採択されている開発事

業に村し他の機関または他国政府からの支援協力

相手国政府または機関名 計画事業の名称積算事業費 支援協力の内容 計画事業の内容
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